
1. 着実な最気回aと る

i'e わが国ではデフレからの脱却に向け、 7年8か月にわたり安倍内関

がアベノミクスを持げ経済再生に取り組んできた結果、人口が法り機

ける中でも新たに展用 を 4 0  0万人增やし、下構し鏡けていた地方の

公示地11が27年ぶりに上昇に転じるなど、パプル崩壊後最高の経済

状;題を実現することができた。令和2年9月に発足した管内関では、

新たに発生した感染症の書成に立ち向かうとともに、 引き銘き経済対

策に取り組み、持機的な成長路線に結びっけてきた。令和3年10月

に発足した岸田内関では、 「新しい資本主義」 を掲げ、 成長と分配の好

指環、 實金と物価の好橋環の実現に向け取り組み、 デフレ型経済から

の院却と成長型経済への移行に道筋をっけた。令和6年10月に発足

した石破内関では、「ルール、日本、国民、地方、若者・女性の機会」

を守る「五本の往」を持げ、「責上げと投資が事引する成長型経済」や

「地方創生」の実現などに全力で取り組み、 日本と日本の未来を守り抜

く決意である。

こうした中で、本県としては、地域経済の活性化と0く場の確保に

向け、中長期的な視点で、最先端科学技術から中小企業、地場産業に

至る、厚みのあるものづくり産業の集積など、本県の強みと特色を最

大限に生かし、新たな需要や属用機会を創出することにより、生産・

Ia用 ・ 消 費 の 好 開 を め ざ す 。

(1) 中小企業金l量09策の拡売強化

個人や企業がtEt應な経済活動に挑戦できるよう、活力ある中小企業を青成しつつ、

セーフティネットの税を國り、申小企業の資金調達の円滑化を推進する。

(i) 担保・保証it設it做存しない電It資の配を国る。

② 事業量金の円滑な相通に支障を来している中小企業に対し、政府系金配関に

おける一時的な業田ヒ、取引先の倒産、取引先金融換関のmに対応するセー

フ テ ィ ネ ッ ト 対 応1111付制度及び信用保証観会itおけるセーフティネット保証制度

の活用をmす る と と も に 、 ル t ワ ー ア ッ プ 設 の 拡 充 を 国 る ほ か 、 中 小 企 業 再

生支最体制を強化する。

(S) 田 の 変 化 i t 中 小 企 装 が 対 応 で き る よ う 、 適 切 な ァ ド パ イ ス を 行 う 相 設 機
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(2) 公l;l通;業9の;ll行の推進及び効率的教行

(!) 社会資本mの計画的な事業1tll行に必要な開確保を国る。

② 高e化・m化等に対応した新社会資本のmを進める。

〇 民間の資金・前・理営ノウハウを活用した社会資本の整備方式(P F I方式)

の導入田を国る。

④ 1果民生活に書 送に関連した公mへの重点化を國る。

(ii) 公共事業の配分it当た,ては、 集内各地域の程1資feitt、 社会資本の聞状況等

を動案する。

@ 適正な利llの 確 保 が 可 能 と な る 入 開 制 度 を 確 立 す る 。

n 市場調査itより実第・i確iを反映するなど、子定価格の適正化を国る。

l' 最低制限価格制度や低入札価格概i制度の見直し等によるダンピング対策を

國る。

t, ,,l 市町村が開り を し な い よ う 商 す る 。

目 格付けや一般競争入札における地t腰件を適切に設定し、地元E般業者の受

注換会の確保に配意する。

的 計画的な発注、適切なコ期の設定・適切な設計変更を行う。

(i) 公共事業の品質確保にmした入札を推進する。

n 総 合 開 な ど 価 格 以 外 の 要 素 を 考 意 し た 解 で の 新 を 國 る と と も に 、

市 町 村 i t も M 的 i t 活 用 す る よ う 、 0 き か け を 行 う 。

l' 入札時に技術者や有1離i者の要件をllする。

〇 公 正 な 入 開 制 度 を 確 立 す る と と も に 、 設 新 の チ ュ ツ ク 換 能 の 強 化 等 、

公正な県政を推進する。

「 )  mの担い手である地元E般業者の確保・青成の観点から、建設工事の入札

制度の運用にあたってll、必要に応じて理証を行い、適切な運用を國る。

l・ 聞 i t 從 事 す る 将 来 の 担 い 手 を 確 保 ・ 青 成 す る た め 、 労 0 関 係 開 の 通

守を含め県発注工事に従事する労0者の処通向上を国る。

@ 聞 許 可 に 関 す る 相 設 務 や 聞 能 の 外 部 委 託 、 同 解 能 の

当日提示書類の見直しitついて前する。

〇 構 コ ン サ ル タ ン ト へ の 受 注 拡 大 及 び 業ifの平準化を国る。

〇 路面再生工事における区画線・路面標示についてll、国士表通大臣認定「路面

標示施コ技能士資格」取得者を有し、専門的な知識や前・技能を持,ている県

内 業 者 へ の 田 を 前 す る 。
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〇 造目工事を伴う公目m等 の 公 田 に つ い て ll、 造目業の発展に配意した分

離 発 注 を 前 す る 。

集 〇 品確法において相査・設構の建設コンサルタント業ifの品質確保が受発注者

の 前 と し て 識 i ' さ れ て い る こ と か ら 、 今 後 、 入 開 に お け る 必 要 な 資 格 者 の

開 を 前 す る 。

集 〇 公共施mにおいて、左官 (塗り豐)などの事門技能の活用機会を設け、技

能 の 維 持 や 構 を 國 る 。 ま た 、 設 物 に ll、 目 然 前 で あ る 器 喰 や 理 を 用 い

るなど自然塗り監の普及を国る。

〇 精設り書え工事での現行の出来形管理基準は、複離かつ合理的ではない部分

が 通 さ れ る こ と か ら 、  国やMの状混等を踏まえながら、要全で効率のよい塗

因11定など、的確な出来形管理となるよう前する。

〇 m業の発展の観点から、コンクリート二次製品等の県内で製造・統され

て い る 製 品 や 石 材 等 の 県 産 材 を 能 的 に 配 す る 。

1111 地m 業itおける0き方改革を文選するため、 I CTの推進などitよ る 生

産性の向上を国る。

(3) 地方独自の事業の●実な展開

mの実想に印し、 住民に身近な社会資本のmを国るため、 自治体の創意と工

夫により、mの特色を生かした主体的な個性豊かなふるさと ,・く り な ど 、解

装 の 能 か つ 効 率 的 な 推 造 を 国 る 。

4) 公美用地の取得の推進

(i) 公共事業の円滑な実施を国るため、 外部委託の活用等itより公共用地の取得を

推進する。

② 公共基準点や官民境界についてll、公共施設等をm していく申で見直しを行

う 。 な お 、 県 前 部 の 1 解 商 i t つ い て 、 ill量業界団体の観力を得て船開

理を行,ていく。

③ 開 記 の 限 や 人 間 関 係 の 希 9 化 な ど で 筆 界 関 係 登 記 が 因 難 と な っ て い る が 、

士地建物実地調査要低の改正が行われたことから、筆界確i基情報を得ることが困

難な場合においても、円滑な不動産取引を推進する。

【新a】 ④ 共有地の取得についてll、市町村の認可を得て法人化した地元目治会等(認可

地最団体)へ共有地の構利集約を国ることが可能となる登記の特例制度のはか、

表題部所有者不明土地や長jla相i選 ll!等未了土地の登配名義人等を特定するため

の探索制度などを活用していく。
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5) 住a の 配

(!) マイホームを取得しゃすくするため、 都市計画の解lきの見直しと手義きのa
和 ・ 通 化 を 國 る 。

(2) 県 民 接 心 し て 住 ま い づ く り に 取 り 組 め る 開mを 国 る た め 、 パ リ ァ フ リ ー ・
省 エ ネ ル ギ ー ・ リ ブ,ー ム 等 の 住 宅 関 連 開 の 解 を 推 進 す る 。

(6) 申小企Illまt登

中小企業は本県の産業経済を支えており、 これらに十分対応したキメ細かい施策

を推進する必要がある。

(i) 中小企業の配itよ る数前や創業への取り組みを文選す る と と も it、資金

mなど、支最制度の充実を国る。また、支最制度の活用を田するため、情報

解 の 税 を 國 る 。

(2) 大手企業との交流や産学配itよる前開発を配し、今後成長が期待できる

m ・新エネルギーや能・医療機器等の産業分野への県内中小企業の参入を積

極的に支 最する。

〇 将来itわたり県内企業が成長・発展を送げるよう、中小企業の自立化を配す

るなど、経営革新の支最を田する。

④ 申小企業の経営力を強化するため、申小企業の受注換会確保対策の拡売等を國

る o

「 )  中小企業の持つ技術、サービスのm的な情lai発 信 と P  Rへの支最を行う。

l可 受 発 注 を 配 す る た め 商 識 会 等 の 設 を 拡 大 す る 。

t, ,,l 個産防止のため、総合的対策を講じる。

目 原材料の安定確4果、原開格の変動による便乗fa上げ、買い占め、売り惜

しみ等の配強化を國る。

的 富公需適格組合制度の周知・活用を国る。

〇 厳しい経mに対応するため、企業の合理化・省力化・効率化を一属田す

る o

〇 中小小売店等をi 通す る たll,、営づ く り と一体となった中心商店街の活性イtや、

展わいのある商店31-i く り を? する。

〇 解 の 割 ヒ し つ つ あ る 申 小 企 業 の 再 生 を 通 す る 。

〇 もの一i; くり産業における中小企業の解力を高めるたll,、前 イ / ペ ー シ ョ

ン セ ン タ ーの支最機能の独化を国る。

@ 国や独立行政法人等の換関へ地元業者活用の〇きかけを行うなど、地元申小榮

者の受注拡大と11先活用を国る。

〇 消費裁率引上げの民のll護拒否等を防ぎ、申小企業の円滑かつi的iな消費裁の
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転選を確保するため、 国と 通 操 し て 設 者 に 対 す る 相開iを税する。

lt1) 消費裁itついて、中小企業の免8t点・置易mの拡大を国it要ヨする。

〇 生産コスト上昇分のi的iな価格転はに向けたm能 にm的に取り組むとと

もに、価格転選が進まない設者や業種に対する通を行う。

(7) 経演のi t線的成長に向けた新産業の創出・青成

〇 前の持つ;最先Ji器学技tErの強みと特色を生かし、申長期的な流から、起業

文選、新産業の創出やーン チ ャ ー ・新現開への文選、産業人材の確保・青成

などへの設を便し、新たな需要と已用を生・-出す。

② 産業技新総合研究所をllじ め と す る つ く ばmの先J職itEr研 究 施 設 と の 聞 強

化 を 国 り な が ら 、 創 業 や 新 解 開 の 配 を 国 る 。

③ 全国で初めて開催した都道府県対抗eスポーツ通nの 経 験 や ネ ッ ト ワ ー ク 等

を最大限に活用し、県内企業の市場參入配や人l lオ育成、田構を活用した

イ ーン ト 開 個11:よ る 地 能 化 な ど 、 e ス ポ ー ツ の 振 製 i t 取 り 組 む 。



2. 行財政改革と地方分権を推,進し、
サー ビスの向上を国る

地方自治にふさわしい自立性を継持して、 新しい地域社会づくりを

進め、県民生活を質・量ともに向上させるためには、地域住民の達帯感

を操め、時代の要請に応じ簡素にして効率的な行政体制の確立を図る

必要がある。行財 ieきIr革と重要流策送行を面立させるためには、 スク

ラ ッ プ ・ ア ン ド ・ ビ ル ド を 積 極 的 に 推 造 す べきで あ る 。

(1) 行財政改革の推進と民間活力の導入

厳しい財政状視の下itあ,ても、県地展の基盤づくりや福祉の充実等、活力あ

る豊かなm会づくりを進めていかなければならない。そのためには、経費支出

の効率化に徴しながら、財源の重点配分に努め、併せて民間委託の推進等、財政の

健全化を国る。

(!) 簡素で効果的・効率的な行財地営を確立するため、用合計画に基づき計画

的 な 行 財 解 を 推 進 す る と と も に 、 市 町 村 の 行 財 解 を 通 す る 。

(2) 本庁及び出先換関の組;St・開を行政目的と新数の消長it対応し、聞・

mするとともに、付属機関はその設置日的、及び状通化をaてmを進め

る な ど 、 一 属 の 行 解 を 推 進 す る 。

〇 企業会計の健全化を推進する。

上・工・下水道、病院事業などの企業会計事業のe全な経営は、県政上大きな

課 題 で あ る 。 企 業 会 計 に よ る 設 ll、独立採llを確保することが経営上の原則で

あり、合理化・効率化を国り、健全経営it努力すべきである。

「 )  欠損l金の生ずる原因を相査し、具体的対策を立て、可能なものから印時実施

する。

l・ 経営の合理化・効率化・民間委託・起債の操上償通などを進め、田の館減

に努める。

01 サービス向上を常に心基lけ、料金など適正な収入の確保を國る。

目 福tif施設などを含め、企業的経営の求められる施設itついて、業書の見直し

を行う。

④ 行政の配化・効率化のため、業務の民間委託等を推進する。

n 専 門 的 業 書 や 開 書 の 民 間 委 構 を 進 め る と と も i t 、 公 の 施 設 の 管 理 i t つ

いて、指定管理者制度の活用拡大を国る。

lie 民間資金を活用した社会資本整備(P F I l等 、 多 線 な 杜 会 資 本 前 知 こ つ
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いて検討する。

t, ,,l 民営it適した事業は民営化、または處止する。

目 官公庁施設総持管理業ifな ど に つ い て 、 前 開 の 道 用 ・ 拡 大 を 国 る 。

⑤ 公共施設の計画的な長寿命化対策や、施設の維持管理コストの;最Ia化、及び施

設の有効利活用itよる8t外収入の確保を全庁的it推進するため、フ,シ リ テ ィ マ

ネジメントの導入を進める。

@ ネ ー ミ ン グ ラ イ ッ に つ い て 、 1 能 施 設 や 施 訓 外 の イ ーント等も合め、広く事

業 者 か ら 企 画 設 を 公 募 す る 能 な ど 、  より効果的な手法等itより、導入を進め

る o

〇 住民8加型市場公募地方償の発行再開に努める。

〇 0き方改革の能i t向け、RPA (ロボット i tよる業書の自動イl : )  i tよる県庁

の定型業ieの白動化を進める。

(2) 地方分Itと合,ell市町1111'への通の推進

分m社会の実現を国り、 自己決定と自設任の原則に基づき、 県 民 が ゆ と り と

豊かさを実感できる個性豊かで活力に満ちたm会を創出するため、田に身近

な行政はできる限り身近な自治体が行うことを基本として、置業で効率的な行財政

シ ス テ ム を 開 す る 。

また、地方分構や少子高割ヒの進展等により、市町村のa割はますます増大する。

これit対応するためitは、早急it市町村の財mの強化や行政体制の聞を国,

ていく必要があり、引き境き合併市町村に対する支最を行うとともに、合併による

市町村再l日を受けて、県と市町村の役割分姐を踏まえた新たな関係を税していく

必要がある。

(!) 開9市町村合併による北関東初の政令指定都市の実現を国る。

② 旧合併特例法下での合併市町村に対して、引き競き行財配営の円滑化と活力

ある地域一i く り をM的it文選する。

③ n中組都市日制度や定住自立日制度、また条件不利地tiにおける県の補完と

い う 構 を 踏 ま え な が ら 、 市 町 村 間 の 広 田 を 推 進 す る 。

〇 市町村への構限移選等を推進する。

「 )  合併後の市町村の温換・前に応じたさらなるa限移解を推進する。

l可 市町村の規樓等により、単独で移裁を受けることが困難である場合ll、周辺

市町村間での広開などの仕組みの活用を国る。

〇 一部事i組合の複合化・m合を一属推進する。

環 境 ・ 消 防 ・ 防 災 等 、 新 開 lの再編整備を推進する。
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(3) 地方行財iEf [の整立

地方行財政の確立について、 国へ前に要望する。

〇 地方の目由度のmや 財 配 の 税 に 結 び つ か な か っ た 三 位 一 体 改 l 革 の 結 果

を営まえ、真の地;11分構の実現を目指し、引き続き地;11分構改革を推進する。

「 )  所得税・消費税など国から地方への開日による税源移aと税源の1目在是

正を推進する。

l可 国!i補動負担金については、地方の自由度の拡1大につながるよう、a前 け 、

前 け を 見 直 し 、 院 止 ・ 統 を 国 る 。

01 直 開 設 ll、極めて不合理であることから、必要な見直しを構に進

める。

目 地方交付税については開相整機能及び財源保開能を能するとともに、

その所聞を確保する。また、地方財源不足の解消ll、地方交付税の法定率

の引上げを含めた抜本的な改革等で対応する。

② 地方財政対策の推進

n 地方償資金の良質化と融資条件の改善を國る。

l・ 国i補動事業の地;1組過負担の解消を国る。

③ m開発に係る財政上の特別指置のm
解 町 に 対 す る 財 政 上 の 特 別 配 のmを國る。

〇 「集l書付け・前け」の見直しitついては、演み残し項目などの見直しを早期

に行うとともに、「従うべき基準」を真に必要な場合に限定し、地方の自由度の

拡大を國る。

(ii) 今 後 増 大 す る 社 能 降 関 係 費 の 安 定 的 な 開 を 確 保 し 、 社 能 降 解 を 開 可

能 な も の と す る た め 、 開 を 確 保 す る 方 策 を 確 実 に 実 施 す る 。

@ ふるさと納税制度ll、寄附金によるiii入確保とmの特産品の送付によるP R

を兼Ia備えた効果的な制度であり、近年の裁制改正itおける制度の拡充'P手続き

の簡素化によ,てより一属全国的に人気が高ま,ていることから、本県のは力度

アップにつながるような特産品で寄附を基る取り組みを推進する。

〇 経濟の著しい割ヒやそれit伴う地方at財1重の大幅な減少が生じる状制tおいて

は、演収開債をはじめとする財政支最指置の活用を市町村へ便すとともに、必

要な通等を国へ〇きかける。

4) 公的施設のa指と行政サービスの向上
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③ 県 ・ 市 病 llの資質向上を國るため、 目治研修所の換能強化を國る。

〇 公的施設の複合化と能者itも対応したパリァフリ一化を推進する。

公共施設については、行政の効率化と住民の利便性の向上を国るため、複合施設

化を國る。

o省エネル?一等地斑競間国や能 者 の 利 用 it融tした施設設備とする。

〇 行政手義きにおける藤準処理期間を通守する。

@ 県の出先換関などにおける手義きや必要書類等が、担当換関や担当者によって

異ならないよう、可能な限り統一を国る。

(i) 聞の写しゃ戸籍の購本等の交付中常に係る利便性の向上を国るため、市町

村に対し、キャッシュレス决済の導入について動言を行う。

〇 開 納 ll用地itついては、きちんとした計画的な士地利用方針を立てて有効活

用を進めるとともに、有効活用が国られていない土地については地元市町村の意

向にも配意しながら、激々な情報発信を行い、ll的に売却を推進する。

(11) It前や商m設 、 解 の 利 便 性 の 高 い 施 設 へ の 期 日 前 投 東 所 の 配 や 配 所

のパリァフリ一化を市町村に対して0きかけ、能でも投票しゃすいmのmを

進する。



3. 生活環境を整備して、 住みよい杜会づくり
を進める

杜会資本は産業経済・生活・教青文化・福祉など諸活動の基盤をな

すものであり、安全で快適な県民生活を支えるものである。

そこで、本県のもつ登かな自然環境と経済文化の特性を生かしつつ、

さらには時代の変革や首都口城における特性を十分に把握し、 生活境

境の整備、杜会的サービスn設の整備を重点的に推通iする。特に、い

まだに清足すべき水準に送しない公園、上水道、下水道、生活道路、

街路などの社会資本の整備及び急速な開発と社会活動の多構化から接

出する要題の解決に全力を挙げて取り組み、 住るよい杜会資本づくり

及び災書に強い県土づくりを推通する。

1果民生活に直結する生活道路のmil、 通 動 ・ 通 装 産 解 活 動 の 円 滑 化 を 國

るため、M的i t推進する。

(!) 高 温 格 開 のm
n 首都日申田目動車道の4車線化及び東関東目動車造水戸線のm配 を

国る。

集 l' 事 業 中 の ( 仮 称 ) つ く ば ス マ ー ト I  C、(仮称)つくばaら い ス マ ー ト I  C、

( 仮 株 ) 笠 間 P A ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 株 ) 千 代 田 P A ス マ ー ト I  C 及 び 領 6 年

度 に 新 規 事 業 化 さ れ た ( 仮 称 ) 土 浦 ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 称 ) 守 谷 S A ス マ ー ト

I Cのmを 推 進 す る 。 ま た 、 既 設 ス マ ー ト I  Cの利用田を国るほか、東海

ス マ ー ト I  Cのフfat車対応について、東海村やヨ画市を通する。

t, ,,l 高規格静mを 統 す る 連 絡 ( ア ク セ ス ) mの 聞 を 推 進 す る 。

② 交通円滑化のためのm的 な 国 聞

n 直構国道の改集の早期完成を國る。

o 国 道 4 号 ・ 6 号 ・ 5 0 号 ・ 5 1 号

l' 補動国道のmの早期完成を国る。

o一般国道118号・123号・124号・ 125号・245号・293号・294号・a49号・ 1154

号・355号・461号

③ 開 温 格 道 路 のm推進

解 田m 茨城西部・字al宮広域連終道路、'常ill ・ 字 解 部 連 終 通 、

百 里 飛 田 、 表 出 t 部 静m、 税 表mのm配 を 国 る 。
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④ 県及び市町村道のm推進

本県内のmは北海道it次ぐ全国2位の実延長ということもあるが、令和4年

3月31日現在の改良率は、県道住要地方道 - -f限道)が316路装で的.6%、

市町村道ll,40 8%である。未改良区間の早期整備が必要である。

n 主要地;11道 及 び 要 田 の 交 付 金 事 業 を 推 進 す る 。

l' 市町村道整備の交付金事業及び開動事業を推進する。

01 精集の新設、渠け換え、構化、精集・トンネルの予防保全型の維持管理に

よる:競l金化を推進する。

目 筑西m 的骨道路、都市軸道路、行方雄i道路、つくばから登間(道

組 神 峰 ト ン ネ ル 化 ) 大 子 を 結 ぶ ( 仮 株 ) Illa般 貫 幹 線 道 路 、 常 翻 画 港 区 か ら

用 t 内 開 を 結 ぶ 静mな ど 、 解mの 聞 を 推 進 す る 。

m 田 な 生 新 を 創 出 す る た め 、 県 内 の 主 要 道 路 ( 生 活 道 路 ) のmを推進

する。̃ 解 限 道 の 早 期 解 消 ・ 聞 を 国 る 。

I t) 水戸市周辺の交通法格解消のため、環状道路の前mを国る。

MI 日立市内など慢性的な通投將についてll、 通 投 開 和 を 國 る た め の 道 路

聞 を 推 進 す る 。

oパス停周辺部を拡幅し、解の流れを円滑にする。

lリ) 合 併 市 病 開 田 通 設 な ど に よ り 、 合 併 市 町 村 の 通 のm
を文llする。

〇 日 常 生 能 のm
n 通 学 路 な ど の 田 な ど を 重 点 的 に 進 め る 。

l・ 消 防 ・ 解 の 離 t 時 交 通 確 保 の た め の 田 を 進 め る 。

01 「事1tk定演日所」等における面的かつ総合的な事1tk抑止対策を田する。

目 歩行者・目転車の要全を確保するため、目転車専用聞を合む総合対策を

推進する。

m 山村振真、m配化のための道路のmを進める。̃ 要 全 ・ M な サ イ ク リ ン グ 通 のmを進める。

lト) 日常的it法構の発生している交差点の能を進める。

法) すれ送い困難な幅員決小区間への追It所設置を推進する。

@ 'f スmの維持

n 用t山間地域など、人口減少地区のパスmの通行船持を国るための動成を

行 う と と も に 、mの 構 送 やm設の効率化を国り、m接 の 足

を 維 持 し て い く た め の 田 の 導 入 に つ い て も 検 討 す る 。

※ l・ 公共交通の活性化を国るため、市町村などと認識を共有しながら、多aなll

送 手 段 を 田 員 し て い く と と も に 、 M a  a S や 白 動 限 な ど 、 A  I や I  CT技

一 的 一



術の活用による新たな・送サービスの導入を後押しする。 また、 B R Tの更な

る 流 、 静mや 開 辺 、 パ スe付近での違法B章の取り締まり強化などの

取り組aを推進する。

01 ,fス利用者の利便性向上と安心要全な・送 サ ー ビ ス の 解 を 國 る た め 、 開

公共交通確開持改前等のパス関係子算の確保を国it要ヨすること。特it

m間開義の補動制度については、現行補動制度を能するとともに、十

分な予算額を確保すること。

t::i A I や I  C Tを活用したコミ,ニティ交通の田である収支改書については、

先進的なmiを参考に、 通量以外の副収入を選得するなど、収支改書につなが

る よ う な 仕 組 み,・くりを市町村と共に検討する。

〇 mの 新 設 や 配 聞 i t 器 せ 、 信 号 換 な ど 交 通1111全i般 の 聞 、 右 折 専 用 信 号

設置等の信号機改良などを推進する。

〇 通 台 帳 のt子化再整備を早急に進める。

(11) 構商通行許可の迅速化を国る。

〇 m照明について、mへmしたL E D照明への切り書えを推進する。

〇 ? 装 に お い て 、 耐 久 性 や ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト にaれ て い る コ ン ク リ ー ト

納装の採用を前する。

〇 道路の錦装において修i書への対応の配化や経費的演等の効果が期待される、

AIを活用したシステムによる点検の導入を検討する。

2) 都市公目・線地のa指

人 と 目 然 i 地 す る 前 田 の 形 成 や 都 市 住 民 の 開 追 の 場 、  多 機 な レ ク リ エ ー

シ ョ ン の 場 の 解 を 行 う と と も i t 、 災 書 時 の 観 t 地 、 通 前 のll点としての防災

機能の独化により、都市の防災性、解の確保を国る。

〇 防災都市,・くりを推進するため、解動やm等として重要なM と な る

都市公園の防災換能向上のための聞を進める。

② 国営ひたち海l民公園のm田 を 国 る 。

③ 借楽目公目、笠間要術の森公lit、鹿島開目等の整備推進を図るとともに、

適切な管理it努一性;Iaる。「 )  園内の回mや利便性が向上する施設のmを国る。

Ill 「借楽目始力向上アクシ・ ン プ ラ ン 」 に 基,・き、総力向上に向けた施策の推

進を国る。

? t、l 「公目施設長美命化計面」に基づ き、適切に総持管理 (施設点lit及び総持補

修 ) す る こ と に よ り 、 施 設 の 長 寿 命 化 を 國 る 。 特 に 、 新 化 に よ り 利 用 停 止 し

ている糖l公園理塔の大規程修i書を前に能し、利用体止状雄の早期解消を

国 る 。
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④ 市 開 市 公 目 のm配 を 國 る 。

市町村の「公園施般競l金化計画」策定を配する。

〇 都市に酒いを持た世る公園開、組水性を持た世た公園のmを国る。

n 北 浦 川 開 等 のmを進める。

l・ 河川at 'P進体地を活用し、業の広場、大規程ゲートポール解、スポーッ

レ ク リ ェ ー シ・ン施設をmする。

@ 量観づくりのために設や街路の線化や標の生け垣化を進める。

(i) 花と録の都市一i く りm の? 及びm区の? を造める。

3) まらきのある豊かな部市: ;fく り

都市を經で安らぎのあるiかな居住の場とするため、 都領能の整備充実を国

るとともに、公園・街路・下水道など都市施設を計画的・効率的にmを進め、高

能 や 開 者 に も 要 全 な 新 ・ 都 市 環 境 の 形 成 を 國 る 。

(i) 災書it強い街づくり、防災都市一i くりを推進する。

② 土地区画整理事業、m再開発事業、中心m配 化 の た め の 事 業 を 配

的に推進する。

〇 都商イl扱び都市公園等の聞を推進する。

〇 都市交通の解消と都市機能を增進さ世るため、街路事業を推進する。

⑤ m eと に や さ し い ま ち ,・く り 条 例 」 に 基,・き、開者 や 高 能 に や さ し

いまち一i くりを推進する。

「 )  前 者 や 高 開 を 含 む す べ て の 人 々 が 安 心 し て i ら 世 る よ う 、 ス ロ ー プ ・ 自

動 ド ア ・ 開 者 用 の ト イ レ や 解 ス ペ ー ス の 設 置 ・ 通 の 点 字 プ ロ ツ ク ltt設・

段差の解消を推進するとともit、公共施般'P病院・デパート・It・各種建物な

どの既存施設の改書・新設施設のュニパーサルデザイン化を国る。

l可 識にでも使いやすく、わかりやすく、よりMに生活できる社会の実現を日

指すため、いばらきュ,パーサルデザイン推進指針it基一iき 策 定 し た ソ フ ト ・

ハ ー ド 両 面 の が イ ド ラ イ ン を 周 知 す る こ と に よ り 、 ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン の 考

え 方 や 設 に つ い て 普 及 ・ 配 を 國 る 。

〇 田 の パ リ ァ フ リ 一 化 ・ i i i 全 対 策 P パ リ ァ フ リ 一 章 商 の 導 入 な ど ハ ー ド 面 の

田 と と も に 、 「 障 書 の あ る 人 も な い 人 も 共 に 歩a幸せに算らすための茂域県づ

く り 条 例 」 の 普 及 な ど ソ フ ト 面 の 統 に 取 り 組 み 、 福 祉 の ま ち,・くりを推進する。

〇 解 化 を 推 進 し 、mの開の向上と安心で快適な通行空間の確保を国る。

〇 解lきの見直しと、各報ll市計画制度の活用を国る。

@ 適正かつ合理的な士地利用を推進するとともに、士地]11t引属出制度の適正な運

用を国る。

〇 設 ・ 通 動 者 の 利 使 を 図 る た め 、 通 周 辺 に 白 転 車 置 場 と 関 を 整 備 す る 。
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〇 人口一や高e化社会に対応するため、 配 ・ 福 祉 、  商業等の都市換能」P屠住

換能を集約し、離もが住みやすく、安心・經it基ら せ る コ ン パ ク ト シ テ ィ の 重

要性がさらに高まるものと考えられることから、その実現を日指し、市町村への

通 な ど に つ い て 検 討 を 進 め る 。

1111 地域の環境it応じた民泊の営業日数の制限など、県として独自it規制条例を制

定し、 i的iな民泊のmづくりを推進する。

〇 前 の111面に取り付けられた柏着板などn広前の適切な管理のため、n
広告物の配者it対し、定期点検の実施を配する。

【新Ia】 〇 地ti計画の区;t i内において解用を行う場合、許可中ti手 義 き が 開 で あ る

こ と に 加 え 、 許 可 が 下 り る ま で に 長 期 間 要 す る こ と か ら 、 開 き の 簡 素 化 や

田改善i t向けた見直しを行う。

【新Ia】 〇 農用地の除外等の温制について、周辺の地ll用状况やインフラm状况等を

動案し、 地域の実情に応じた農地の利活用が国られるよう各ll規制の程和を図る。

4) 住 宅 保 と ゆ と り ・ i l l い の あ る 居 M の 創 出

〇 ゆ と り と llいのある住宅m配 の た め 、  消IR者対策としての1果民への住宅情

報の解や住宅相設の開値を行うとともi t、供始者対策としての木造住宅m
の個建事業解などを行う。

? 1果民へのる 種の住宅mの? 能宅相識会の開催などを行う。

l・ ゆとりと酒いのある木造住宅のmを配するため、木造住宅総合対策事業

などの拡充を国る。

X 01 申 古 住 宅 の 田 や 空 き 家 対 策 に 寄 与 す る 既 存 前 状 混 調 査 ( イ ン ス ペ ク

シ・ン)、不動産業による空き家対策設プログラムについて、県と市町村、

関係団体とのnを独化して活用田を国る。

② 高能・開者・子育て世帯や低額所得者など住宅の確保に特に配意を要する

者が安心・經i t生活できる、パリァフリ一対応のケア付き住宅などをmする

とともに、相批のまちづくりを推進する。

n 構 性 ・ 防 犯 性 ・ 高 能 へ の 配 意 な ど 、 良 質 な 性 田 を 備 え た 公 営 住 宅

の 聞 を 国 る と と も i t 、 真 i t 「 住 宅 i t 困 南 す る 低al所得者」it対して個演な家

貸の住宅の公平かつ的確なmを行う。

l可 適 切 な 維 持 管 理 ・ 改 善 に よ る 公 営 住 宅 の ス ト ッ ク 活 用 を 國 る と と も に 、 新

化した公営住宅の建て書え等を行う。 ま た 、 B 解 が 商 の 公 営 住 宅 i t つ い

ては、そのmを国る。

01 大都市mに お け る 宅 地 保 の 配 を 通 す る た め 、 住 宅 市 街 地 ま 盤 整 備 事

業のM的な活用等を国る。

員 高 能 や 子 青 て 世 帯 な ど の 中Iii所得者に前した良質な住宅を確保するため、
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m解 宅 の 適 正 な 開 を 國 る 。

的 さらなる少子高船化時代を見掘え、防犯・防災のためitも、空き家の税

温、空き家の有効活用、更地化した際の開聞の搶予、取り域しへの補助、

士地活用の制順通和等に取り組む市町村に対する通を検討する。

〇 開発許可の迅速化を国るとともit、開発許可制度の適切な田を国る。

o設者の通のための住宅などについては、算力的な通用が国られるよう見直

しを國る。

o市街化調整区域内の既存店解の設物it関する用組i更itついては、 より一

属 の 開 和 を 国 る 。

④ 住宅関通業の育成を國るとともに、建集技tEr者の基成確保対策を進め地位の

向上を国る。

〇 道路管理者は、道路境界線と建業基準法第42条第2項のaなし境界線との間

の士地、いわゆるセットパック部分については、配的に所有管理するよう努める。

〇 土砂等の理立て等it起因する生活環境への開や災書の防止を国るため、事業

者等による残二l:条例通守の能を国る。また、領4年5月27日付けで公布され

た「宅地造成等規制法の一部を改正する法律(宅地造成及び特定座土等規制法)」

では、 指定した規制区域内itおける座り土が許可制とされるなどの規制が座り込

まれたが、 より実効性のある制度の開を国に〇きかける。

5) 上lにi●の整備

安全で独aな水道を持続さ世ることを日的とし、 本県水道が日指すべき 「将来の

理想a」とその実現のための] i i組の方向性を示した「表城集構ピジョン」(令和

4年2月)  it基一iいて、長期的かつ広域的視点から水道の施田を推進する。

(!) 度行、県南西及び県中央広域水道用水供始事業の施mを進める。

② 市町村の水道施設のm設について、国庫補動金の確保等を國るとともに、

補動金の活用を使す。

③ 水道の普及田を国るため、市町村等が実施する来端配水管路のmを推進す

るとともに、市町村等に対し水追普及配 設に基,・き通する。

〇 簡 設 の 構 化 を よ り 配 し 、 地 量 な ど の 大 規 程 災 書 i t 強 い 水 道 づ く り を 進

める。

⑤ 要全でおいしい水を保するため、高度静水処理の導入を推進する。

※ 〇 水 道 受 始 者 の 開 の 理 や 、 今 後 子 想 さ れ る 人 口 減 少 i t 伴 う 解 の 値

上げ抑制を日指し、県能の水道事業の義合、一元化を前する。なお、広城連

線の実現に向けてll、市町村等における個別の課題を踏まえ、1果民の理解が得ら

れるよう、「章i t調整を進める。

【新a】 Ill) 有構フッ表化合物の一種であるPFOS及びPFOAについて、管定目能をa過
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した場合にll、 早 期 の 対 策 や 住 民 へ の 解 な ど に 通 や か に 対 応 し 、  要全な水

の提供を国る。

6) 下本:違などのel情◆11進

下 施 な ど の 生 前 簡 は 、  生活環境の改善と公共用水域の水開防止を国

る上でaめてi要な施策であるが、本県の汚水処理人口普及率は、88.1%(令和5年

度末)と全国平均の93 . 9%に比べて低いことから、領も引き機き設の田を國る。

(i) 各 市 町 村 の 下 M び 開 経 設 の 聞 を 配 す る た め 、 市 町 村a員の

技術向上を国る。

② 流域下水道及び鹿島随海特定公共下水道のm及び改集を進める。

n 重 ヶ 開 北 流 解 解 を は じ め 、 重 ヶ 開 、 重 ヶ M ia阿久慈、

利 解 さ し ま 、 地 j、員、小員川東部の各流域下水道及び度島監i海特定公共

F水 道 の 開 の 確 保 と 設 の 推 進 を 國 る 。

l・ 施設の新化it伴う改集'Pi号水量増it向けた増設it効果的it対応するため、

ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト のmび事業費の平準化の観点を踏まえ策定した「ス

ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 」 に 基,・き、計画的かつ効果的に施設整備を國る。

〇 市町村公共下水遭数を配するため、県費補助の事設の確保を図る。(令

和5年度補動:16団体)

④ 全 県 下 の 効 率 的 な 下 解 やm 構 び 制 ヒ 開 を 推 進 す る た

め 、 ま た 、 人 口 開 の 社 M の 変 化 i t 対 応 す る た め i t 、 生 前 水 ペ ス ト プ ラ

ンに基づき、各事業の展開を国る。

⑤ 下 水 開 ll今後も増加すると予想され、能を有効活用し、省エネルギー化、

環境への負荷削演を図るため、汚泥の資源・エネルギー化の検討を造める。また、

2015年の下水道法的iに伴う、下水311利用に関する温制a和を受けて、下水311利

用 の 設 に つ い て 検 討 を 行 う 。

〇 地量等の災書itも強い制ヒ精の普及推進事業を進める。特it、重ヶ浦(西浦、

北清、常陸利根川)などの流域において、室素・リンが除去できる高度処理型浮

化納の普及mを國る。また、 制i納法に基,・く保守点検、? 、法定検査が通

切 i t 実 施 さ れ る よ う 一 括 契 的 方 式 の 集 l 書 付 け を 前 す る と と も i t 、 開 ヒ 解

業による市町村管理の導入や民間活力を活用したP F I事業での公用ヒ描の整

備 に よ り 、 制 ヒ 常 の 維 持 管 理 の 能 を 國 る 。

7) ごみa!理・し

〇 ごみ処理・ し尿処理施設等のmを國るため、 一般l整表物処理施設のmに係

る財能担の8減を国ろうとする市町村it対し国の橋理社会形成推進311付金制

度 の 活 用 に 関 す る 動 言 や 開 の llを 行 う 。
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4. 安心を支える保健・医療・福ltl:体制の充実
を国る

わが国は、 世界に例をるない早い速度で高船化 ・長寿社会の到来と

いう時代を迎える中で、近年、都市化の造行、少子イt、核家族の造行

と高船者世帯の增加、女性の杜会進出などの現象があり、一方、福社

施策の充実とともに個人のライフスタイルや高船者・B書者の介種に

対する考え方が大きく変化してきている。

そのため、それらの変化に的確に対応して、表城型地域包括ケアシ

ステムなど保健・医選・ 福 祉 サ ー ビ ス の ネ ッ ト ワ ー ク づ く り 、 生 き が

いを持てる杜会づくりや、安心して●らせる地域のまちづくり等々、

積極的な展開を図,ていく 口 また、出生率の向上とともに、子育てを

総合的に支援していく体制-'くり、青少年の健全青成、男女共同参画

杜会づくりや県民の消費生活の安全確保対策などの流策を推造する。

また、生選にわたり、県民一人0,とりの健康水準の向上を図り、長

寿を喜i sこ と の で き る 社 会-'くりのため、表病の予防から早期発見、

早期治藤、リハビリテーションまでの一貢性のある保使・医藤・福社

体 制 を 能 す る 。

1) uf i的 な 少IF化対策の推進

健全な社会とは、 高 能 代 ・ 現m代・年少世代のバランスが保たれている人口

構造であることは論を待たない。高解化・長寿社会の進行は、逆ピラミッド型の人

口 能 を 意 味 し 、 出 生 ll下の状IIEがこのまま競くと、わが国・本県の活力ある社

会を開することが困離i tな,てくる。事実、わが国の合計ll線出生率は昭和60年

1.76、令和5年1.20、本県は昭和60年1.85、令和5年1.22と大幅に低下を来してお

り、また、わが国の人口ll、平成17年に明治ll2年の精以来、初めて出生数が死亡

数を下回り、その後も平成18年を除き「自然減」が続いている。

新しい生命のE生は、e全で活力ある社会を発展さ世ていく根静をなすものであ

る。出生率の向上l地解の最も重要な今日的課題として、県政の申で取り組ま

なければならない。

(!) 願 開 世 代 青 成 プ ラ ン 」 に 基 づ き 、 結 婚 ・ 妊 最 ・ 出 産 ・ 子 青 て に 対 す る 支

最をmや企業 と 通 操 しながら社会全体の取り組みとして推進する。

e) 「表商世代青成プラン」の趣旨を被底させるため、普及啓発活動を推進

す る 。
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l? 設を集き、子どもを度み育てるという希望をかなえる1難集:i くりを進める。

o 開 ・通振・出産・青児の切れ目ない文選

cl 着者の自立のm
o す べ て の 子 ど も と 設 へ の 通

o子どもの社会性向上や自立の配

o mの実情に応じた支最

o 〇き方改l革による仕事と生活の調和の推進等

t, ,,l 少子化ita止めがかからない状制t対して、合計ll線出生率が上昇した地:ii

自治体の取り組; t,を參考にしながら、「後域県は保青 一 配 が 充 実 し 、 仕 事 と

設 を 両 立 し な が ら 安 心 し て 子 育 て が で き る 」 な ど と 若 い 世 代 に 開 さ れ る よ

う な 用 自 の 文 l l 体 制 の 構 集 を 前 す る 。

集 ② 領5年4月に施行されたこども基本法の理念を踏まえ、子どもや子青て当事

者の意見をmし て 「 こ ど も 計 画 」 に 構 に 反 映 さ せ て い く と と も に 、 県 と し て

独自itこども基本条例を制定し、全ての子どもが将来itわた,て幸福な生活を送

る こ と が で き る 「 こ ど も ま ん な か 」 社 会 の 実 現 と い う メ ッ セ ー ジ を 広 く 県 民 に 伝

えていく。

〇 仕事 (a場)と青児が商立し得る? システムの確立とそれを文選する社会環

境づくりを国る。

X n 育児・介a体 業 法 な ど 育 児 構 制 度 の 定 能 や 、 育 児 構 申 の た め の 生 活

資金Iii付金の充実を国るとともit、社会全体で青児体業の青業化itよる男性の

子青て意機の変革により一属取り組む。

l可 構 後 の 円 滑 な 開 の た め 、 構 申 の 解 な ど 企 業 の 労 務 管 理 の 改

善を国るとともi t、フレックスタイム制・在宅動書制の導入等、多aな 配 シ

ステムの確立を国る。

01 県と県内44市町村が性定を結び、病気で保育所などに通えない子どもを一

時的it演かる「病児・病後児保青施般」の市町村の枠組みを超えた広域利用を

mする。

X 目 「越境入目」など市町村の区域を越えた広域的な見地から調整が必要なもの

itついて観aす る た め 、 県 や 関 係 市 町 村 か ら 構 成 さ れ る 観 設 を 配 し 、 田

田のゼロ水illを総持する取組を後押しする。

④ 仕 事 と 設 の 両 立 へ の 取 り 組 み や 子 育 て 通 に ll的に取り組んでいる企業へ

の文選を推進する。

〇 子どもの進び場・野外活動施設、ボランティアなどの社会参加活動等、いわゆ

る 子 ど も ィ ン フ ラ のmを 配 す る 。

※ 〇 前 児 の 健 全 青 成 と 子 青 て 文 l l 体 制 の 充 実 を 国 る た め 、 田 ゼ ロ 水 準 を 維

持するため、地域の実情に応じた保'if所'などの受け」]ll整 備 を 進 め る と と も に 、 必
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要となる保育士や着 i重師の人llオ育成強化及び離a防 解 と 再 開 に つ い て

関係機関等と脇力し充実を図る。排せて、解園における預かり保青を使造する。̃ a動 Ia等の保'ii補動制度の拡充を国るとともに、情操の発量を動長する特色

ある保育を推進する。

l・ 本県の保青士及び動程園開の確保定l書i t取り組む。器せて、地解を

解消し安定的に人材を確保するため、限で行,ている補動金制度を創設し市

町村と共に処遇改善に努める。 ま たmに配意しmの実情にあった運用

を求める。

01 保青士定数を組えた施保青士に対する動成を行う。

目 保 育 士 の 解 を 通 す る た め 、a位 証 明 書 「 キ ャ リ ア パ ス 」 を 導 入 し 、 キ ャ

リァァップのための基準を明確化して、労0前を高めるとともi t、保青士不

足の解消にもつなげる。

的 食物アレルギーの対象児iが 増 え て お り 、 国 の 解 に よ る 設 調 理 員 の

配置員数では確実な会の經確保が離しくな,てきている。また、会青it対す

る十分な指導を行えないため、構士・管理栄養士等始食人員の体制独化に取

り組む。

? 子どものiii全対策として、? パ ス の經置の導入を文選 し 、 聞 配

を国るとともに、安全管理マニaアルに治,た乗降時のチ,ツクや登園管理の

能 に よ り 、 ハ ー ド ・ ソ フ ト 両 面 か ら 置 き 去 り 事 故 せ 口 を 日 指 す 。

〇 保青所が、子青てit関する地域のll点としてa々 な 通 前 を 行 う よ う i t す る

など、mの子青てmづ く り を 田 す る 。

〇 保育所と動稚目の換能を併せ持つ「認定こども目」を推進するため、より移行

しゃす い よ う文選 it努める。

〇 保青所へ演ける子どもの低年it化が進む中、在宅青児を增やし、田の抑

制を國るため、前児(6ヵ月̃1部ヵ月)を目宅で育てる世帯に対し、1人にっ

き毎月数Ji円を文leiする制度の創設を前する。

〇 思 前 か ら 妊 最 ・ 出 産 ・a動児期までの解の心と体のは康管理に資する解

保使対策を総合的に推進する。

n 通mから出産後間もない母i'の健農増進を国る子青て文 選 期1,1tついて、

mmuの検展開を国るなど、県内全域で質の高いサービスが解されるよう

通 す る 。

l? 産後ヶァ事業を希aする方it対し、 ス ム ー:''な受け入れができるよう流

大に努める。

〇 不妊に悩む方々へ的確なmの解や専門的な相識に応じるため、不妊専門相

設センターの充実を国る。

〇 県 立 こ ど も 病 院 を 通 にmを 国 り 、 小Ia医 解 端 lの 理 強 化 を 国 る 。
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〇 休日や夜間における小児設急医渡体制を配するとともに、 「茨城子ども般急

能 測 の 充 実 を 国 る 。

〇 安心して妊最・出産できるmを 確 保 す る た め 、 総 合 周 産 期 解 配 セ ン タ ー

を申心とした周産期mi の 税 強 化 を 國 る 。

1110 母体及び新生児の流医表を安定して提供できるよう、N I CU(新生児集中

治療管理室)の整備を促進する。

〇 乳動児期からの11身開児の早期発見・基育支最体制の税強化を國る。

1111 発建障害などの早期発見を目的にした「5最児n」の、全児宣対象実施の定

着を国る。

〇 開 の 健 全 な 発 達 に ll、 m常の早期発見が重要であることから、県が実

施しているll ・中等度の難境児it対する開 の購入量用等動成制度の文型定iti

を国る。

〇 前 児 を 持 つ 線 に 対 し 、 配 、 育mび 子 育 て 通 サ ー ビ ス に 関 す る 相 識 ・ 情

解 を 強 化 す る 。

〇 ひ と り 地 等 の 相mの充実

e) 「茨m o と り 解 等 目 立 促 進 計 画 」 等 に 基 づ き 、 ,et子家庭、父子家庭及

びMの就業支llなど生活の安定と向上を国る。

l' 組が急病の場合などの一時保青、子青て短期支最事業を充実する。

01 IS子家庭等の線子のきずなを操めるために、線子すこやか交流設を推進す

る o

@ 茨 城 県 子 ど も を 解 か ら 守 る 条 例 を 踏 ま え 、 解 新 に よ る 立 ち 入 り 相 業

を 適 切 に 実 施 す る な ど 、 通 の 設m・要全確保の強化を國ることにより、児

童解防止対策を推進する。

@ 解 新 開 応 ダ イ ヤ ル 1 8 9 番 ( い ち ・ は や ・ く ) の 普 及 に 努 め る と と

もに、? 新 防 止 に操わる関係換関のネットワーク強化を推進する。

〇 子 ど も ・ 子 青 て 解 l度it移行した識llこども園や動程園等it対する補動を

確実に指置するとともに、制度の実施主体である市町村の意向を十分踏まえなが

ら、各市町村で総合的な質の高い教育・保育・子育て通が実施できるよう通

it努める。あわせて、m や 開の高alt対する文選を 前 す る 。

「 )  居宅前問型保'if事業、小ま能i保'if事業及び通的保'if事業などが地保青

設として認可事;建となったことから、円滑な実施に向け必要な通を行う。

ま た 、 ペ ビ ー シ ッ タ ー ( 0iti理 保 青 事 業 ) な ど 、 気g i t利用できるサービスの

充実を国る。

l可 動願育・保育の無償化に伴い、公立の場合、利用者負組が解m担

となるため、市町村it多額の財能担が生じることから、導入初年度it臨時交

付金が措置されたが、型m降も国の責任でa的な財政指置をllじる。
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の 若 い 世 代 が 開 に一 i;船み出せるよう、 国でll、 新婚世帯に対し、 住宅取得や

開の費用を文選する解生流 数it取り組んでいるが、実施市町村が

少ないことから、県は、多くの市町村が取り組めるよう、国に制度の改書などを

〇きかける。

※ 〇 「 こ ど も 大ll 」等を略まえ、畫困の通を新ち切るため、関係換関・団体と連

携し、支最に取り組む。

@ 人ロi妙P少子化の進行を抑制するため、経済的負担の大きい多子世帯に対し、

3能満児の第3子以降の保青料の9減・無ISIイl:などの支援策の充実を図るほか、

在宅で青児する世帯向けの支最制度を新設する。

@ mにおいて子どもや子育てを支える]Ill組として重要な役割が期待される子ど

も地itついて、各地域の子ども地ネ ッ ト ワ ー ク ーi く り を文選するなど、開

の拡大推進を国る。

@ 子 ど も に と っ て 最 善 の 利 益 を 能 す る た め 、 通 の ケ ア =一ズや保i重者の意向

も考Itしながら、設基青開則it基一iき社会的基青を推進するとともit、 社

会的養青の現状についての県民への周知に努める。

@ 国 の 公 表 数 よ り 多 い と 指 描 さ れ て い る 能 開 に つ い て 、 実 1!I e'個別=-
:''の把a lt努める。

2) uf i的なlilo者対策の推進

本集における高船者人口の比率は、 令和6年10月1日現在31.0%に建しており、

領22年には37.2%と約4劃になると予測されている。

明 る く 活 力 あ る 組 高 能 会 を 集 く た め 、 生 選 を 能 で 生 き が い を 持 つ て 社 会 活 動

it参加できる体制一i く り や、要介a状i豊itな,ても住み信れた地域で配・介a等

の サ ー ビ ス を 受 け ら れ るmづ く り 、mで支え合う体制づくりを推進する。

このため、「いばらき高解者プラン21」に基,・き、積極的に各a高開 祉施策

の展開を国る。

e0者の生きがい対策のM)

〇 明るい長寿社会,・く り 推 進a構の体制強化を國り、1果民が一体となって高能

の生きがいと健農づくりを推進する。

② 高 開 の 自 主 的 な 解 動 な ど の 支 最 に 努 め る 。

③ 高 能 の 学 習 の 設 及 び 三 世 代 の 集 い な ど 、 世 代 間 の 交 流 設 の 配 を 國 る と

と も it、高1tt者の社会参加、生きがい一i くりの充実it努める。

〇 シ ル バ ー世代の活動の場とともに、相批サービスの推進を国る観点からも、老

人クラブ等の育成強化を國る。

n 福祉サービス業書it対してm ・指導を行う。

l・ 生 き が い 対 策 と と も に 、 地 域 内 の 相 互 配 能 が 構 で き る よ う 、 老 人 ク ラ
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プの育成強化を國る。

使室サービス体01〇 ll・充実)

(!) M 保 険 制 度 と のn・ 相 整 を 国 り な が ら 、 高 開 に 能 か つ 効 率 的 な M ・

配 ・ 福 祉 サ ー ビ ス を 解 す る 、 田 能 ケ ア シ ス テ ム な ど を 推 進 し 、 在

宅福祉サービスの充実と在宅介aの文選を強化する。

② M予防に効果のあるシルパーリハピリ体操の普及を行う指導士の養成ととも

に、市町村での取り組み整t化に向けた〇きかけと指導士の地ti活動支通に場める。

〇 高1tt者ができる限りMで生き生きとした生活が送れるよう、介護子防の推進

を 国 る と と も に 、 元 気 な 高 開 がmでm的 に 活 国 で き る 田aづ く り を 進 め

る o

〇 高1tt者が住み信れた地域で自立して基らし続けることができるよう、総合的な

支最を行う地t胞括支最センターのm田と機能の充実を国る。

⑤ 田ヶァシステムの構にあたり、管理榮選士・證日整l直師・作;l l演法士・

理学a法:11S の 地 域 配 セ ン タ ー へ の 配 置 及 び そ の 活 用 と と も i t 、 そ れ ら 専

門戦のmヶァ会01への前を便すよう市町村に0きかける。 また、社会相批法

人への法人税課税の回選を國る。

〇 介護保険制度のl書実な実施を国るため、県民への構・啓発を推進する。

(i) 前問着度の実施にあた,ては、配機関やIll宅介l重支最事業者等とのnを国

り、家族に対する総合的な在宅ケアの税を國る。

〇 硬 た き り 高 開 i t 対 す る 開 を 進 め る 。

〇 防間福i止理容に対する助成制度のll入拡大に向けて、市町村にIllきか11を行う。

〇 認知症高能の治基・ケア施設のmやマンパワーの専門的研修等、総合的な

3基l知症高1tt者対策を推進する。

Iii) 質 の 高 い ホ ー ム ヘ ル パ ーの養成を国る。能介aや生活通ま要最l基者のニー

ズ に 応 じ た 在 宅 サ ー ビ ス の 税 を 國 る た め に ll、専門aと し て 開a 倫理al
の向上を国る必要がある。

「 )  ホ ー ム ヘ ル パ ーの 現 解 を 充 実 す る 。

l可 まだ体力・気力・般力のある的職代の股を配する。

1111 般 限 地 開一レ バ ー 受 田 」 を 推 進 し 、 互 い i t 動 け 合 い 、 文 え 合 う 地

m会づくりを推進する。

〇 市町村における介i重サービスに格差が生じないよう支最策を器ずる。

〇 市国Ill'l lの介護認定書査会が公平かつ通に理営されるよう、人Illオの基成を図る。

〇 M保険制度の円滑な推進を国るため、介l重支最事門員(ケアマネジャー ) を

基 成 す る 。 田 専 門 員 の 指 導 ・ 動 言 等 を 行 う 主 田 専 門 員 の 基 成 、 介

配専門員の地域itおけるl支要体制の強化を国る。

〇 要 介 使 理 定 や 解 開u制度に関する始問題の改善を国り、M保険制度の充
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実に努める。

1111 財産や設の管理ができない高1tt者it対して、 日常生活自立文座i業などが活

用できるよう、制度の充実と広報に努める。

〇 高 能 新 の 防 解 を 推 進 す る 。

1111 県・市町l目等の公的施設(学l始む)の一部を開放し、地城ボランティアグルー

プ等との「地t摘i清ふ開ふれあい会」を設ける。

n 家に閉じこもりがちな高能などに対して、老人福祉センターや老人意いの

家、公民館等itおいて、日常動作ilnliaからa味 前 ( 生 き が い 活 動 ) な ど の 各

種 サ ー ビ ス を 解 す る 、 生 き が い デ イ サ ー ビ ス 事 業 を 推 進 す る 。

l可 町内会・目治会等で相互開能が発通できるよう地l自融t体制の税を國

る。高1tt者の配 や、日常生活itおける文選等、福祉サービスの基使的部

分は、町内会・自治会等、一番身近な近開団の活動に負うところが大きい。

01 認 知 症 高 能 、 特 に 開 高 能 に 対 す るmの 理 解 と 通 開 lを 税 す る 。

〇 高1tt者が安心して生活できる居住理境・まち一i くりを進める。

「 )  ヶァ付き住宅や子青てmの向上にも寄与する三世代住宅等の建設を田す

る た め 、 融 資 等 を 税 す る 。

l? 介ii対応のため増構・改造を文選する。

01 平成23年10月にいばらき身障者等用関利用配制度が導入されたが、

開に よ る身降者等用開の不通切な利用事例が報告されていることから、

適 正 利 用 i t つ い て 免 許 更 新 時 や 自 動 開 、 地 青 な ど で 周 知 能 を 国 る 。

目 解 や 解 能 に 対 す る 素 能 設 置 や 早 期 発 見 シ ス テ ム のmを造める。

(家族あるいlま貴任者が希望する場合)

的 3基l知症が原因で開し、身元不明のまま施設it開される高1tt者が相次ぐ間

題で、理知ii置の人とその通をmで支えるmづ く り の 一 環 と し て 、 開 高

ll清等の早期発見・保i重 に 向 け た 全 県 的 な ネ ッ ト ワ ー ク を 税 す る と と も に 、

離でもなれる3基l知症サポーターの基成を県田として展開する。

o青児・介豊休業法など介豊休業制度について、市町村や企業に対し普及・啓

発を國る。

o高1tt者を対itとする福ilk施策itは、行開器として理解し 一iらいカナ文字が

多く使用されているので、分かりやすい日本文字にすべきである。

cl 保健・配・福祉等の関係換関をllじ め 、 能 や 企 業 な ど も 合 め た 田 l

を整備し、ill知症高1tt者の早期発見'P文選体制一i くりを推進する。̃ 茨城型地t胞括ケアシステムの開に向けて、養成された理知ii置サポーター

のll的な活動を後押しするための体制,・くりを推進し、活国の場の拡大を國

る o

l国) 在 宅 M を 行 う 前 へ のmをmす る 。
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@ 今 後 の 福 解 ll能 づ く り の 能 が 必 要 。  介i重予防・日常生活m合 設

を使いやすい仕組みitす る こ と が フ レ イ ル 子 防 it集が る 。 さ ら it本事業の場がシ

ル パ ー リ ハ ピ リ 体 操 な ど とnす る こ と で 、 よ 1りt i ; i-i くりに有効な場となる。

現在の状混でll、 通 を 受 け る 方 が 認 定 を 受 け て 本 設 の 利 用 に 至 る ま で ケ ア プ

ラン作成など時間と手間がかかりすぎるので、サービスを利用しゃすくし、フレ

イル対象者を取り込,l要介l重状想になりにくい社会づくりを推進する。

llln介f体tl の Ma)

介31保険制度のもとで、充実した施設サービスが受けられるようにするためには、

要介l度者のMを受け持つこととなる介l度老人保a施設、特別設老人ホーム等の

施設整備を配するとともに、必要なマンパワーの基成確保を國る必要がある。

(i) 介Ia老人保健施設の聞配を国る。

各 高 開 批 日 内 で の 設 置 市 町 村 の 備 在 や 、 入 所 者 の 通 簡 が 思 う よ う に 進

んでいないという課題も残されているため、「いばらき高 能 プ ラ ン 2 1 」 に 基,・
き、地域,-:'' it印 し た 聞 を 国 る 。

「 )  将来的には、未設置市町村を解消することが必要であるが、当面、特にM

老人保e施設が立地していない市町村及び田に対して、介a老人保e施設に

関する制度の周知や通な利用の啓発を国る。

l' 入 所 者 の 通 簡 を 田 す る た め 、 施 設 に お け る リ ハ ピ リ テ ー シ・ンを充実

さ せ る と と も に 、 訪 間 リ ハ ピ リ テ ー シ・ン 等 の 在 宅 サ ー ビ ス の 利 用 配 を 國 る

ため広報・啓発it努める。

② 特 別 設 老 人 ホ ー ム を 增 設 す る と と も に 、 在 宅 相 批 サ ー ビ ス の filL点として、デ

イ サ ー ビ ス セ ン タ ー ( 通 所 介a 及びシ・一 ト ス デ イ (短期入所生活介a 専用

ベ ッ ド な ど を 器 設 し た 施 設 の 聞 老j=:一ム。aを国る。「 )  設 老 人 ホ ー ム 及 び 特 別 設 老 人 ホ ー ム の 老 朽 対 策 を 田 す る 。

l可 入 所 者 の 新 の 向 上 を 國 る た め 、 屠 ヨ の 個 ヨ 化 ・ ユ ニ ッ ト ケ ア 化 を 推 進

す る と と も it、低所得者it融tした多能の聞'P低所得者の利用m制度

の充実を国る。

③ 解床の再l日成に伴い、介ii医基院や介a老人保e施設など受け皿となる施

設 の 聞 配 を 国 る 。

集 〇 M M の 負 担IE演 やa場定着を国るため、介l重支最用ロボット機器導入のた

めの予算配の拡売を國る。

(ii) 介護子防のii点から、m老人ホームのm補動と老Ill対策を国る。

l重) 高 開 が 安 心 し て 生 活 で き る サ ー ビ ス 付 き 高 開 向 け 住 宅 や 三 世 代 住 宅 の 設

を 國 る 。
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(3) 生活置'置病対Hの通

lie 本県の死亡原因のl]1位は、 第1位はがんであり、 第2位が心漢患、 第 4 位 が!前 I

開 患 で あ る 。  これらの生活習値病対策ll、 願 配 の 重 簡 で あ り 、  日常生活

を通しての発生子防、早期発見、及び早期治aが重要である。このため、子防・検

e・治療の一iした体制の整備に全力を学げる。また、「健康いばらき21プラン」

及び「iitia果総合がん対装性進計画」に基,・き 、 生 開 開 予 防 を llじめとする健

農づくり対策に取り組む一方、「表城県限寿日本一を日指す条例」に基づき県

の施策を明確にして推進するとともに、がんm推進条例Cat城県がんmを推進

し、がんと向き合うための1果民8船 ll例) に基,・き着実ながん対策の取り組みを機

合的it推進する。

(!) がん対策の推進を国る。

? 科学的根it1に基,・いたがんに関する正しい知識の普及と生活習償の改善等に

よるがん子防対策を推進する。

o子ども通が、がんの予防や早期発見につながる習慣を身にっけ、がん患者に

対する正しい認識がもてるよう発通et階に応じたがん教育を推進する。

l・ がんの早期発見・早期治aの た め 、 民 間 企 業 ・ 団 体 と 配 し て 開 診 率 の

向上に取り組むとともに、開度の向上を国る。特に、コロナ相において受

流え等により低下した受診率を回復させるため、受診率向上の]Ill組みを改め

て強化する。

oがんの早期発見、早期治藤につなげるため、市町村が実施する受eしゃすい

検開i,・く り の通を行う。

t, ,,l がん展a体 制 の 聞 、選和ヶァの推進等itよ り 、 が ん展a体制一i くりを推進

する。

o が ん 田 院 を 申 心 と し て 、 が ん 田 lのmに 努 め る と と

もit、手tt演法・ i始Ill演法・化学a法の治a体制の充実を国る。

o患者の能的・精神的書常等をa和するため、がんとe新された時からa和

ケアを切れ日なく解するため、量和ケアの普及書発及び施設・在宅量和ケ

アの推進を国る。

目 がんe,療通111lililL点病院の相般支最センターを法として、がんに関する情報提

供・相m開 lの 税 を 國 る 。

o が ん の 息 者 ・ 益 へ の ピ ア サ ポ ー ト の 能 や 息 者 サ ロ ン の 配 等 に よ り 患 者 ・

通 を ill[立さ世ない全県的な患者支最の田aづくりに努める。

oがん患者の解に関する課題の極や関係換関への〇きかけにより、〇く世

代のがん息者の就労文理体制を構集する。また、国が策定した数場itおけ

る治法と仕事の1111立支l最のためのがイドラインの内容を踏まえながら、企業
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における治基と仕事の両立のための]Ill組を推進する。

0 1組aがん (余命6ヵ月以内)と護,新され、住み信れた自宅で最期の時間を過

ごしたいと望むがん豊者の在宅療養の支Iaに取り組む。 (来期がんは厚生労

〇省の「特定16 1度病」に指定されており、 4 0 111以 上 l 描 間 介i重サービス

の 自 設 担 が 1 割 と な , て い る 。 )

cl 思春期から着年成人の年代を指す「JeYi世 代 」 の t 要 な テ ー マ で あ る 静

性 温 新 法 の 理 解 を 操 め る ]Ill組 を 進 め る と と も に 、 體 性 温 新 法 を 希 望 す

る人が、必要な配を受けられる環境を聞する。

oがんによる手術により 19等の残る人が、入構の際に気に世ず楽しめるm
を 整 え る た め 、 関 係 設 者 や1果民の理解 Ill追 に ll的に取り組み、がんとの

共生社会の実現を目指す。

m 受e率 が 低 い 女 性 の が ん 開e率の向上に取り組む。

女性のがん検診の受き率向上のため、女性の =一ズを踏まえつつ、市町村や

開 関 等 と 配 し 、 実 効 性 の あ る 能 の 前 を 進 め る 。

② 糖最器模Ia等対策の推進を国る。

心 能 や 腦 卒 申 な ど の 情 開 患 、 糖 願 、 肝 期 患 、 書 期 患 等 の 発 症 予 防 及 び

早 期 発 見 ・ 早 期 田 を 図 る た め 、 能m・特定保健指導を推造する。また、

日常生構慣の改書を具体的に指導して疾病の発生防止を国る。

n 特定健康議1査・特定保健指導の受診率等の向上に努める。

l・ 橋 解 子 田 を 実 施 し 、 新 の 子 防 を 国 る 。

01 は 康 教 青 ・ 能 相 解 を 充 実 し 、 聞 の 啓 発 ・ 普 及 を 国 る 。

目 人工通析に移行しないよう糖願予防対策を推進する。

〇 関係換関と配し、糖尿病等生活習tl病子備辞it対する効果的な保健指導の被

Eを国る。

④ 1果民の生選を通じた営と口建の能づくりを推進する。

n 「表城県営と口座の健農づくり9020・a理推進条例」等に基づき、a020・

64241国0(8011;で20本以_]二の置を保つこと及びll裁で24本以上の歯を保つこと)

を推進する。

l? むしaのない子どもを増やすため、むし量 f 防it科学的mの あ る フ ッ 化 物

洗口を実施する施設等の增加を国るとともにm的に実施できるよう効果的な

普及に努める。

t, ,,l aと口鹿の健農づくりのさらなる推進のため、行政it從事する開生士の

確保を国る。

? 口建ケアや定期的な 題l!i使趙tの受診について普及書発を行う。

(ii) 大学と連a9 し 、 M づ く り の た め の 調 査 研 究 を 行 う と と も に 、 M の 提 供 、

県 民 へ の 関 青 ・ 配 な ど を 行 い 、 能 づ く り を 推 進 す る 。
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@ 1 果 民 の 聞 育 、  健 康 増 進 な ど 市 町 村 の 行 う 能 づ く り 体 制 の 通 を 税 す る

と と も it、?師・管理栄i士・a科行生士など健農づくりit換わるa員の田

向上を国る。

〇 関係団体と性力し、健康a座 や 健 康 相 識 等 の 生 開 開 予 防 の た め の 設 を 種

極的it実施する。

生活習慣病等予防のため、 i t事を中心とした各人の?づくりを支最するため

の 田 識 構 び 外 食 産 業 に 対 す る 減 E 対 策 等 を 配 す る 田 を 行 う 。

〇 ぁらゅる世代が健全な会生活を自ら設できるよう会青を推進する。

〇 能 づ く り のmや特定ee,を受eし た 県 民 に ポ イ ン ト を 付 与 す る 事 業 を 建

し て 、 開 の 解 や 配 の 抑 制 を 國 る 。

lilt 栄i指導業書を効果的it推進するため、管理栄i士の更なる置9向上を国ると

ともに、港在管理栄養士発掘(再教青)に向けた必要な取組を推進する。

(4) lit書 者Elli;の 癌

前 の あ る 人 がmで安心してiら世るよう、  M ・ 配 ・ 相 批 ・ 教 青 ・ 産 業 労

〇 等 が 聞 し て 、  開 者 施 策 の 推 進 と 開 祉 サ ー ビ ス の 開1mに努める必要が

あ る o

このため、「新いばらき障書者プラン」に基づき、t章書者施策の推進と障書福祉

サ ー ビ ス の 開1mを 一 体 的 に 進 め 、 解 の 展 開 を 國 る 。

また、「能者差別解消法」及び平成27年4月it施 行 し た 「 能 の あ る 人 も な い 人

も共に歩a幸 世 に i ら す た め の 茨 限 づ く り 条 例 」 に 基 づ き 、 前 者 に 対 す る 差 別

の解消のための諸構を推進する。

(i) 能 指 合 通 法 施 行 i t 伴 う 能 能 祉 サ ー ビ ス の 利 用 者 負 担 の 独 自 8 構 の

導入を国る。

② 開 者 がmで目立して生活できるようグループホームのmや 、 在 宅 の 開

者 等 を 対 i t と し た 居 宅 用 や 重 度 前 間 介 護 等 の 前 間 系 開 祉 サ ー ビ ス の 流 、

農業や林業などを通じた田等の日中活動の開の整備を総合的に推造する。

③ 開者の目立に向けて、県や市町村の施設において外部委託している業務にお

け る 能 者 の 配 を 配 し 、 提 のmと 配 の 流 を 国 る 。

〇 前 者 に 対 す る デ ジ タ ル デ パ イ ド ( 情 報 格 差 ) の 是 正 対 策 を 進 め る 。

n 点 訳 パ ソ コ ン 設 や 申 途 失 明 者 の 田 活 訓 開 の 実 施 、 手 話 通 訳 者 ・ 要

約筆記者の基成・0itiil な ど M ・ 購 宣 能 能 を 進 め る 。

l' 視j部l;l書者相l止センター ・点字国書館について利用者ニーズの変化や情報機

器の普及など、施設を取り'ttlく社会環境が大きく変化していることなどから、

換能の充実を前する。

l,,,l 障書者のパソコン活用を総合的かつ一体的に支選するために、「障書者I T
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サ ポ ー ト セ ン タ ー 」  で実施する前による利用相識、 パ ソ コ ン ボ ラ ン テ ィ ア の

Oiti9事業等を推進する。

目 構 用 を コ ピ ー 感 覚 で 印 座 に 点mに 印 刷 で き る 点 択 コ ピ ーの配置を国

る o

(ii) 能 者 の 前 増 強 と 明 る い 観 調 精 神 を 基 う た め 、 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン

等の答種ti,i会を開催する。

@ 開 者 の ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン及び文化活動が日常的に安定して行われ

るよう、総合的な文ll体制の整備充実を国る。

茨域県手lきi海の普及の個進に関する条例を始まえ「』i用f障書者レクリェ ー シ・
ン事;建1について、手話通訳者の配置に係る予算の計上を検討する。

〇 電 動 章 持 i ' の 解 を 選 和 す る な ど 、 重 必 開 田 の 推 進 を 国 る 。

〇 グ ル ー プ ホ ー ム 等 の 施mを 田 し 、 前 者 のm活や自立を支最する。

ま た 、 構 能 に 適 合 し な い 新 化 し た 施 設 の 改 集 や 入 所 施 設 に 対 す る ス プ リ ン

ク ラ ー の 聞 を 進 め 、 入 所 者 の 經 を 国 る と と も i t 、 必 要 な 財 配 を 講 じ る 。

〇 量 正 会 出 念 茨 開 批 配 セ ン タ ーの通営については、利用者やその田指の

信 頼 に 応 え ら れ る よ う 、 引 き 競 き 県 が 関 与 ・ 通 を 行 う 。

lilt 心身に能のある児童の日常生活自立のため、児童発選支援't'放操後等デイサー

ビスなどによる、基本的な動作の指導、知開の付与、集団生活への前前l練

等 の 通 を 行 う 。

lt1) E書者が製作した物品を広く県民に販売するため、「福祉の店事業」を推造す

る o

〇 重度の度体不目由者の介ii'P外出時の移動の介i重を行う「重度訪間介i重従事者

m」 事 業 を 流 す る 。

〇 f章書者の自立を支最し、一人〇とりが必要に応じたサービスを受けられるよう、

相設支最専門員の配置、また、開者がm活で抱えるmのための関係

換関itよる市町村自立文量観a会の;ll営充実を国る。

集 〇 配 的 ケ ア 児 ・ 者 及 び そ の 通 の 相 批 の 向 上 を 国 る た め 、 配 機 関 に よ る 配

型短期入所事;建の推進、配的ケア前センターの設置、保育所等での受入体

制の充実を国る。

【新Ia】 〇 前児へ理定されないが特別なmが必要な子どもについては、現状のM配

置基準による保育所の保育士や認定こども目の教論等でll対応できないため、保

青 士 や 開 を 加 配 す る 新 た な 財 配 等 を 前 す る 。

〇 理知ii置高開・知的前者・精神前者など、自己決定能力が低下している者

の組利を基i重し、 目立した生活が送れるよう、 日常生活目立支最事;建の推進を國

る o

〇 前 者 の 白 立 し た 生 活 を サ ポ ー ト す る 補mの 前 をmす る 。 ま た 、 能 障
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害者への官導大の始付について、 本県でll領 5 年 7 月 か ら 、  構 開 2 設 の 人

itも対itを拡大したが、地域社会では、盲導大への理解が一操通しているとは

言い難いことから、 ま ず は 公 構 関 や 商 業 施 設 な ど の 受 け 入 れmのmを

合 め た 官 導 大 の 普 及 配 を 國 っ て い く こ と が 必 要 で あ る 。

1111 提能i t関する理解・啓発を推進するとともi t、生経 一l9した文ll体制の充

実を国る。

提 開の統に操わる医師の確保・基成に努めるなど、 提 開を早期に発

見し、文選が必要な子どもを?新it集げる体制一i くりを推進する。

〇 前 者 に 対 す る 解 の 防mを推進する。

〇 111善時に障能m等 を 利 用 し て い る 開 者 (児)の安全を確保する。 また、

mが必要とな,た場合の選難:11111出 難 所 itおいて能者が困らないための施

策を推進する。

Ia) 開者施設の利用者が生きがいをもって〇けるよう、共同受発注センターの体

制を強化する等、能前設の受注換会の拡大と コ量水準の向上を国る。また、

開 が 比 較 前 高 い 開 の 推 造 、 中 で も 、 開mの推進を国るためマッ

チングや情報発信を強化する。

〇 能 者 流 解 か ら の 物 品 等 の11先調建itついて、市町村it対し、開

の取組を周知することにより、更なる推進に努める。

② 開 の 重 度 化 、 高e化、線亡き後を見把え、開者の生活をm前 で 支 え る

ことのできる地城生活文理ll点を表域型地域包括ヶァシステムとも配のうえ、

県内各地にmし、適切な支最やサービスの提供、充実を国る。

の 知 的 開 、 精 神 開 、 知 的 と 精 神 の 配 開 者 が 入 院 加 基 等 を 必 要 と す る 時 に

対応可能な配換関体制の聞を国る。

@ 心身障書者(児)の曲科e開 を 強 化 す る た め 、 解 の 充 実 や 医 療a器購入の

動成制度創設などにより、県内で心身障善者(児)に対応できるかかりっけ題科診

ま所の増加を目指す。

@ 能 前 者 向 けi話リレーサービスについて、関係団体の営力を得て周知を国

る な ど 、 利 用 配 に 向 け た ]Ill組を進める。

〇 民間事業者の能者差別解消法it基一i く合理的aの理it関する費用it対し

て、市町村の動成制度の制定を田する。

@ 開 者 に 関 す る 構 や 施 設 等 のmにおける委員会やt8a会 な ど の 場 へ の 開

当事者の参画を推進する。

@ t度前問Mでは就労中の支最は恩められていないことから、市町村において

「Ia用施策との聞に よ る 重 度tot者者等歡對支通特別事ia1 がm活通 設

の中で行われるよう0きかけるなど、就労中の文選を 配 す る 。

〇 県は県手能言i書の普及のmに関するmuで、手話の普及等に関する総合的な
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施策を:業定し、実施することが求められている。 このため、今後ll、手話言語な

どの普及路発と人 Itオ青成、文量i業 it加え、難境児の?a青・文選 と し て 、 能

から教青に至る切れ日のない支最体制の開に向け、開の解消や推mな ど

の検討を進める。

5)精糖保健の充実

精 神 開 構 に つ い て ll、 各ライフステージに応じた発症の予防、 早期発見及

び早期治a、並びit社会a帰対策を推進するとともit、在宅の精神能者が地域の

中で安心してiら世る基雄づくりを推進する。

〇 精 神 開 者 が 社 会 生 活 を 送 る た め に 、 生 活 通 開 lをmにおいて確立してい

く た め の 構 の 充 実 を 国 る と と も i t 、 精 神 開 祉 セ ン タ ー や 、 地 域mの基

本 指 針 に 定 め ら れ て い る 解 開 の 事 門 的 、 技 術 的fi l L 点 と し て の 開 に お け

るm神 開 祉 活 動 の 税 を 國 る 。

(2) 精神開祉センター'P保健所等itおける思春期精神保健対策、 ア ル コ ー ル 表

患対策を進める。また、業物書L用防止に関する正しい知験の普及に努めるととも

に 、 社 会 解 や 税 防 止 の た め の 施 策 を 進 め る 。

〇 前 能 に 対 し て は 、 い ま だ 開 と 備 秘 強 く 、 そ の 解 消 が 重 要 な 田 で あ る 。

こ の た め 、 心 の 能 づ く り に 関 す る 知 験 や 解 與a ・精神前者に対する正しい

知識の書発・広報をするため、mの 推 地 ・ 団 体 や 精 神 願 ボ ラ ン テ ィ ア の

青成を図る。また、家族への文最や、 高?tの造んでいる地域家tii会及び(一社)

茨城県精神保a相l止会連合会など各種団体の活動を支最する。

④ 精神願院からの退院に対する不安等の理由で社会的入院をしている精神開

者 i t 対 し 、 精 神 科 配 換 関 、 相 田 数 者 、 市 町 村 な ど 関 係 換 関 が 配 し た 文

最ができる体制づくりに努める。

⑤ 訪間着ii' P 精 神 科 デ イ ケ ア の 税 と と も に 、 県 立 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー な ど の

f il を略まえた構の充実を国る。

l重) 病 状 の 割 M t ど 能 に 入 院 が 必 要 に な , た 在 宅 の 精 神 前 者 に 対 し て 、 配 な

配 が 解 で き る 精 神 科 能 配 シ ス テ ム の 税 強 化 を 國 る 。

〇 入 能 指 のa基 開 や 屋a從 事 者 の 開 i t 関 し て 、 前 な 環 境 の 確 保

を国るなどの配施設の近代化を推進するため、補動制度による支最を国る。

〇 配 良 者 の た め の 専 門 病 械 や デ イ ケ ア 施 設 の 整 解 を 追 め る と と も に 、 市 開 ・

数 能 配 セ ン タ ー を 中 心 と し た 、 地 域 の ネ ッ ト ワ ー ク の 確 立 を 国 る 。

〇 田 思 前 事 門 病 被 の 充 実 を 国 る と と も に 、 田 思 前 特 有 の 心 の 病 に 対 応 す

る た め 、 配 換 関 ・ 児i相 識 所 ・ 精 神 開 祉 セ ン タ ー ・保健所・教育換関など

関 係 換 関 の ネ ッ ト ワ ー ク ーi くりを推進する。

〇 県 立 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー は 、m料 通 や 田 ・ 思 前 配 な ど の 事 P i 的 基
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幹 病 院 と し て の 役 割 の 税 を 國 る 。

lt1) 県及び市町村等は社会的不利の解消it向け、精神能を理由とする資格や利用

の制限の院止並び公共施設等の利用料のll等に努める。

〇 目 般 対 繼i本法に基,・き、関係換関との? 強化を國るなど、実効性のある目

投防止対策を推進する。

県が心の問題全般について相般できる法口として設置する「こころのホットラ

イ ン 」 を 始 め と す る 相m開 lの 税 強 化 を 國 り 、  目 開 者 な ど の 目 設 ハ イ

リスク者への対応itも取り組むととも it、 悩 み を組える方it気一iき、必要な文選

に つ な げ る ダ ー ト キ ー パ ーの 役 劃 が t 要 な こ と か ら 、 県 民 能 も が ダ ー ト キ ー パ ー

となることを日指す施策を進める。

ital 引 き こ も り 者 の 社 会 参 加 を 配 す る た め 、 ひ き こ も り 相 田 セ ン タ ー 、 M

構を中心に、市町村や民間の支最団体等とn営力し、多様な社会簡の方策

や通施を描示できるよう、引きこもり対策に取り組む。

〇 精 神 能 者 の 地 域 移 行 を 配 す る た め 、  ピアサポーターを活用した文ll体制の

拡充を国る。

〇 精神開者のマル福適用範囲の拡大についてll、 M の 事 例 も 解 に し つ つ 、

前 す る 。

6) 難病・感集症など特殊表病対策の充実

(i) 統 息 者 のa基 開 の 改 善 を 国 る た め 、  mの 公 費 負 担 を は じ め と し た 統

対策を推進する。

② 統 患 者 ・ 家 族 の 日 常 に お け る 相 識 ・ 通 、 m流活動のmび 田

な ど が 円 滑 i t 行 わ れ る よ う 、 統 相 田 セ ン タ ー 事 業 を 推 進 す る 。

③ 能 法 及 び 茨 城 県 感t国i置予防計画に基づき Ia染f置予防対策の充実を国る。特

に 新 開 生 時 に 通 か つ 的 確 に 対 応 で き る よ う 、 対 応 手 順 の 明 確 化 や 関 係

換関との連携体制の強化it努める。

〇 法に能されている予構については市町村の財政基雄や個人の経済状1見i二

よる格差が生じることのないよう、国に対し、必要な財源の確保を〇きかける。

(ii) 肝設や肝がんi tつながるB型・C野炎ウイルス感染者の早期発見・治aを

国るため、肝炎ウイルス検査の受検機会を拡大し、県民に対して肝炎検査の受e
を推進する。

〇 エイズ流 の拡大を防ぐとともit、不安や心配のある人が安心して相31

や llが受けられるよう、相般・検査体制の充実を国る。

〇 医 師 ・ 着 重 師 等 へ の エ イ ズ 解 の 地 や 、 配 換 関 相 互 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 を 國

るなど、 ll点病院等を中心としたェイ ;1格Ia体制の充実を国る。

〇 Ii i管出血性大l l島菌能等の発生とまん延を予防するため、食品管生・能
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対 策 の 聞 を 國 る 。

(11) ハンセン病it関する正しい知識の普及啓発を進め、差別や偏見の解消を国る。

〇 開 パ ン ク 及 び ア イ パ ン ク の 登 録 者 拡 大 を 国 る と と も に 、 青 前 団 の 実 施 す る

書不全対策を通する。

lt1) 円滑な験解植のための体制整備を進める。

?) 解 ・a器 移1fiに対する理解とともに、 M器提供意思表示カードの普及や、

運能許証・健康保験証・マイナン,f 一 カ ー ド の 開 意 展 義 示・へのiii入

率向上を国るための啓発を進める。

l' 移値配の推進には、病院例の移値配に対する操い理解の下、病院の体制

mが 重 要 で あ る こ と か ら 、 病 院 へ の 解 を 行 う と と も に 、 配 者 を 対 象

と し た 設 的 な leltlif会を開値するなど、病院の体制整備の動換づけitつながる

取り組aを推進する。

1rt 白 血 病 な ど の 構 に 前 な ・日, 国 對 重 を 解 し す る た め 、 開 の開 ( ド ナ ー )

が移植手tiiit観力して入院や通院をした場合it文leiするドナー動成制度の上限

額引き上げを国り、開者の演少につなげる。

(7) M ・ 医 表 ・:Eiitの一元的な推進体制の癌

県民が安心して日常生活を送るためには、 M ・ 配 ・ 相 批 のnが特にt要で

あ り 、 関 係 換 関 相 互 の 聞 と一ヒを國ることが期待される。

(i) n配計画を推進し、地域の保健屋a体制の確立を国る。また、地域配構

想の中に示されている施策の方向性の実現に向け、地ti医療構想M会01におい

て性aを行う。

(2) 表域型地域包括ヶァシステムの推進を国る。

n 高 開 一 碑l書者や児童など要選a者 が 能 やmで安心して生活できるよう、

保健・配・福祉の関係者がチームを組んで効率的・総合的なm宅 サ ー ビ

スを解する、表域型地域包括ヶァシステムを介護保険制度等との配・調整

を国りながら進める。

l可 m解 の 參 加 ・ 性 力 を 促 し 、 田 能 ケ ア シ ス テ ム の 税 強 化 を

国る。

o配機関に対し、茨城型地t胞括ケアシステムの支最要llを 行 う と と も に 、

在 宅 に 解 す る 入 開a者の退院m (Ei者の同意を得て)提供体制,・く り を

国る。

o 市 町 村 の サ ー ビ ス M 会 01や在宅ケアチームの中に、mの医療従事者が参

加するよう指導・動言を行う。

o配 や福祉の資源が不足する地域itおいては、近ll,市 町 村 と の 配 を 国 り 、

茨 田 能 ケ ア シ ス テ ム のmを進める。
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o施設や在宅経の場で、 適 切 に た ん の 囲 l や 開 な ど 特 定 の 配 的 ケ ア

を 行 う こ と が で き る 介 護a員等の基成を円滑i t推進し、配者が安心して

生 活 で き る よ う に す る 。

③ ii灸マッサージ師・業道整復師等の社会8加事;建を促す。また、高0清 や 身 体

能 者 i t 対 す るa条マッサージ施術費動成制度の創設を前する。

〇 国民能保険財政の安定的通営と被保険者の負担IE演を国るため、県の財政支

量 を 税 さ せ る と と も に 、 適 切 な 国 関 構 を 国 に 要 望 す る 。

(ii) n配関係団体合同での健農づくりフュスティパルなどの社会活動を推進す

る o

@ 福 祉 と 配 の 聞 の 役 割 を 担 う 訪 間 着 i重 ス テ ー ジ・ンの育成強化を國るととも

i t 、 配 の 拡 大 を 進 め る 。

「 )  前 問 看 度 ス テ ー ジ・ンの開設を便すため、経費の補動をする。

l可 訪間着 i重を担う人材の確保・育成を國るため、配換関等への通を行う。

〇 配施設・福tif施設・在宅を通した総合的なリハビリテーション提修t体制の確

立を国る。

? 県立展量lie付属病院を法とした、医学的リハピリテーシ・ンの? ができ

る 配 施 設 の 聞 、 及 び 地 域 ( 在 宅 ) で リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン が 受 け ら れ る 体 制

のmを 田 す る 。

l可 災 害 時 に お け る リ ハ ピ リ テ ー シ・ン通活動を円滑に実施するため、 リ ハ ビ

リ テ ー シ ョ ン 専 門aの0iti量体制を聞する。

01 高it社会化に伴,て高まる県民のリハピリテーシ・ン 配 の 需 要 に 応 え る た

め、県立展量lie及び付属病院ll、ll数や予算ll成等での目主性が確保され

大学の自律的な通営が期待できる公立大学法人化の前などitより換能強化を

国る。

〇 市m会福i止性a会の基盤の強化を國る。

(11) 地域住民の自主的参加itよる、地域ボランティア活動を推進する。

「 )  mボランティア活動を支最し、グループの青成独化を国る。

l可 mボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー や 市m会福i止性a会 を 申 心 に 、 ボ ラ ン テ ィ

ア グ ル ー プ の ネ ッ ト ワ ー ク や 人 材 パ ン ク を 聞 す る 。

01 意機啓発やボランティア保険の加入等、ボランティア活動に前しゃすい通

境づくりを進める。

t::i ボ ラ ン テ ィ ア グ ル ー プ の 田 の 向 上 を 図 る た め 、 指流mの実施とと も に 、

ネ ッ ト ワ ー ク づ く り を 国 る 。

X 〇 民生委員・児i番員ll、日頃からmに密着した活動を幅広く行っており、地

開祉の推進、向上it欠くことのできない存在であることから、活動の充実を国

るとともに、新たな担い手の確保に取り組む。
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X o民生委員の負担軽減や、 担い手不足の解消などに一定程度寄与するものと考え

られる長限の民生観力委員制度のような事例を0考it、民生委員が活動しゃ

すいmを 進 め る と と も に 、 活 動 の 充 実 を 国 る た め 、 地 解 営 や 県 聞

性の活動に動成する。

【新a】 o地委員の高前ヒが進んでおり、新たな担い手の確保は取の開であるため、

市町村や関係団体とnを書にしながら、着い世代を含む幅広い世代へ参画を

呼びかける。

1111) 地城住民参加による互動組i3tとして、「有償による在宅福祉サービス」を推進

独化するため、時間foEtiモ制度の普及を国る。

〇 と も に 支 え 合 う 福mの 前 と 、 m田の福祉活動への主体的な參加促通

を 国 る 福 祉 コ ミ ュ,テ ィ ーi くりを推進する。

〇 成年後見制度の利用が有効と理められる理知ii置高開・知的前者・精神開

者などの適切な財産管理等を通するため、成年後見制度の普及書発を國るとと

もit、成年後見制度利用文選期i,の 活 用 を 配 す る 。

「 )  成年後見制度の円滑な支最を行うには、市町村の営力が不可欠であり、担当

する社会福i止士等との線密な聞・性力の推進を國る。

l・ 成年後見制度が身近で利用しゃすいものitなるよう、市町村itおける地理

携 ネ ッ ト ワ ー ク 及 び 中m関のm等を推進する。

〇 総合福i止会館の換能の統強化を國る。

n 地 開 祉 の 構 ・ 活 動 ・ 情 報 ・ サ ー ビ ス 等 の 発 信ll点としての換能の充実を

国る。

〇 福祉マンパワー対策を強化する。

n 福i止人材センターの換能を強化し、福祉・介護の仕事を知るためのインター

ンシップの機会提供、離0t者防止及び再就業支最の取組の充実を国るほか、 シ

ニア属や外国人等の多激な人材が參入しやすいmづくりを行うなど、福祉マ

ン パ ワ ー の 基 成 確 開 を 推 進 す る 。

l' M相批士・社会相批士修学1日l金貸与制度の活用を国る。

〇 民間社会福i止施設のm配 を 國 る 。

m 設it着護師を必置するなど換能充実を国る。

〇 県立社会相m設等のl ljj一進、;=を国る。n 県立福i止施設の計画的mを進める。

l・ 児重相設所等、県立相設換関の換能充実・相i離制の強化を国る。

〇 相批団体の青成独化を国る。

n 戰没者it族等が組aするm団体への動成を行い活動の配を國る。

l・ 民間の社会福祉関係諸団体の実情it応じ、きめ細やかな指導・青成・ 翻 1 を

行い、民間の相祉活動を推進強化する。
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01 ll身 開 者 を 持 つ 父 地 の 税 と 意 識 の 高 科 を 國 る 。

? 母IF動i福祉団体it対する文選の充実を国る。

〇 民間・企業等における相性関連事業の青成を国る。

多様化し增加する高能の構=一ズに対応し、かつ効果的・良質的な構サー

ビスをmするためitは、公的it加え、民間の活用が必要とな,てくる。また、

高能の自立田と介性者の:e連ila激を國る報点から、A I や I  o T、介段ロボッ

トなど介重支最a器や福田具などの活用を推進し、それらの開発・提修tを行う

企業を青成する。

「 )  民間事業者の参入を田する。

l可 介重支最a器 や 福 田 具 な ど の 研 究 開 発 と 普 及 の 配 を 國 る 。

t, ,,l 開祉 サ ー ビ ス開 、民間・企業の青成を国る。

目 企業前の高i清対策の推進を国る。

的 一船とIll 農の福祉に対する理解・認識を操める。̃ 介 護 体 業 及 び ボ ラ ン テ ィ ア 体Ia制度の普及itついて指導・啓発を行う。

〇 生活田の実施機関における1tll行体制の確保と自立支最プログラムの推進及び

ハ ロ ー ワ ー ク 等 と の 聞 強 化 等 に よ り 目 立 配 を 國 る 。

〇 生 活 開 の 不m防止対策を推進するため、関係換関との配強化を国る。

@ 宣困の世代間通を新ち切るため、生活困務者自立支最法に基づく子どもの学

習 ・ 生 活 通 設 な ど の 生 活 困 ll世 帯 の 子 ど も に 対 す る 通 内 容 の 税 を 國 る 。

〇 80代など高船itな,た組が、ひきこもる50代ら中年の子を拉えて困南する

「 8 0 5 0 問 題 」 が 前 l化しており、対策を早急に前する。

の ラ イ フ ラ イ ン を 止 め ら れ題死・ 1111立死した事件が全国で相次いでいるのを踏ま

え 、 関 係 換 関 と の 配 を 配 し て 、 高 開 の 見 守 り を 進 め 、 1111立 死 の 精 防

止を国る。

〇 解 ・ 住 宅 の 確 保 や 保 険 配 ・ 福 祉 サ ー ビ ス の 利 用 配 等 を 盛 り 込 ん だ 解

犯防止推進計画を策定する。

@ 聞 開 田 へ の 支 最 を 充 実 さ 世 る と と も に 、 聞 解 が

解 的 な 不 安 を 抱 え な が ら 目 立 す る こ と ll通 困 難 で あ る こ と か ら 、 激 々 な 悩 み

や間国it対し相設できる環境づくり等を進め、 自立を文選する体制を構集する。

〇 単 独 で 公 構 関 を 利 用 し て 移 動 す る こ と が 困 難 な 者 のm的な移動手段の

確 保 の た め 、 福 祉 有 償 造 設 者 を 通 す る 補 動 制 度 を 創 設 す る 。

〇 開 の 換 能 強 化 ( 人 員 増 l 独0 のため、n師資格を持つa員の確保を国る。

@ 設 防mの 要 で あ る 開 の 施mに つ い て は 、 施 設 の 老 朽 化 や 能

対応に加え、1果民の利便性及びllの通動にも留意し、計画的に早期のmを日

指す。

〇 住・-Iaれた地域で、白分らしいiらしを最後まで義けるためのt要な取り組あ
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で あ るm リ ハ ピ リ テ ー シ・ン の 推 進 に あ た っ て ll、現場の声をMきながら、理

業 前 の 介 護 子 防 へ の 活 用 や 、  リ ハ ビ リ 専 門aと の 配 を 進 め る 。

【新Ia】 〇 n独・ill [立対策推進法(令和6年4月施行)により、望まないn独・ill[立の状

総にある人々を間題の解消に導くことll、社会で活国する能な人材を生み出す

ことi tもつながることから、本県の活力をより一ll高めるためitも、当事者'Pそ

の 前 の 立 場 に 立 , た 田 を 推 進 す る 。

(8) 医 表 体 制 の 通

(!) 中央病院、 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー及びこども病院の県立3病院は、 県民への安

全・安心なmの た め の ll的 な 換 解 を 國 り な が ら 、 県 財 政 へ の 負 担 程

減を国るためit、抜本的なm善を推進する。

県立中央病院の救急センターの 機 能 を 充 実 さ 世 、 救 能 セ ン タ ー と し て の 位

置,・けを國る。同病院の将来像を明確にするとともに、施設の免量化による建て

書 え を 早 急 i t 前 す る 。

集 ② 常 数 田 ・ ひ た ち な か M 配 日 にmした常目l大営済生会病院に、小児救急

の 換 能 や 産 爲 人 科 の 田 lのほか、整形外科医の確保による開び入院受け

入れ体制を聞する。

③ 入期a者や医療従事者に良好な藤養・mの確保を国るための配施設や

mのmに対し動成する。

〇 配事故の?防止とともit、 開 と 安 心 で き る 体 制 一i くりのため、展aa員

の 解 な ど 充 実 を 国 る 。

⑤ 外国人在住者の医基対策事;建を実施する。

受診する際の情報を充実させるとともit、外国人屋a費末払金の補環制度の充

実を国る。

@ 配換能の分化 ・通操の推進を國る。

n 県取び屋師it対して、かかりっけ屋の普及・啓発を国る。

l' 医師会等に0きかけることにより、病e ・病病nをm的に推進する。

01 m配 通 院 の 拡 売 を 國 る 。

目 地域m 合 確 能 を 活 用 し 、 病 願 能 の 分 化 ・ 配 i t 資 す る 事 業 を

実施する。

m 急性期を臘した量者の受け皿となる回復期病床は、 2025年の必要病床数約

720()i;Rit対し、いまだit税があり、今後、円滑な受け入れit向けて、受け入

れ ; 態 3 の ハ ー ド ・ ソ フ ト 両 面 か ら よ り 一!i支最する。

〇 I C T や 5 G な ど の デ ジ タ ル 新 を 活 用 し た 通 隔 配 に 取 り 組 み 、 在 宅 配

供体制の充実・強化や配資源を健農管理など子防配it有効活用する。

〇 明業医の高e化やm者不在に伴いe法所が演る申、m配の担い手を確保
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するため、統所の第三者へのmを検討する県内の開業医と、 開業を希望する

全国の動書屋らを仲介する「屋業承離パンク」の開設を前する。

〇 人生の最期を迎えるや藤養が必要にな,た場合に、多くの人が在宅配を希望

し て い る こ と か ら 、 人 生 の 最 後 ま で 安 心 し て 基 ら し 競 け る こ と が で き る よ う 、 在

宅屋a体制の充実が前である。このため、各地域の取り組みや好事例を共有す

る会eを開使し、選Ill強化を国るなど、県全体の在宅医療提修t体制の充実を國る。

〇 議,解 国ill Ii、厚生労〇大臣が申央社会保険医基性a会のa論を踏まえ決定して

いるものであることから、医表・介護関係団体の状況を配した上で、人材e'サ ー

ビスの質を安定的に確保するために適切な配分となるよう国に要望する。

〇 着a現 場 に お け る ll的 な I  C T の 活 用 ( I  T 化 、 D X の 推 進 ) を 配 ・ 通

する。

( l lLEi体常lの通)

県民がいっでもどこでも十分な国資を受けられるよう、1次(初期)  ・ 2 次 ・ 3

次 の 流mi の 充 実 を 国 る と と も i t 、 流 配 の 普 及 ・ 啓 発 を 行 う 。 さ ら i t 、

災 書 時 に お け る 通mi のmを国る。

〇 ド ク タ ー ヘ り の 活 用 と 受 け 皿 と な るmi のm 、  ド ク タ ー カ ー 運 行 の 税

等 i t よ り 、 県 内 i t 格 差 の 生 じ な い 流 配 の 充 実 を 国 る 。

② 市町村が通営する休日夜間知aセ ン タ ー及び在宅当番医制度を推進するととも

に 、 能 新 配 換 関 を 通 す る 。

〇 夜間・体日itおける新の処方'tん応需体制の充実を国る。

〇 病 開 制 病 院 の 施 設 及 び 医 療 機 器 のmを国る。

⑤ 田 患 者 が 通 に 適 切 な 処 置 が 受 け ら れ る よ う 、 田 開 lの 税 や 、 消 防

流指令の一元化を進める。

l重) 通 配 的 急 手 当 て ) の 普 及 ・ 啓 発 を 行 う 。

〇 災 田 院 等 に 対 し 、 災 害 配 に 必 要 な 施 設 ・ 設 備 のmを國る。

n 短時間lll送 体 制 を 確 保 す る た め 、 流 配 用 へ リ ポ ー ト の 聞 を 国 る 。

〇 救急医療対策の一環として、AED(自動体外式開動器)の設置並びに活用

のmび,f イ ス タ ン ダ ー ( 現 場 に 11ト合わせ応急手当てを行える人)の基成に一

日努める。

「 )  学校施設の貸し出し時等においても、A E D が 証 に 活 用 で き る よ う 通 用 体

制のmを國る。

l・ 「A  S UKAモデル」を活用したA E Dの適正利用の普及啓発を国る。また、

小 学 校 に お い て も 、 救 命 解 の 中 で 自 分 に で き る こ と を 教 え 、 救 能 の 願

を國る。

(11) 相i離 制 の 充 実 な ど 、 小 能mi の強化を国る。

〇 県内において、医9111不 足 等 が 解 な 度 開 のmi の 理 を 国 る た め 、 神
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:l西i昭i会病院が鹿行地ttの安心要全を守る重要な申機病院としての使命を果たし

て い け る よ う 、統 田 や換能強化it対する文選 it取り組む。 また、行方地域

を含む度行地ttの医基提供体制の総持・向上を国るため、関係機関とn・営力

し 、 能 配 を 始 め と し た 、m配の換能向上に全力で取り組む。

9) 医室品の安全対策と献血の推進

〇 理品の有効性・要全性を確保するため、 展集分;建の税や理品の正しい情

報 の 開 を 推 進 す る 。

② 一般用医業品のインターネットによる統の監視指導を独化し、医業品使用に

あたっての要全確保を國る。

〇 いわゆるm品(無承i基無許可理品の要いがあるもの)や危険ドラッグi t

よ る 能 W を 防 止 す る た め 、mを充実し、市場への流通の防止を国る。

④ m理 品 ( ジ ュ ;i リ ッ ク 理 品 ) の 普 及 ll、 患 者 負 組 の 軽 減 や 配 の 適 正

化を国る上で重要であることから、市町村P配関係者への0きかけなどを通じ

てmご と の ll能 を 国 り っ つ 、 県 を 学 げ て さ ら な る 使 用 田 に 取 り 組 む 。

⑤ 血 波 の 安 定 保 の た め 、 前 設 を 推 進 す る 。

n 成分献Jill、 40(1ni献Jillを中心とした献Jill」思想の普及it努める。

l' 民間前営力団体などの拡充に努める。

01 1 0 代 、  20代の献血者数が一しているが、若年!iiでの落ち込みll将来の

m不足itつながりかIa な い こ と か ら 、 能 置 の 前 者 確 保 i t 努 め る 。

tic) E療従事者eのi成確保

(i) 社会人の編入学の受け入れ等、 集民it開かれた集立展a大学・大学院一i く り を

国る。

n 県 通 セ ン タ ー と し て 医 基 従 事 者 の 研 修 体 制 の 税 を 國 る 。

l・ 現 任 配aのためのリガレント教青を推進する。

② 医師、m医師、薬剤師、?師、動産師、看度師、節 i 補生士、t言科技工士、

理学基法士、作業基法士、前m士、国株検査技師、議,基放射線技師などの選

成 確 限 びmの 換 会 を 流 す る 。

n 医 師 不 足 用 l化している県北山間部などのmにおける産ill人科や小児科、

能 配 な ど の 統 配 を 推 進 す る た め 、 必 要 と な る 医 師 の 基 成 確 保 を 國 る 。

l・ 地域m 合 確 能 数 を 活 用 し て 、 早 期 の 屋 配 保 と 屋a体制の整

備を国る。

Pl 解 解 田 与 制 度 の 通 を 図 る と と も に 、 潮 11、医師不足地域であっ

て も f や 希 ヨ を も , て 配 に 從 事 で き る よ う 、 地 域 配 通 セ ン タ ー が 中 心 と

な , て 、 修 学 生 な ど の キ ャ リ ア 形 成 を llす る 。
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X 目 医 師 の 〇 き 方 改 l 革 に よ る M を 極 す る と と も に 、  労〇mの改善や院内保

青 所 の 配 配 等 を 進 め 、 地 屋 師 ' P l 言 fia員などの離a防 止 、 解

を独化する。

また、着ila員 が 安 心 し て 〇 き 競 け ら れ る よ う i 力 ・ ハ ラ ス メ ン ト 防 解

及び着護aの メ ン タ ルーレスケァ対策など0きやすいal開 境 の 改 善 i t つ い て

支最策を購じる。

X 的 県ナースセンターの換能を税させ、学生対象の着i ial場体験やie在着lin
員の再就業教青研修体制、m介 事 業 の 流 を 国 る と と も i t 、 潜 在 l 言 fia員

の再mを 田 す る 。̃ 動m改善のため、院内・公私立保育所の増設や統等に加え、小規樓病

院等itはl l配は厳しいため、 配 し て配出来るなどの文選を国る。

I t) 看 度 M の 再 通 を 田 す る た め 、 属 能 ・ パ ー ト ・ 夜 間 事 従 な ど 多 様 な 動 義

開 ・ 条 件 の 導 入 を 國 る と と も に 、 mi の 税 の た め の 着 i重補動者の確保

対 策 を 配 す る 。

法) 看度師等修学1日l金貸与制度の充実を国るとともに、看度師が不足している地

域における着 i重師選成施設への通を行い、着ila員の基成確保を國る。さら

it、l言 fia員の処通改善it資する開を配する。准着護師基成校itついて、

既存は当面総持しつつも、新設は止め、C正)看度師養成にm入する。

lリ) 動産師基成においてll、県内動産師選成施設における県内推富枠を実施する

と と も i t 、一な臨地実習の場の確保を国る。

l )  医解聞消のために、県立高校へ設置する医学コー ス を 充 実 さ 世 、 医 前

合格者増加の成果を上t f る。

m 屋師の地域偏在やIa新在などの抜本的な解消のためit、屋師能推計の

再検配や医師の動番のあり方の見直しなど必要な制度の改書について、国に0

きかけていく。

l9) 着護師の離a防止や潜在着護師の現場al l l01進itつながるよう、着護師が安

心して0ける保青体制の開を国る。

0 )  専門的な資格を持つ着 i重師(認定着 i重師、専門着 i重師等)の更なる育成と活

用を国る。

い) 看度師等養成機関の動mの改書はもとより、監i床経験豊富な看度師が事

配 へ の キ ャ リ ア プ ラ ン を 描 け る よ う な 着aa1育 シ ス テ ム の 税 に 必 要 な 取

組 を 配 す る 。

lョ) 県内の業剤師の業翻l在やm備 在 を 解 消 す る た め 、 第 8 次 M 新 画 に

基づき、実効性ある数l 配 開 に 取 り 組 む 。

〇 人 材 パ ン ク を 配 し 、 円 滑 な 能 を 行 う な ど 、 プ ラ チ ナ ナ ー ス を は じ め 、 あ ら

ゆる世代の着EMが、外国人材の受入を含めて、県内に就業・定着できるよう
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な施策を推進する。

〇 前 間 介 護 員 ( ホ ー ムーレパー)、前間着護師、福祉に精通した Ia員 等 、 配 サ ー

ビスを担う人材の養成、養成機関及び現解解の充実独化を国る。

⑤ 医師の負担を減らすため、i子カルテの入力'P認1断書の発行 といった医師i墟 っ

て き た 新 を 代 行 す る 配 ク ラ ー ク の 基 成 i t 取 り 組 む 。

tif ) 社会福社施設への適切な支a
社会福tif施設は、 高1tt者'P能指it対する福祉サービスの解itおいて重要な

役劃を担,ていることから、利用者へのサービス低下を招来しないよう経営安定化

を 通 す る こ と が 必 要 で あ る 。

cl 差a老人ホーム等の措置施般itついては、空床が目立つ施設も見受けられるこ

と か ら 、 配 的 に 活 用 さ れ る よ う 市 町 村 に 対 し 〇 き か け を 行 う 。

的 食品のt':t対9の推進

(!) i t品の能を確保するため、 生産段階から流通・製造・加工・ 概理・消費に

至るまでの各過程における、 ll性対策の効果的な指導を総合的に推進する。

(2) 会品it起因するM解の子防対策をM的it推進し、被書拡大防止・再発防

? など関係機関とnの上、対策を総合的に購じるとともに、 i t品による健

害発生の未然防止に効果的な手法である、HAC C P ( ハ サ ッ プ : 危 害 要 因 分 析

重 要 管 理 点 ) の 適 正 な 田 を 前 び 通 す る 。

③ 「itの安全・安 l推進条例」に基づく、 i t品常生法等に設した農林水産物の

出荷・配の規制、食品等・入者属出等の食の要全・安心の確保に関する具体的

措置の適正な田を国る。

〇 i t品を介して? ?を引き組こす可能性のある能物や化学物質の多様化、

残 留 設 等 の ポ ジ テ ィ ブ リ ス ト 制 度 等 に 対 応 す る た め 、 食 品 の 能 換 能 の 強 化 を

国り、県内it流通する会品中のアレルf一物質や残留能、残留動物用理品等

の各種検査を始入it品も含め推進する。

⑤ 1果民が日々食べている食品の要全性を正確に判新するため、食品衛生能施設

業 書 管 理 ( G L P ) を 能 し 、 解 の 開 性 を 確 保 す る 。

l重) 原産地の使l装表示などの不適正な表示を確実に発見するため、関係機関とll

し、元素分析等の科学的手法を用いた能を実施し、1果民の食に対する安心感の

a成を国る。

(i) 「 県 ホ ー ム ペ ー ジ 」 や S  NS等を活用し、 i tの安全に関する情報公開を構的

に実施するとともに、食品の放射能汚染も合めた食の要全に関する施策等につい

て、県民の意見を反映させるため、 リ ス ク コ ミ ュ , ケ ー シ ョ ン ( 関 係 者 相 互 間 の

情報・意見の交換) を推進する。
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〇 と書場や食月処理のll性水準の向上を國るため、 H A C C Pの適正な運用を確

i基及び通するとともi t施設の改善を配する。

〇 生it用it肉の温格基準等が通守されるよう生it用it肉を取り扱う事業者への監

視 指 導 を 能 す る 。

lilt 会 品 の 解 物 質 i t 関 す る モ , タ リ ン グ 解 をm的 i t 実 施 し 、 そ の 前 果

を県民に分かりやすく公表する。

a3) nのn・管理対量の推進

lie 本県の犬及び務の田は、 領 元 年 度 か らm性があると判新した犬及び猫

が せ 口 と な っ た が 、 m として収容頭数が多い状IIEと な っ て い る 。 そ の 経 に ll、
統任な飼い主のl同青放集'P迷子、野良組が産んだ開など、所有者のいない大控

が動物指導センターに収容されていることがある。

今後も田 せ口を維持するため、「大 義 ?せ口を日指す条例」に基,・き?
市 町 村 、 動 物 理 ボ ラ ン テ ィ ア 、 県 民 と 配 し 、 よ り 一ll の 動 物 能 の 推 進 を

国る必要がある。

X 〇 動物の適1]三i禮の普及書発に関する施策の推進を國る。特に、1果民が命のi9さ

を学ぶための換会を設けるよう努めるとともi t、動物を飼基する場合の関係開

等の通守、適切なn制限指置、所有者明示、l同い主マナーの向上等について啓

発活動を推進する。

※ (2) 令和元年6月の改正法施行itより動物解の規制が強化されたことから、そ

れ ら の 内 容 を 通 守 さ 世 る た め 、 動 物 解 の 監 視 指 導 ・ 責 解mの実施を通

じて、改正法の選守状混のmび指導を強化する。

※ 〇 県動物指導センターit収容された動物のl基波を推進するため、収容動物や設

に関する情lai発信の独化、収容動物のは康状想の総持・改a m性の乏しい

動 物 に 対 す る ト レ ー ー ン グ の 地 ま た は ト レ ー ー ン グ に 取 り 組 む 設 ボ ラ ン テ ィ

アへの文選等を推進する。

〇 災 書 時 の 解 へ の一ッ ト の 解 の 開 を 市 町 村 へ 0 き か け る と と も に 、

災害時動物差iiボ ラ ン テ ィ ア リ ー ダ ー を 育 成 す る 。

(ii) 県が主導して集内市町村に飼い描の開ll度を設け、国い主に組の田llや不通・

開 の 有 無 と い , た 情 報 を 市 町 村 に 中 常 す る よ う 求 め る と と も に 、 利 ・ ま

開 へ の 補 動 金 交 付 を 検 討 す る 。

〇 通 基 の 判 新 i t 関 す る 基 準 を 聞 す る と と も i t 、 極 基 が 認 め ら れ た 理

合には、法に基づき厳正に対処するよう努める。
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tl4) !前i・青少年・若者の使全青成

た く ま し く 心 身 と も にe全なi沙 年 の 青 成 は 田 で あ る 。  特に、 解 動 に

取り組む青年リーダー(若者)の基成や書少年のための環境健全化活動を一属推進

する。

(!) 「i沙年・着者応最プラン」に基づき、 i沙 年 ・ 着 者 のeやかな成長と自立を

國るための施策を総合的・統一的に推進する。

(2) 青少年の健全青成のための体制整備とその活動の充実を国る。

「 ) i沙年青成市町村民会01の充実独化を国る。

l可 解 団 ・ 子 ど も 会 等 の 少 年 団 体 を 育 成 す る 。

〇 家民の基青・教青換能の充実強化を国る。

「 )  家度生活の中からしっけや思いやりの心が青つよう、家度教青の意機高場を

國る。

l・ 次代を担う児重の健全な成長を著しく阻書する、児童Ia待の防止it対する啓

発などの対策を進める。

01 線子のふれあいを推進する設や、m國書等の推異を進める。

? 教青や子青てit関する能設など子どもの教青を文選する相設数等を進

め る 。 ま た 、 聞 員 活 動 ・ 主 任 聞 員 の 活 性 化 を 国 る 。

的 小学校区で放課後の子どもの要全で健やかな活動場所を確保するとともに、

簡 構 ク ラ ブ i t お い て は 、 い わ ゆ る 田 が 年 々 増 加 複 向 i t あ る こ と か

ら、市町村の施mに対する支最を一属独化する。

ま た 、 解 開 ク ラ ブ の 開 設 時 間 の 理 、 開 設 日 数 の 拡 大 、 小 学 校 6 年 生

までの受入れ拡大、放課後児重文Ill員の確保・処通改善や施設・設備itついて

の基準への適応など、質の向上を国ろうとする市町村の取組を支最し、総合的

な放課後の対策の推進を國る。

? 生活が困Bしている家民を対it it、小学生の限 施クラブ(学童保青)

の 利 用 田 を 前 す る 。

lト) 流祉法に基,・く?新 防 止 のm 「要保ii児i対第地ttB a会」

の換能強化を国るとともit、市町村a員 の 専 門 性 向 上 の た め の 構 を 実 施 す

る o

MI 市町村要保ii児i対第地ttB a会 へ の 施 セ ン タ ー の 參 加 等 を 理

す る と と も i t 、 児 重 家 度 文 l l セ ン タ ー の 流 等 を 国 る こ と 。

〇 青年団体の活性化とi沙年の社会参加の田を国る。

n 地l重活動に取り組む青年リーダー(若者)を基成するため、mのm
や ?化it取り組む青? や 統の地構を文選する。

l・ 特に、申学生・高mの グ ル ー プ や 組 子 で の 相 祉 ボ ラ ン テ ィ ア な ど 社 会 参 加
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活 動 を 地 す る 。

(ii) 青少年のための環境整備を進めるはか、地域の教青換能を強化する。

「 )  有書環境対策を進めるため、少年響察ボランティア、開営会による活動の

税 強 化 を 國 る 。

l・ 青少年の健全な青成を阻書するおそれのある有書国書等の指定を行うととも

に 、 青 開 M 等 が 行 う 「i沙 年 のe全 青 成 に 営 力 す る 店 」 の 解 動 の 推

進など設者の目主的な規制等を通じて、社会環境の健全化を國る。

t, ,,l 青? 全青成a般 の 聞 を 推 進 す る 。

目 田 の 居 場 所 と な る 児 直 館 や 田 セ ン タ ー のmを 田 す る と と も に 、 子 ど

もの選び場を増設する。

cl 学校P地域の公的施解の有効活用を進める。

m 茨城県青少年青成1益;会等とllしながら、「あいさっ - 声かけ通動」を推進

する。

? ェイ :''の!a染f防及び息者等への差別 や偏 見 の 簡 it向けた普及能前 を

推進する。

(ト) 「大人のマナーアップ運動̃組が変われば、子どもも変わる̃」:i基動が県民

一人ひとりのレーレまで操通し、定l書するよう普及開前を推進する。

法) 子どもの宣困対策の一つとして、県立高解の個室トイレへの生理用品の設

置を検討する。

〇 青年を対itit自己啓発セミナーを開値し、自立した青年を青成する。

(i) 学校教青の中で、ボランティア活動や地ti率仕活動にm的に取り組む。

〇 不登校や引きこもり、就a困難など、困難を抱える子どもや者者の間題ll、複

控かつ開l さを増していることから、平成22年i t施行された子ども・着年青成

支m法に1最定されている総合的な相mロ「子ども・着者総合相般センター」

を 、 県 を llじ め 市 町 村 に 早 期 に 設 置 し 、 通 開 lの強化を國る。

少子・高e化 の 配 や 解 活 動 の 成 無 化 な ど 、  社 田 の 能 な 変 化 に 的 確

it対応するためitは、男女共同参画社会を実現することが必要である。男女共同〇

画社会の実現のために、人材の青成をはじめ男女の人a3tなど、社会の理解を高

め る 構 を 進 め る と と も に 、 女 性 l it体などの青成強化を国り、その活動を支量する。

また、女性が主体的ita々な分野の意思解 it参画し、社会的・経濟的・政

治的な状况を変えていくことがt要であるため、地がその前を発輝して、いき

いきと活国できるmづくりを推進し、女性がBく社会,・くりに取り組む。

さら i t、通Eや価値E等がますます多a化する中、あらゆる人の人構・人格や

生き方が経Stされる優しい社会の実現を推進する。
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〇 国際的解を持つた女性リーダーを育成するための人l lオ育成設を行う。

(2) 企 業 i t お け る 「 0 き 方 改 革 」 の 開 を 配 し 、 労 0 者 が 囲 l l等itより差別され

ることなく、仕事と生活の相和を国りながら0けるmづくりを推進する。

③ m 女共同參画基本計画」に基,・く設を推進し、男女共同參画による

社 会 形 成 の た め の 開 を 進 め る 。

「 )  男女共同参画推理による出前It座を実施するなど、広く県民の意機の高場

を國る。

l・ 男女共同参画推進月間itおいて、男女共同参画税の普及開や県民の自主

的な取り組aの 田 を 国 る 。

④ 女性の目主的活動や社会8加を一属mするため、激々な分野における女性の

活 日 を 推 進 し 、 構 や 相 田 を 充 実 す る 。

〇 県南・県西・県it地区に複合施設としての女性教青会館の建設を進める。

@ 政策・方針等を客a・决定する場への女性の登用を國るとともに、その人材の

青成it努める。

(i) 配偶者からの基力などD vが 社 会 問 題 と な , て お り 、 W 者 の 配 か つ 的 確 な

保i重活動を実施するための体制をmする。

n 配 個 者 基 力 相 田 セ ン タ ー の 換 能 充 実 を 国 る 。

l' 解 や 市 町 村 、 解 新 な ど の 関 係 機 関 と のn独化を国る。

01 相識を受け付けるllな ど 関 係 llへの研修を税強化する。

目 被書者文fl i t 関 す る i 富 な ノ ウ ハ ウ や ネ ッ ト ワ ー ク を 有 す る 民 間 通 団 開

とのnを独化する。

的 2 4 時 間 の D Vi話相識を行う。

〇 配の場itおける女性の活日を配するため、いばらき女性活日・0き方応基

t901会を中心に、キャリア形成の支最や、女性ロールモデルの情lai発信、女性を

llじ め 識 も が 〇 き や す い 開 のmを更に推進する。

(11) L G B T 等 性 的 マ イ ノ リ テ ィ の文選は、当事者が真i理むことを的確it把通す

るとともに、市町村や県出先機関等とのnを国りながら、理解增進の取組を推

進する。

lilt 社 会 的 に 用 で あ る 障 書 の あ る 人 々 や L  G B T Qの人々などを社会の中でし,

か り と 前 す る ダ イ パ ー シ テ ィ を 受 け 入 れ 、 理 し 合 う 社 会 づ く り に 取 り 組 む 。

〇 1果民の人構;意識の向上に向けた]Ill組を強化する。

1111 一人ひとりの違いを認め、互いit理解・共存し合うジュンダー ・ ,ユ ー ト ラ ル

の考え方を踏まえた県民のll改單の推進に取り組む。
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a6) 消i生活,の空全確保

消費者の無知にっけ込む商な商法、 前や解約及び欠船商品に関するトラブル

が 後 を 絶 た な い 。 ま た 、 高 度 開 能 会 の 追 展 に よ り イ ン タ ー ネ ッ ト や ス マ ー ト

フ,ン 等 の 開 開 を 利 用 し た 被 書 や 高 構 の 消 費 者 ト ラ ブ ル が 增 加 し て い る 。

このため、県民の消費生活における被書を防止し、その聞保を国るため、一属

きめ細かな消IR者行政が必要である。

(i) 消費者文理体制の聞をM的it進める。

「 )  消Ia着利益のllのために、消費者前に係るトラブルを円滑に解決できる

よう、県消費生活センターの換能強化を國るとともに、市町村の消費生活セン

ター等相m口の換能充実it対する文選を行う。

l' 前 解 不 当 な 取 引 行 お に よ る 被 書 防mの推進、欠船商品による定ii

の防止、不当表i示等の適正化に努める。

t, ,,l 消費者被書の?防止を国るため、消費生活it必要な知識の普及や開 の 提

供などの消Ia着教青や啓発活動を推進する。

② 消費生活関係団体の育成・指導を國る。

n 県消費者団体配など、関係消費者団体の青成指導it努める。

l・ 消費生商同組合の通営の適正化を指導する。
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5. 豊かな心を青む教青と文化の振異を国り、a土を量する人材づくりを進める

いつの時代も、 青少年は次代を担う後総者と して、 その成長が大い

に期持される存在である。 今の青少年は高度情報化社会、 高的杜会、

多機化杜会の中心的世代としての役割を果たしながら、 活力ある族城

を集いて行く重要な立場にある。従,て、青少年を心身共に設で活

力・気追にあふれ、思いやりの心を持ち、自主性とi任感・創造性を

持つ決城県民の一員として、地域社会・産業の発展に貢献できるよう

な人材として育成することは、学校はもとより家庭・地域の大きな責

任である。

また、 全ての県民が生選にわたって自らを密発し、 M で 文 化 的 な

生活が営めるよう、生選学習を一f充実する。地方の時代、文化の時

代にふさわしく、魅力ある芸tti・文化活動の撮真にも努める。

活力と安心の県民生活を目指し、 その実現を図るためには、 教育の

果たす役割は大きなものがある。 そのため、見設徒に基礎学力の定

着を国るなど、当面する認通に種 種的に取り組・み、かつ中・長期的展

望に立つた流策を推造する必要がある。

1 ) 学 校a[言の充実

学校教育ll、 通 生 田 の一期を辺えた今日、通生徒の個性に応じ、 そ れ を

伸長するとともit、きめ細かな指導itよ,て自主的・自立的精神を基い、確かな学

力を身にっけた,t想かでa l随的な人間の青成を目指して実施されなければならない。

〇 展いやりと道1適心・気程・貴任感と創経を持つた書少年の育成l地会の地

である。県民の教青it対する関心と理解を深めるため、知事部局と教青庁など関

係機関が一体となり、全庁的に「いばらき教青の日」(いばらき教青月間)にお

け る 取 り 組 み を 推 進 す る こ と に よ り 、 学 校 ・ 設 ・ mが 聞 し た 社 会 全 体 の 教

青力の向上を国る。

② 確かな学力の向上

n 通生徒に基使的・基本的な内容を身にっけさせるとともに、目ら学ぶm
や想度の青成を国り、 学力の向上it努める。

o少人数指導、習無の程渡に応じた指導など、田生一人 ひ と り に 応 じ た き

め 細 か な 指 導 の 税 を 國 る 。

o 適 切 な 国 器 教 青 は 社 会 生 活 の 前 提 と し て 不 可 欠 で あ り 、 田 の 前 力 と 論 理
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的 展 考 力 等 を 構 に 身 に っ け ら れ る よ う 、  理解力向上を國る。

o全ての学習の基盤となる基使的学力をl書実it定l書させるとともit、総合的な

学習の時間や各教科などの中で、自ら開を発見・解決する学習を推進し、

生選教育の基使をi告う 。

o小学校ill学年itおける教師の専門性や得意分野を生かした1tt總l任制の推進

を国る。

lロ) 全国学力・学習状況調査等の結果を分析して学習指導の改書に生かし、配・

生提の学力向上を国る。

01 動児期の教青が小学校以降の生活や学習の基雄につながることにmし、動

稚目・保育所・認定こども目と小学校の聞強化を進めるとともに、全ての子

ど も た ち が 開 i t 質 の 高 い 動 児 教 青 な ど を 受 け る こ と の で き る 環 境 整 備 i t 取

り組む。

目 目 主 的 ・ 設 的 総 llび集団の申で目己を生かす般力の育成を國るため、特

別前の充実を国る。

m 田生健の発通段階に応じた計画的なキャリア教青を行い、田生健の動労

観・設観を育成するとともに、主体的に追路を决定できる般力・総度の育成

を国る。̃ 大学等進学率の向上を国るため進学指導を充実する。

③ 知育・徳育・体育の税による豊かな心の育成

n 知青・描青・体青のバランスのとれた地青を確立し、特i t iかな心の育

成の充実を国る。

l可 高校での日本史教育の税を國る。

t, ,,l 子どもたちが、よりよい人間関係一i く り が で き る よ う itす る た め 、 ラ イ フ ス

キル教青の充実を国る。

目 将来、線になるための学びの場として、高等学校において激々な体験活動の

換会を設ける。

m 「ブラック校則」の見直しを求める声が高ま,ており、校E IJを見直すにあた,

て、見直す過程に生徒を參画させるなど工夫しながら、生徒のmのみな

らず、主体性の青成itも取り組み、生提の健全な成長P発建を目指したmillの

見直しを推進する。̃ mに開かれた学校とするため、搬lll を 広 く 周 知 す る よ う 学 校 に 商 す る 。

〇 総合的な生提指導体制の充実強化

n 学校の管 国ii営の適正化と家aび地m会とのn強化に場め る と と も に 、

生 徒 指 導 に 関 す る 預 解 の 税 を 國 り 、 地 の 共 通 理 解 の も と に 生 徒 指 導

体制の強化を国る。

l? 設生挂の問題行動等や非行の未然防止にfila的に取り組む。
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01 小・申学生の不登校や高校生の申途退学の間題等の解决のために、 ス ク ー ル

カウンセラー等の専門家を活用し、学校i tおけるカウンセリング換能を高める

などの教青相般体制の充実にm的に取り組むとともに、関係機関等との配

的 聞 に 努 め る 。

? 不登校'i'いじめ、間国行動等it対応できる体制一i くりの一還として、学校内

外 で 子 ど も を 取 り 送 く 解 な ど の 改 書 に 向 け 、 ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー や 機 々

な〇きかけを行うスクールソーシャルワーカーの活用を推進するため、国に対

して補動の流を要aし、 文選の充実を国るとともit、 ス ク ー ル ロ イ ヤ ー の 派

llの拡充に努める。

的 病 気 や 開 の あ る 家 族 の 介i重など、大人が担うようなケアを引き受けている

児重生提は、 m解 it打ち込11,ず、将来の? やmの制約が系念される。教a
員 に よ る 児 能提の生活環境の配や? 提が相etできる体制のMに努め、

ヤ ン グ ケ ア ラ ー の 状IIEを 解 消 す る た め に 、 ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー を 活 用

して適切な福祉サービスitつなげるなど、 関係換関と一体とな,て生提への文

最に努める。̃ 高 校 生 の 二 輪 車 事 故 等 を 防 止 す る た め 、 田 育 を 推 進 す る 。

lト) 1ltli通学児重の經確保のため、 ーレ メ ッ ト の 着 用 itついて啓発を国るとと

も に 、 田 指 の 新 た な 費 用 負 担 へ の 開 確 願 を 前 し 、 市 町 村 に お け る 導

入 を 配 す る 。

※ al 児重生提の情報モラル向上のためit、SNSの正しい使い方it関する指導を

独化するとともに、学校が主催する「性に関する購演会」に産婦人科医等を招

] 1 号 し 「 生 命 ( い の ち ) の 田 育 」 に 取 り 組 む な ど し て 、 通 生 徒 が 性 解 や

性基力の加書者、被書者、m者i tならないよう i tする。

〇 いじめのない学較:-i く り

n 預 と 児i生徒の信頼関係なくしてll、人間性豊かな人格形成の教育ll成 り

立たない。教員は人間性を9くこと及び児重生前i t努める。

に1 「いじめ防止対策推造法」や「茨限いじめのmを日指す条例」等を始ま

え、通生徒がいじめのない明るく楽しい学校生活が送れるよう、いじめの来

然防止や、早期発見・早期対応itよる解消を国る。

cl 各学校の生健の学校生活上の開を田生健自らが自分自身の問題として提

え、通生徒目身の手で解决する般力・総度を育成する。

t, ,,l 児重生提の 開 者や地域住民・秘と生きたm 開 を 国 り 、 情 報

を積極的に発信するなど明かれた学較:-i くりを推進する。

目 しっけや展いやりの心の育成等、豊かな人間性を育む構育の換能回復を

国 る た め の 構 を M 的 i t 推 進 す る 。

船 数 が い じ め の 能 事 想 に 道 切 に 対 応 で き る よ う 、 県 教 ' i 樓 員 会 が 作 成 し た
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「 い じ め の 能 事 前 応 マ ニ ュ ア ル 」  の普及・活用を國る。̃ いじめ間国等の早期発見it向け、S N S を 活 用 し た 相 能 口 等 の 配 と 充 実

を国る。

@ 開かれた学校ll く り の 推 進

n 保a者 、 f ' 地 解 に よ る 数 開 の 充 実 を 国 る と と も に 、 学 校 の 機 々

な情報を願者やm限等に構的に発信し、開かれた学較:-iくりの推進に

努める。

l・ 地 域 と と も i t あ る 学 校 づ く り と し て 、 コ ミ ュ , テ ィ ・ ス ク ー ル を 導 入 し た 学

校の成果などを検配した上で、全県的な導入を前する。

〇 学校での子どもたちをめぐる激々な諸間題に対して、効果的に対応できる組a
体制の構集を国る。

〇 学校行事の充実

n 学校行事において、国欧の着唱と国llの掲科を促す。

l? 好事例をもとit、学校it新事の具体的な実iは:11111を学校it設 し て 、 子

ど も た ち の 思 い 出 づ く り を サ ポ ー ト す る 。

@ 国際理解を操めるための教育の推進

n 国際理解を深めるための国設流を推進し、 グローバル社会で活日できる人

材の青成を国る。

o国際理解を操めるための国設流を推進する。

o 外 国 と の 解 構 、 ll留 田 を 推 進 す る 。

l' 經 プ レ ゼ ン テ ー シ・ンフ,ーラムや英解l論大会の実施、外国能n手

の 招 へ い 、 預 解 の 税 な ど に よ り 英 語 教 育 の 推 進 を 國 る 。

e 、l 小学校の外国語教青で配aされている外国語指導助手(A L T)のE用形総の

通いによる教員の負担llや、市町村間の格差が!E念されるため、市町村への支

量を実施する。

lilt a土文化の創造

「 )  本県の歴史的普最など9土に対する理解を操め、新しいm化を創造する

理 を 基 う た め の 教 育 を 税 さ せ る こ と で 、 量 校Il、やmi、・量国心の高科を

国る。

l' 本 県 の は 力 向 上 に つ な が る よ う 9 土 教 青 と 能 取 がnした取り組aを検

討する。

t, ,,l 我 が 国 の 位 it関する理解を深める教青の充実を国る。

Iii) 平和の大切さを学ぶ平和教青の充実を国る。

〇 科学教育・情報教育の推進

n 児重生提の科学への異味・関心を高めるため、理前青の充実を国る。

o特に字商少年団、少年少女発明クラブ等、M団体と関連した特別な活動等
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を拡売する。

1,0 教青用デジタルコンテンツ(学習用デジタル教粉の研究・開発を行い、授業

での活用を国る。

tl もの,・くりに対する真味・関心を高める教育を税させ、将来、高度化する

開 i t 対 応 で き る 人 材 を 青 成 す る 。

目 デジタル教科書について、先行muを參考にしながら、その教青効果や願

などを検証し、望ましい活用のあり方を検討する。

的 児重生提1人1台のタブレット端末等のI  C T (情報通信技ttr)換器を活用

した学習意教を高める授業が実l目lできる教員の青成やI C T支最員配置などの

Jii演確保に努め、Society5 .0時代を生きる子供たちが同じレベルのI C T教青

を 受 け ら れ る よ う i t す る 。

また、国に対し、 1人1台端末等の総持管理・更新に係る財政指置を購ずる

よう要望する。̃ 学校で日々生Jillされるようitな,た影大な教青データを自動的it集約し、生

健の学習状况等を可視化する「教青ダッシaボード」を開し、より一属の学

びの質の向上や預の負担軽減を國る。

lト) トラブルやリスクが生じゃすい具体的な場面を想定した指導を行うなど、実

自 的 な メ デ ィ ア リ テ ラ シ 一 教 青 を 田 し 、 子 ど も た ち の 情 報 の 精 査 前 の さ ら

なる向上を國る。

同 mとなる教員の指導力の向上を図り、開断、m の S  T E A M

教青を推進する。

lリ) 高m学申に専門教育が受けられるようにするため、県立a業般力開発校等

と 配 し て I  T人材等を青成する。

〇 教Mの前向上、採用・配置の適正化

n 地 城 の 未 然 防 止 の た め 、 教 llの資質の向上、また非m器師の適正な

配 置 を 行 う と と も it、家民との一日能な連換体制一i くりを進める。

l' 用 解 セ ン タ ー に お け る 解 内 容 の 充 実 に 努 め な が ら 、m を

体系的に実施するとともに、預を民間企業へMする交流設等を推進し、

教a員の置9の向上を国る。

01 ヵ ゥ ン セ リ ン グ マ イ ン ド 等 、 心 の ケ ア に 関 す る fat見を高めるため、校内解

の 税 を 國 る 。

o カ ウ ン セ リ ン グ ァ ド パ イ ザ 一 及 び ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー を 有 効 i t 活 用 す る 。

目 小学校外国設青のための經の教員、理科・数学(算数)等の事f lト教員の

拡売に努める。また、免許外教科担任制度についてll、教育の質の低下を招か

な い よ う 、 制 度 のa旨を略まえた適切な田を国る。

船 能 の 学 習 を 通 じ て 、 生 挂 が わ が 国 固 有 の 商 と 文 化 に さ ら に llれ る こ と が
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で き る よ う 、  指導教員の資質の向上を國る。

ま た 、 經 指 導 も 含 め 、 実 技 指 導 i t 万 全 を 期 す る た め 、 理 の 聞 や 退a
教員の活用を推進する。̃ 基aa1論及び学校事務a員の配置改善を國る。

lト) 教員不足を解消するためit計画的な教員採用it取り組むとともit、教員の欠

員統や産休・青休に係る常動購師の確保とその処通改書に努める。

MI 預 の 通aに 伴 い 、 預 の 年mに信りが生じ、 ミドル属が経験不足

のまま役aを引き離ぐことitなり、一部の学校では、学習指導などのノウハウ

伝承に書心している状况などがあることから、より適正な教員配置の取り組a
を 強 化 す る な ど し 、 次 代 を 担 う 「 ミ ド ル リ ー ダ ー 」 の ll的な育成に努めると

と も it、時代の変化や教青,-:'' it応じた校長の着手登用など業歡な人事制度

の通用に努める。

X lリ) 教 llの業務負担軽減を國り、動mを 改 善 す る た め 、 小 学 校 で の 開

任 制 の 配 と 専 科 教 員 の 配 置 ・ 流 を 国 り 、 地 任 の 持 ち 時 間 数 の 8 減 i t 努

めるとともに、外部委能化も含めた業ifの見直しゃ、教師が担う業ifの適正化

を進めることで、 教員が本質的な地に専念できるよう、仕事の精通に場める。

また、各市町村で個別it田しているm通システムの共同利用化を推進

し、教員が他市町村へ異動したときも操作の覚え直しを不要とする等、教員の

負担軽減を國る。

に) 将来の本用青を文える教員を確保するため、中学生などの早い段階'P将来

教員を日指す学生などに対して教戦のは力を伝える取組を実施し、教員志願者

の拡売を國る。

m 教員の採用itついては、特色ある学校づくりのii点から、特it人間性のiか

さ ・ 幅 広 い 構 と 事 門 的 知 験 ・ 技 能 を llするための加点制度や、購師等経ii

者特別通考(全m ・社会人特別通考(高等学度)のm・拡売を國り、経

験iかで力量のある教員の確保it努める。

また、募集から採用までのスケジaールの早期化も含め、限での効果的な

事例を參考にしながら、 よ り 多 く のa秀な通者を選得できるような制度,・く

りit取り組む。

l9) 教員が組然として教青活動に従事できるよう、体前に依らない指導方法や校

内の集団指mi な ど の 税 を 國 る 。

0 )  m部活動の充実と教a員の業設担8減を国るため、部活動指導員の前

的な活用をmする。

P) 前 国 体 の レ ガ シ ー を 将 来 に わ た っ て 本 県 の ス ポ ー ツ 田 に つ な げ て い く こ

とが重要であり、専門的な指導体制の強化や、合同チームの大会参加など、部

活動の活性化に取り組む。
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lヨ) 学校だけでll対応が困難な生徒指導等の間題に対して、 能 0  Bや公認心理

師・臨的i画士などの専門家を市町村教青委員会や数itOitiilし、教a員や保

度者に直接治導動言できる体制の開を国る。

0 )  m化する学校の諸間題に対応するため、スクールカウンセラー、スクール

ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 、 ス ク ー ル ロ イ ヤ ー 、  I CT文Ill員 、 生 聞 導 i t 関 わ る 担

当者など、事門スタッフの配置拡充に努める。

lり 民間人校長の理念を共有し、任期終了後もその成果をスムーズに引き離ぐほ

か、各学校へ取り組みを周知し、本県の高校教青がiかな人間性と起業家精神

を兼Ia備えたmのリーダーなどを青成できるよう、校長公募の充実に取り組

む。

lソ) 外国人i書の児重生提の開者と円滑なコミュ , ケ ー シ ョ ン を 国 る た め 、 多 言

日ヒに対応したI C Tを効果的に活用するなどして教員の負担IE演に努める。

【新a】 m 預 通 構 の 第 Imにおいて教a専 門 通 を 院 止 す る に 当 た り 、 預

の質の確保it万全を期すため、県内大学it対し教解itおける教a専門it関

する科日の適切な属修を要llするとともに、採用前後の解における教戦事門

に関する研修の税強化を國る。

〇 教青行政の充実

「 )  県教'i援員会委員については、本県教青の発動二寄与できる高い fat見を有す

る人物を通任する。

1110 適 正 か つ 公 平 な 開 の 推 進

「 )  教科書概i委員会相査員、教科用国書通定書01会委員の通任については、よ

り 公 平 性 ・ 申 立 性 を 國 る と と も に 、 開 等 の 見 直 し を す る 。

l・ 用 能 員 会 で は 開 i t 当 た り 、 一 般 的 な 指 針 を 示 す も の と し て 、 指

導方針と教科用国書の採択に関する參考1日料を作成し、採択事ifを進める際の

病開 に つ い て ll、学習指導要領の改訂のポイント等に等L1iiをおくなど、資

料の見直しをする。

o教科書の採択a者に対し、各操択地区通定t901会が行う教科書ごとの特色や

違いについての調査研究の參考となる資料を作成する。

t, ,,l 文部開は「開かれた開 を掲げて、教a員の意向だけで採択が決まる

こ と の な い よ う 、 田 者 や一般の意見が反映される採択を求めている。そのた

め、通定の過程で教ll以外の意見をIE く設を設けたり、教科書展i示会にお

け る 意 見 等 を 聞 の 際 に 参 考 と し た り す る こ と で 、 よ り 開 か れ た 聞 を 日 指 す 。

〇 学校国書館の充実

n 本県の学校國書標準の達成率ll、小学校が67.  4 % 、 申 学 校 が 5 5 .  5 %

であるため、国が策定した「第6次学校国書館国書整備等5ヵ年計画」itよる

m田 を 、 各 市 病 が 配 的 に 活 用 す る よ う 〇 き か け を 行 い 、 学 校 国
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書 館 の 税 を 國 る 。

同 学校図書館の充実を図るため、司書教論を全ての学校に配置するよう努める。

また、市町村における学校国書館担当預の配置や、悦書活動ボランティアな

どの活用をll的に支 最する。

1111 社 会 田 の 充 実

「 )  動労と社会率仕の精神を3ぶ田生健を青成するため、社会参加活動や体ll

学 習 を 配 す る な ど 福m育の推進を國る。

l・ 県立高校の生提it、地域の中でのf il を自宣し、社会的なマナーを学んでも

らうことを狙いとして、小学校での学習llや町内会と通1111し た ボ ラ ン テ ィ ア 、

学校周辺の統、社会福i止施設でのサポートなどの「社会11献活動」への參加

を01進 す る と と も it、高校を技it小中高が配した地域一i くりを学ぶ仕組みの

創出に努める。

01 m会を担う人llオ育成のため、mの課題・解決に向けた企画・実闘舌動

等を行うIl iAR AKIドリーム・パス事業等、地域との交流拡大を図り、地域へ

の 設 を 高 め る 取 り 組aを推進する。

〇 開 育 の 推 進

n 学校教青及び社会教青とのll合 を 国 り E  S Dの視点を略まえた環境教青の推

進を国る。

l可 各 学 校 で 開 育 を 組a的 ・ 計 画 的 に 進 め る カ リ キ ュ ラ ム ・ マ ネ ジ メ ン ト を

推 進 で き る よ う 、  リ ー ダ ー と な る 教 員 を M 的 i t 青 成 す る 。

〇 中・高校生における業物書L用01動意される実想にあるため、学校及び社会教青

における集物乱用防止教育を一属推進する。また、小学生に対しても保 i重者を交

えた教青を市町村it0きかけていく。

〇 学校におけるi t青の充実

n 通 生 徒 のIB土理解を操めるとともに、地産地消を推進し、質の良い学校始

会 の 解 を 国 る た め 、 引 き 続 き よ り 一ll のmへの本県a解 物 の 利 用

mを国る。

o 学 校 始 食 に 地 場 産 物 を 配 す る 割 合 を さ ら に 高 め る と と も に 、 通 生 徒 と 生

産 指 と の 交 田 を 実 施 す る な ど i t よ り 、 会 青 の 推 進 ・ 充 実 を 国 る 。

l' 学t船食における地産地消をさらに推進するため、県と市町村がt9ヵし、学

田 費 に 対 す る 動 成 の 拡 売 を 國 る 。

t, ,,l ? への集産? の安定開 を文選する。

目 学t船食用食材の能物検査を実施するほか、学t船 食 行 生 解m
を開催するなど、学校始食の要全を確保する。

的 本県会青の推進を国るii点から、mitおいて重要なf il を 担 う 表 限

m会 の 活 動 を llする。
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̃ 学校始食の基本物資委託加工;建者の1111少対策として、県や市町村の担当課の

観力を得て、情報の共有化'P将来itわた,て委託カロコl業者を確保するための具

体策等への支最を国る。

lト) 国における「早lll、早起き、朝ごllん通動」を推進するなど、食育を通した

子どもたちのヨましい健全な生構信を青成する。

f) 設生? 人〇とりが正しいi t事の在り方や望ましい解慣を身に付け、 i t

事 を 通 じ て 自 ら の 解 が で き る よ う 、 開 の さ ら な る 配 置 配 を 図 る 。

(リ) 「 学 校 始 全 供 開 総 持m」 と し て 、 現 開 に キ ャ ン セ ル 規 定 を 盛 り 込

ん だ 前 と す る こ と に つ い て 前 す る 。

い) 学校始食IRの無償化の実現に向けて検討する。

〇 が ん 教 青 の 充 実 を 国 る た め 、 小 ・ 中 ・ 高 新 i t お い て 、 学 習 指 現 例 t 基

づく生構開に関する指導のほか、がんに関する知験やがんa者に対する理機

についても、子どもたちに正しく理解できるよう指導に努める。同時に、保 i重者

i t対してもがんit対する認識を広める換会をつくる。

@ たくましい心と体をも,た田生健を青成するため、外進びやm ・ ス ポ ー ツ

活 動 の 設 の 拡 大 を 國 る と と も に 、 新 た な 課 題 に 対 応 し た 通 動 プ ロ グ ラ ム の 開

など前向上策の充実it努める。また、m部活動の充実を国るii点から、生提

演 少 に 伴 う ス ポ ー ツmのmと水illを総持するため、複数合同部等の取組を促

進するとともに、設団体と 通 操 し生徒の =一ズに対応できる通動部活動を推進

する。

集 @ 望ましい大会通営のための0きかけ

? mク ラブ等と通操し、申? 高? 会にmク ラ ブ チ ー ム と し て の 8

加を認めるなどの部活動の学校体青と社開の一本化を0きかける。

【新Ia】 l' 中 体 連 、 高 体 連 、 高 理 に 対 し て 、 解 に 応 じ て 大 会 の 商 や 中 止 等 、

業歡な対応を行うことや、生徒や関係者の能に十分配意した運営について要

請する。また全国規程の主値団体it対し、上位大会の日程変更を含めた大能

営 の 在 り 方 を 前 す る よ う 0 き か け る 。

の 部 活 動 の 早 期 の 解 行 に 向 け て 、 県 が ll的に目治体に対してmの構

集を0きかけるとともit、指導者確保のための人材パンクの構集を行う。また、

休日の部活動をmに移行する際の開等を整理するとともに、指針を示し、生

徒のmが生じないよう努め、 子 ど も た ち が 多 を 抱 い て ス ポ ー ツ や 文 化 新

活動it打ち込むことができる体制の構集を前する。

@ 特別支最教青の推進

n 開 の あ る 通 生 徒 へ の 早 期 か ら の 一 貫 し た 教 育 支 最 ( 教 育 相 識 及 び 解 先

の決定等)の充実it努める。

l・ 小・申学校の特別ll数 の 理 を 国 る と と も に 、m指mの般置促進
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に努める。

t, ,,l 病院、在宅及び福il l施設等の能のある児重生提it対する前間教青を充実す

る o

目 小 ・ 申 学 校 等 に お い て 提 開 の あ る 通 生 徒 等 に 適 切 な 教 育 を 行 う た め

の校内文ll体制の充実を国る。

m 田 生 健 が 田 に 通 学 で き る よ う 、 適 正 な ス ク ー ル パ ス の 通 行 開 の 確 保 を

國る。̃ 校合や寄宿合の新化対策を計画的it進めるとともit、児重生提が能it応

じ て 行 動 で き る よ う 、 エ レ ベ ー タ ーの設置、スロープ・階段等の設備の改書を

配 す る 。

lト) IIL主ll児 期 の 開 教 青 i t つ い て 、 相i離制を充実する。

法) たんの吸引や経管栄養等の配的ケアが必要な田生徒が在婚する特別支l最

学校に着ii師配置の税を國る。

lリ) 特別通数の教青現場では、章いすの乗降時やトイレ介動時など、a員の

負 担 は 大 変 大 き い こ と か ら 、 体 の 動 き を サ ポ ー ト す る パ ワ ー ア シ ス ト ス ー ツ の

導 入 、 ll的 な 活 用 を 配 す る 。

※ に) 神 前 内 i t 新 設 す る ( 仮 称 ) 神 酒 特 別 通 数 i t つ い て は 、 そ の 開 校 ま で i t

十分な教員を確保し、田生健や田者が安心して学校生活を開始できるよう

環境を整える。

m 市町村it対し特別通教青文Ill員の配置it関する地;11交付8t措置の活用を使

すとともに、国に対して財政指置の拡充を0きかける。

【新a】 l9) 2027年4月に開校予定の(仮株)神酒特別支最学校においてll、 通 生

提が個性を青みながら成長し、構後も安心して地域で生活できるよう、現在

の度島特別支最学校の自立と社会参加に向けた取組を引き継ぐとともに、m
の産業や特産物を取り入れた新たな体験活動を検討する。

【新a】 0 )  県内唯一の市立学校として市が通営する日立特別通数は、開校から50

a地し、施設の老朽化対策として校合mを進めているが、指導面での

質の向上など激々な課題を抱えていることから、今後、県への移管を検討する

と と も it、教青環境の充実it向けM的it文選する。

@ 学校等施設における防災対策の田

n 学校施設の位の要全性を確保するため、現行一lfi量基準以前(昭和56年)

it建てられた構造物itついて、 構 化 を 配 す る 。

l' 学校施設はmにおける災書時の解となるものであり、大通換災書時に

おける選難所対応の初動体制や学校再開への手順等について、学校ごとに要全

管理のためのマ, ユアルを作成し、教a員atiltを通じて共通i機 を 国 る 。

01 学 校 に お け る 聞 保 の た め 、 施 般 の 改 善 を 国 る と と も に 、 学 校 と 能 の 通
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開 l、 教 llの 学 校 要 全 に 関 す る 研 修 及 び 通 生 徒 に 対 す る 防 配 な ど を

推進する。

〇 小・中学校における空き教室の有効利用

学 校 の 空 き 指 を 失 わ れ て ゆ くmの 民 俗 ・ 願 の 開 展 示 や 、 mの 生 解

習 前 ・ 福 tif活動のll点としての活用など地域it開かれた有効利用を国る。

@ 設生注の教'言1事境1を充実さ世るため、公如i、・中学校の適正配置を推進する

市町村の取り組みを通する。

前 合 を 行 う 際 の 教 青 環 境 のm和対策としての、教員の加配'P通E離通

学に対応したスクールパス等の通行補動などのmの充実を国る。

また、県立高校においてll、 生 田 の一に よ り 、 保i重者が申心となって運行

しているスクールパスの廳止がa念 さ れ る こ と か ら 、 今 後 の あ り 方 を 前 す る こ

と o

@ 通学組年eの引き下げに伴い、高等学校等におけるmや通学等に関する政治

的教基を青む教青の充実を国る。

〇 学校施設の老朽化対策等の事業を計画的に推進できるよう、補動対象の拡大、

補動率の引上t f 、補動単価の見直し等、財M の拡売を国に対し〇きかける。

〇 学校のmが進む一方で、学校は地域コミュ , テ ィ の 中 心 で も あ り 、a々な

機能を有していることから、小温前での取組事例集を作成するなどして、市町

村 がm田 と 共 に 行 う 小 規 樓 校 の 統 房 合 に つ い て の 検 討 と 、 開 す る こ と と 決

定した小規模校の希a的挑戰を文選する。

@ 通の経済力の差によらず、子どもたちが安心して学ぶことができるよう、経

済的な通を必要とする子どもたちの学びを支える。 ま た 、 解 的 理 由 に よ り 大

学進学をmす る こ と の な い よ う 、 用 自 の 始 付 型 變 学 金 の 導 入 を 前 す る 。

@ 県立学校の施設改修要望を踏まえた適切な総持管理に努めるとともに、施設の

事故対策に万全を期し、通生徒が要全・安心に学校生活を送れるよう、教育環

境 の 聞 i t 取 り 組 む 。

@ 県内公如j、中学校の夏季の学習mを改書するため、特別教室の空相設備設置

を ll的に推進する。

〇 成人年船の18aへの引き下げを見掘え、小中解の早い段階からの消費者教

青などに取り組む。

(2) 前 M の 推 進

本県における高等学校等進学率は99.0%であるものの、 大学等進学率は51.0%と

全国平均を下回っている。かつ高校生の中途退学率は1.8%である。さらに、非行

間国など高校教青が拉える田は多い。急被な社会構造の変化をみている今日、生

挂の真味・関,l、能力 ・道性、将来のm希望などが多裁化している。その生挂の
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個性や般力に応じて、 多激な解・科日の通択ができ、 それ'eれがもつ可般性を存

分it発i章で き る よ う な 教 青 シ ス テ ムや新しいタイプの高校一i くりは今日的時代の要

常であるといわなければならない。

〇 多部制定時制単位制高校、申高一貫教育校及びァクティプスクールを合め、高

校教青の充実と多a化を国る。

② 高 等 学 校 教 青 の 内 解 と 施 設 のmを推進する。

基使的・基本的な内容の定着を國るとともに、社会経ISIの変化に対応した教青

を造めるため、施設・設備の充実、学科の新設や適正配Eなど開に努める。

「 )  高校の施設設備のmに 努 め 、 校 合 ・ 体 青 館 ・ 部 室 ・ 更 造 ・ 教 青 相 能 ・

実習被などのmを進める。

l・ 専 門 高 校 i t お い て 、 産 業 界 と 配 し た 設 的 ・ 体 験 的 な 現 前 の 充 実 を 国

り、高いプロ意機を持つ事門性に特化した人材の青成に努める。

01 専門学科の通を進める。

o 産 業 構 造 の 変 化 や 前 新 の 進 展 i t 対 応 し て 学 科 の M を 進 め る と と も i t 、

事門学科の教青内容をより接さ世て、産業界の求める人材を青成する。

cl 魅力ある教育が展開できるよう施設mのmや教育内容の税に努める。

01 高 開 i t お け る 多aな生提の地it対応して、各学校の創意を生かした特

色ある学較:-i くりを推進する。

的 生徒の多激化に対応するため、国際教育の税、設につながる資格取得の

配 、 屋 前 や 離 関 理コ系大学等への進学の推進など、普通科等の特色化をさ

らに進める。̃ 専門教育の新を広く1果民に紹介し、専門教育に対する理解・性力を促し、-llの充実を国る。

lト1 県立高校のI C T機器の更新を進めるなど、教'l;構材の充実 一 活用に努める。

③ 総合学科の税と多激化を國る。

〇 高校itおける転・編入学体制を整える。

「 )  田者の転動等に伴う転入学や、帰国生解の編入学の受け入れを円滑にす

る o

(ii) 県立高校の再編整備itついては、生提の多a化や中学校率業者数の減少などを

踏まえ、教青効果が高まるよう、学料改1fi等を推進する。

@ 県立高校再編整備による学校のm利用・処分ll、学校設置のmや 院 市 町

村の意向を一it略まえて進める。

(i) 現行の県立高校入は制度について、社会の変化に対応できる前・前を商

で き る よ う 改 善 し 、 生 従 1 一 人 0 , と り を 激 々 な 流 か ら 開 で き る よ う 、 そ の 在 り

方 を 前 す る 。

〇 人口演少に伴,て小通制ヒする県立高校が県内各地で增えていることから、そ



の課題を踏まえた学校の適正規樓・適正配置をmの意向なども踏まえ、 全県的

i t 前 す る 。

(3) 高等学校や特別支選学校の率業予定者へのより積1極的
な 就:llttaの推進

(!) 生健の多様なm希 望 に 応 じ て 、 デ a ア ル シ ス テ ム や イ ン タ ー ン シ ッ プ な ど 地

域と 通 操 した開 の 設 を 活 用 し て キ ャ リ ア 教 育 の 税 を 國 る 。

(2) 集立特別通 統 ?生提の就労を文選するため、生結一人〇と り の 能や

進路希望に応じた現場実習を実施するなど、田導の充実を国る。

③ 比 較 的 設 な 知 的 開 の あ る 生 徒 が 増 加 し て い る こ と を 踏 ま え 、 将 来 の 社 会 的

自立it向けた設教青の充実を国る。

〇 高校生が主体的に流動を行えるよう、企業の意見や高校生の声、限の状

混を踏まえながら、検討会aの場で、1人1社制の在り方について間題提起する

と と も it、高校生の就開を文選する。

(4) 私学 (幼・小・中・高・専修学校) への助成拡売及び
大学の:lit'に ・ 設

(!) 私学Ci雄園、小・中・高校、事修学校)への動成拡充

n mや社会の追展に印した新しい教育や保a者負組の軽設び私立学校経営

の健全化を配するため、経常費補動金の確保を国る。

l' 経済的困務による授業料lit免指置が增加修l向にあることや、i気料金及び始

食 用 の M が 高 隆 し て い る こ と を 踏 ま え 、 私 学 経 営 を 圧 追 し な い よ う 配 を

講じる。

01 田 設 担 の 公 ・ 私 間 格 差 の 是 正 、 開 の 拡 充 を 国 る 。

目 教 llの資質向上を國るため、教l員M補動金の確保を國る。

的 私立効程園itおける能児教青の推進のため、特別通教能動の一llの充

実を国る。

o 特 別 通 教 育 で ll、早期の適切な通が重要であるが、本来ll通 を 必 要 と

していながら、現行の補動制度では文ll対itとならない動児が増えてきてい

ることから、例えば年度途中からの転入者であ,ても支最できるよう、制度

見直しを國る。

cl 会物アレルf一を拉える児重が増えているため、症状が重度の場合のみなら

ず、中程渡の者も国庫補動の対象とするよう、 また園内での自園相理の際の

アレルギー関連の食材の除去を行うなどの設負担も大きいことから、財政

文選 itついて国it0きかける。̃ 新 し い 産 業 社 会 に 対 応 で き る 人 材 を 青 成 す る た め の 解 数 ・mの教
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育内容の税や教育条件の維持向上を國るため、 運営費補動の税を國る。

lト) 私 学 i t お け る 構 ・ 就]lit対 策 の 配 を 国 る 。

② 大学・短大・事修学校のmび新設をmする。

③ 市町村において、保育所や公私立動稚目、認定こども目の情報共有などの連

換 強 化 の 配 i t 努 め る 。

5) 生選学智の推進

余Iaの拡大と高船社会の進行で、 多くの県民は 「生きがい」 としての学習の場を

求め、科学技術の発通や情報化・グローバル化の通は、絶えず新たな知験・技術

の習得を必要としている。このような学習ニーズll今 後 ま す ま す 高 ま る こ と が 配

ま れ る た め 、 生 開 の 基 盤 の 聞 と 充 実 を 進 め な く て は な ら な い 。

(!) 生通学習を総合的に推進する filL点施設のm
生 選i增の推進を國るために総合的施設をmし、併せて関通設の換能の向

上や活用を国る。

「 )  生 通 学 習 セ ン タ ーの機能を充実さ世る。特に各市町村の生通学習事業への支

量換能を拡売する。

l・ 県立国書館の情報ネットワークなど、国書館サービスの充実it努める。

o県内出身の文学・文統の願影と作品の国示、現代作象の創作活動を支l最

するため、近代文学館を併設する。

t, ,,l 国書館サービスのネットワークイl扱び利用日域の広域化を進めて国書館サー

ビ ス の 向 上 を 国 る な ど 、 県 民 の 税 の 充 実 に 努 め る 。

目 公民館等の市町村立生選i增施設のmを配するため、動成制度を創設す

る o

② 生通学習推進体制のm
? 学習活動の普及・税を國るため、県・市町村における推進体制の税に911

める。

cl 県各部・限び関係機関の施策を体系化し、一元的な展開を国る。

o 生開の活発化へのalを盛り上t f るため、 イ ーントを開催する。

o市町村の生開推進体制の充実を国り、生開の ま ち 一i くりを進める。

o 生 開mの'a 0 、 解 属 一 団体の青成を国る。特に女性団体 - P T A ・

子ども会など社会教育関係諸団体の育成指導に努める。

Ill 「いばらき子ども流活動n計画」に基一i き、子どもの読書活動をa構的

に推進する。

③ 指導者の確保と学習換会・mの 解 に よ る 活 動 の 展 開

n 体験活動を推進する指導者の基成・確保を国る。

l・ 社会教青主事・社会教青指導員の般置をmするとともに、社会教青施般の
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ll確保と専任化を進め、社会教育指導体制の税を國る。

t, ,,l 現代的課E対策調座など各種の数やll内容の充実を国る。

目 水戸生通学習センターが通用する生通学習情報提修t1ンステムの充実を国る。

的 書少年期・成人期・高e期や三世代の交流など、ライフステージに応じた活

動の展開を国る。̃ 各般にわたる国際交流・営力をm的に推進する。

lト) 特に生開 活動の一環として、社会参加活動・る種ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を 異

動する。

法) 子ども会活動等の指導者に対して、活動のためのボランティア休順が理めら

れるよう企業・公共換関等に做頼する。

lリ) 開かれた学校づくりを進めるため、学校・家民・地域社会が一日配した数

支最ボランティア等の制度化を推進する。

④ 「子どもいきいき目然体験フィールド100通」を活用するなど、目然とのふれ

あい'P野外体験活動の配を国る。

〇 i沙年活動の推進

n 書少年教育施設等において、特色ある体験活動設を実施し、書少年教育の

充実it努める。

l' 各 種 少 年 団 ・ 子 ど も 会 ・ 高 校 生 会 ( ジ a ニ ア ・ リ ー ダ ー ) 等 のi沙年団体を

育成する。

ti 地域の大人の統力を結集し、学校等を活用してmや取にi3け る ス ポ ー

ツや文化活動などの様々な体It活動や交流活動等の充実を通した子どもたちの

屠場所,・くりを推進する。

〇 体 験 学 習 の 田 で あ る ボ ー イ ス カ ウ ト の 活 動 は 、 た く ま し い 心やiかな心を育

成する上でaめ て 効 果 的 で あ る た め 、 ポ ー イ ス カ ゥ ト 日 本 連ll船i所有する高談ス

カ ウ ト フ ィ ー ル ド を 、 多 く の 書 少 年 の 心 身 を 最 え る 場 と し て 活 用 で き る よ う 、 子

ども会などの青少年団体it広報するなどM的it文選する。

(i) 家度教青・女性教青の充実を国る。

X e) 家庭教育支通の売実を国るため、「就学前教育・家庭教育推進事;建1等を実

施し、 0 aから18aまでの子をもつ開者i t対して、a々な換会を活用した家

度教青に関する学習機会や情報の解及び相般体制の充実に努める。

o特に保i重者への子育て通や、保育所・動稚目・認定こども目・学校行事へ

の参加を使す。

o企業の開向け家度教'的1座等の開設支最のために作成した用やゥ,プ

サ イ ト を 活 用 し 、 県 内 解 4 団 体 や 市 病 と 聞 し て 企 業 内 家 庭 教 育a座の

実施を文選す る こ と itよ り 、通青の充実it努める。

oa‘動児」taからの情操の発通を動長する青児やしっけについての学習田を作
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成し、 指導・相識等を拡売する。

o開者や子どもからの相設it対応している子どもの教青相IE及び子どもホッ

トラインの充実を国る。

o学校や家llにおいて「早lll早起き朝ごllん 」 な ど 、 識 l ll正しい生活習償の重

理 を 啓 発 す る 。

に1 地域の人材を活用した家度教青を支Illする団体等について、「通教青支選

チ ー ム 」 ( 文 部 科 学 省 ) と し て の 設 を 促 し 、 訪 間 型 の 構 育 へ の 通 な ど 、

地域で文える通青の文ll体制を構集する。

01 家度教青に関するm を開催し、mにおける家度教青を支最する人

材の育成を國る。

t::i 女性教青の充実を図るとともに、男女共同参画・女性aの 推aに寄与する。

〇 エイズ、交通事故、m ・消費問題に対応した学習活動の推進

生 選i增・社会教育等あらゆる設を通じ、正しい認識を操めるための学習活

動を推進する。

o H I v感染者が社会生活の中で温かく迎え入れられるよう、社会環境の口成

に努める。

(11) 県 民 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン 活 動 の 願

「 )  広 域 ス ポ ー ツ セ ン タ ー事業を推進し、総合mスポーツクラブの質的充実

を國る。

同 「 ニ ュ ー い ば ら き い き い き ス ポ ー ツ d a y l」や県民総合体育大会などの開値

を通して、mのスポーツ活動の活性化に努め、スポーツ人口の增大を国る。

01 動 児 か ら 高 能 ま で 、 ラ イ フ ス テ ー ジ に 応 じ た ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン

活動の充実を国るため、スポーツ少年団の青成とともit、フ, ミ リ ー ス ポ ー ッ

や ニ a ー スポーツの推進に努める。

目 生 選 ス ポ ー ツ 指 導 者 の 基 成 を 國 る と と も に 、 ス ポ ー ツ リ ー ダ ー,f ン ク 活 用 の

推進it努める。

m ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン関係始団体の青成独化を国る。

0 1果民のB土に対する設と 持 り を操めるため、水戸生開 セ ン タ ー と1込造ta
が 配 し 、 表 限 の 持 る ぺ き 歴 史 ' P 先 人 た ち の 設 i t 関 す る 通 を 日 本i始 の 弘

道 館 を M に 明 般 す る 。

6) スポーツの:ilia
(!) ス ポ ー ツ 競 技 力 の 向 上 と 国 際 開 書 を 国 る た め 、  外国とのスポーツ交流を国

る o

(2) 社 田 設 の 聞

M) 登松・堀原m公團など県営体青施般の総合的なMを進める。
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o通年利用が可能なスケートリンク専用施設のmを進める。

o 野 球 場 等 公 式 試 合 の で き る 開 を 聞 す る 。

l' 学校体青施設の明放をmす る と と も に 、 ク ラ ブ ハ ウ ス ・ 夜 間 照 明 施 設 な ど

をmする。また、県立学校の通動施設について、少人数競tt の 田 や M 化

を見掘えた活用を前する。

01 市町村の社会体青施設のm (河川数の活用等)を推進する。

X ③ ス ポ ー ッ イ ーントの開催や、合宿・キャンプのl藤it等、mを活用したス

ポ ー ッ ッ ー リ:''ムをM的it推進し、インバウンドも含めた人的交流の活性化を

国 る ほ か 、 本 県 の イ メ ー ジ ア ッ プ やm設の活用田にもつながるよう、特定

の 設 や タ ー ゲ ッ ト 等 を 明 確 に す る な ど 、 戰Ie的 に 構 開 を 國 る 。

〇 県 内 の サ ッ カ ー や パ ス ケ ッ ト ポ ー ル な ど の プ ロ チ ー ム と 配 し 、  ト ッ プ ア ス リ ー

ト と の 交 流 を 通 じ て 県 民 の 開 進 や チ ー ム の ll強化を国る。

7) l・展t化のa造 と :ilia
県民の多形様な文化ニーズに適切に対応するため、 全 県 的 な 解 に 立 , て 文 化

施 設 等 の 税 を 國 り 、 市 町 村 の 施 設 ・ 設 備 を 税 さ せ 領 的 な 聞 を 國 る 。 ま た 、

文イ随設itおける内容の充実を国ることが必要である。

(!) 県民文化の創造と取に向けた、mイmの展開

n 1果民の文化意識高科と文化活動を配するため、mの 解 に 努 め る 。

l・ 長統的な行事、民構能などの長統文化の離承及び発展を国る。

01 開などの開催により県民の文化活動の充実や文イ陵流の田を国る。

01 解 導 の 研 修 会 な ど 、 mに お け る 姜tEr分野の指導者を育成する。

的 文化財の発堀't,t時、新化した文化財の修理、防災設備の更新など、文化

財の保存・活用に努める。̃ 新化した1果指定文化財の地等について、専門家の診新、修理補修強化

を推進する。

I t) 茨 城 県 文 化 開u及び茨城県文化振真計画に基づき、茨城県文化振真基金

の 活 用 等 を 合 め 、 文 化 解 の 総 合 的 か つ 計 画 的 な 推 進 を 國 る 。

Pl 市町村itよ る ア ー ト を 活 用 し た 特 色 あ る ま ち 一i く り を文選する。

② 文化関係始団体の青成独化

n 1果民の目主的・個性的な文化活動に対し、いばらき文化田財団による動成

を行う。

01 市町村文化随会のal断的組総の設置を能し、文化芸術国体等とのネットワー

ク 化 、 新 文 化 活 動 へ の 通 開 lを強化する。

〇 I T・広m流 時 代 i t 合 , た 県 取 化 セ ン タ ー の 聞

a 県 民 の 文 化 ・ 新 ・ 業 能 な ど の 創 造 ・ 交 流 及 び llのMとして事Pi性の高
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い施設とする。

l・ 市町村の文イ随設とのネットワーク化を国る。

〇 県立美編館の各種事業の充実と県民に組しまれる美lf総 i く り

n 近代美術館で国内外のaれた作家・作品の配会を開催、aれ た 美 解 品 の

計画的な収集をm的it国,ていく。

l' 近代美術館の所蔵品のデジタル画像化に取り組a、 ホ ー ム ペ ー ジ で 画 像 を 含

む所a品mを識でも手軽に関覧できるよう、mの 解 に 努 め る 。

さらit、県所日美術品の画設し出しitついて、有償化すれば安定的な収入

が 得 ら れ 、 画 開 サ ー ビ ス の 接 が 国 ら れ る た め 、 民 間 も 有 償 で 使 用 で き る

制度について調査検討する。

t, ,,l つくば美術館のB現の聞と効果的な通営を国る。

目 五清美術館の天心関係用の収集を国るとともに、現代作象の創作活動を支

量する。

引き続き、企画展の充実it取り組む。

〇 ミaージアムパーク茨城県自然博物館の各種活動の充実等に努め、自然につい

ての理解を操めるとともに、魅力向上の取り組みを推進する。

〇 表 限 商 設 構 の 各 種 事 業 の 充 実 i t 努 め 、 県 内 商 妻 の 能 の 向 上 を 国 る 。

(i) 県mを法とした歴史系の総合ン'ー ン のmに努め、文化・歴史を活用し

た県の魅力発信にll的に取り組むとともに、増大する公文書資料の整理・保存

を 国 る た め 、 設 公 文 書 等 の 管 理 デ ー タ ペ ー ス の 開 能 の 充 実 強 化 等 、 公 文 書

開能の充実を国る。

〇 学校・設・地域が通して子どもたちの豊かな能を育むため、1果立美術館・

開 館 が 前 文 イ 随 設 のll点としてM的i t活用される環境づくりをより一ll 推

進する。

@ 旧 境 波 海 地 監 司 領 庁 合 を 保 存 し 、 精 の 設 を 構 さ せ る 取 り 組 み を 継

続する。

〇 関係市による茨城県のllな 開 で あ る tヶ清の解lき船の歴史的・民俗

的価値の調査・記録に対して支通・fa力し、今後の保存・活用に向けた取り組みを

進める。

Iii) 多くの市町村)的i:イ附開用地ti計画を作成できるよう、計画の効果やメリッ

トを説明するとともに、市町村が設置する地l重計画作成Ba会に參加し、動言を

行 う な ど し て支通す る 。
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6. 国内有数の農業,県として元気な
を一●発展させる

わが国の農林水産業を取り8く情勢は、 高船化や担い手不足、 實材

信格等の高Eなど、経営構は厳しい状况にあり、また、国際的には、

T P P協定等により急通なグローバル化の造展が予想される。

一方、 カ ロ リ ーベースの全料自船率は主要先進国の中で最低水準の

33%と依然低い状況にあり、食料安全保障の観点から、より高い水

準を目指していくことが求められている。

国においては、「農林水産業 ・地域の活力創造プラン」や、「食料・

設・農村基本計画」に基づき、若者たちが希望を持てる「強い農業」

と「美しく活力ある晨村」の創出に向けて施策を展l;a している。

このような中、表城原においては、経営感覚に優れた農業経営者の

育成を進めるとともに、農地の集積・集約化やI C T等の新技術の導

入による生産性の向上、プランドイtや6次産業化などによる付加価値

の向上により、「器かる農業」を実現することとしており、こうした取

組を今後一層推進していくことが必要である。

林業については、表林湖沼環境税を活用し、通正な表林整備と表林

資演の循環利用を推進し、 表林の公益的構能の持義的発郷とカーボン

ニュートラルの実現を目指していく必要がある。水産業については、

生産性の向上や所得增大に向けた取組を進め、 そ の 前 提 と な る つ く り

育て管理する漁業や漁港などの生産基盤の整備を推進するほか、養殖

設 の 創 出 に 取 り 組 る 、  水設の成長産業化を国る。

これら農林水産業を次の世代にしっかりと引き推いでいけるよう、

万金を期していかなければならない。

1) 解力のあるa.、産地': ;く り とHf売戦略の強化

(i) 本 県 設 の 願

「 )  茨城農業の取を国るため、 I C T 等 を 活 用 し た ス マ ー ト 農 業 や 能 物 の ブ

ラ ン ド 力 強 化 、 国 内 外 へ の 開 に チ ャ レ ン ジ す るmあ る 産 地 や 解 体

を文llする。

※ l' 開 障 の 観 点 か ら 、 生 産 者 の 経 営 安 定 の 確 保 を 前 提 に 、 本 県 設 の 持

競的な発展に資する]Ill組を推進し、県産e書産物の増産と食料目始率の向上対

登it取り組む。
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01 レンコン等、 各産地を維持発展させるため、 mや 作 物 の 能 に 応 じ たe業

願 i t 取 り 組 む 。

② 能 物 の ブ ラ ン ド 化 とj 器
n 国内の米消費の減少が機く申、米の・出 配 に よ る 新 た な・要開;fを進める。

同 市場取引の大型化に対応するため、個別能9田の再l日・統合を造め、

出荷単位の量を拡大し、青果物等の統力を独化する。

tl e業団体等と 通 操 し、m設物m開本部が行う首都日での県産

能物の売り込み活動やP R活動を充実する。

目 加工された能物の始出についても、その始出可能性を探るため、国内外の

食品加工;建者などの =一ズの極に努める。

〇 本県設を文える担い手の確保・青成

「 )  理定H集者数の拡大と解営農の配化を推進し、構造改革が通れている土

地利用理の担い手の確保・育成を國る。

また、集落営aの組;St化'P集落営e組;Stの経営発展it向けた取り組みit対し

て支最策を購じる。

X l? 認定e業者や高e化 ・ 設 化 に 対 応 す るll 購営m、 サ ー ビ ス 設 体 を 支

愛 す る と と も i t 、 地 域 計 画 の 実 行 i t あ た , て は 、 通 者 を 地 域 の 中 心 と な

る経営体と位置づけ、力独いila部i造-iづくりを進める。

01 新規就e者育成総合対策等についてll、 m的 で 安 定 し た 通 が 必 要 で あ る

こ と か ら 、一な 開 を 確 保 す る 。 ま た 、 配 者 の 半 数 を 占 め る 開

への支最を独化する。

目 申 法 と な る 設 M 者 、 新 規 就e者などに対し、研修制度の活用や地のた

めの無利子資金の確関i tより、通しゃすい環境づくりを推進する。

また、就農相般のワンストップ法口を設置し、通準備から定着まで一iし

た 通 を 國 る と と も に 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 に よ るmの魅力発信及びオンラ

インも活用した通相設対応itより、県内外の通希ヨ者の呼び込みの強化を

国る。さらに、経解が済んだ、もしくは新通就農から相当経営年数がある

4 0 、  50職代の将来申法となるe業 者 の 通 を 強 化 す る 。 解 設 の 解 や

無 利 子 願 の レーレ か ら 、 能 張 や 、 注 人 化 なmを拡大強化する場合は、

ワ ン ス ト ッ プ 相 能 口 の 開 設 を 推 進 す る 。

的 開 に お け る 経 営 に 関 す る 設 的 な 教 育 ・ 研 修 内 容 の 税 強 化 や 学 生

の集内通の文選を 国 る と と も it、設高校'fia象、 民 間 企 業 と の 配 を 強 化

する。

〇 地域ぐるみ(市町村・eB・農業団体・書少年組機・学校)で、設への理解

とM者及び青年a業者組;Stの青成強化を進める。

I t) 新通参入者等に対する市町村や農業団体等の受け入れ体制のMをmし、
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体系的なe業 技 新 習 得 の 設 を 解 す る と と も に 、  開 や 施 設 のmな ど の 支

動t努める。

法) 結かる農業を実現する独い経営体を青成するため、農業参入を希望する企業

の 設 や 參 入 後 の 規mへ の 通 を 行 う と と も に 、 參 M 業 や 設 法 人 等 へ

の目用通の促進と人材青成を造めるため、m就 農 ll」 の 開 と 活 用 を

推進する。

lリ) e業分野における労〇力を安定的に確保できるよう、e業団体等と 通 操 した

労0ヵ確保の仕組み一i く り を 配 す る 。 ま た 、 在 留 資 格 「 特 定lit能」など、a
業分野において外国人材を労0者として活用できるよう、受入れ体制のmを

進める。

に) 配 者 や 定 現a者の技tti等のm i t つ い て 、 い ば ら き 営 設 の 開 講 と

ともに、mで 開 催 す る 営 農 能 と のnを推進し、効果的な支最を国る。

的 e業 の 現 場 に 開 者 の 解 を 促 す た め に 、e林水産省が水戸市のe林水産研

修所つくば館水戸ほ場内に設けた農福配関係施Et等を活用して、より一日

「農相n」の取組を推進する。

l9) aれた解感覚と技tEr力を備えた強い経営者を育成する「いばらきe業 ア カ

デミー」をより多くの方it受講してもらうため、受講しゃすい環境整備it努め

る o

④ e業・e村の担い手として活国できる女性e業者の育成

n 地 域 を リ ー ド す る 通 者 を 青 成 し 、a村it関する方針策定への女性の〇

画 を 推 進 す る た め 、 農 解 リ ー ダ ーの青成や農業関係書01会委員への女性の

登用などを推進する。

l・ a開 i t 設 ・ 能 加コ技tti等のmの 場 を 解 す る と と も i t 、 能 加 工

グループの起業化や家旗経営日定の開を推進し、農業経営に主体的に取り

組む女性e業者を育成する。

(ii) 水国の有効活用の推進

「 )  米 価 の 安 定 を 国 る と と も に 、 稲 作 能 が 前 を 持 , て 取 り 組 め る よ う 安 定 し

た 通 制 度 を 税 す る よ う 、 国 に 〇 き か け る 。 ま た 、 米 価 の F落が米e家の生

産 前 i t 大 き な 影 響 を 与 え て い る 。 能 定 の た め 、 非 会 用 米 や 表 ・ 大 豆 な ど

への支最を拡充するほか、米の需要拡大を国に対して前に0きかける。

l可 i iや大i、そば、新規It要米に加え、野菜などの高!t姓作物への転換と生産

拡大を国るため、必要なm設 の 聞 を文選す る と と も it、収量・品質向上

や新者との直接取引のmに 向 け た 取 組 を 進 め 、 水 田 設 の 解 を 國 る 。

また、赤かび病に程病した表の流通を未然に防ぐため、 19剤散布による適期防

除 を 能 す る と と も に 、 効 果 的 な 防 除 が で き る よ う 集 荷 団 体 や 設 者 と 病 書 虫

発生状况を共有する。

- 12 4-



01 近年、 気 前 に よ る 夏 季 の 高 温 等 の M か ら 、  米の品質低下が間題となっ

ている。 このため、高温の影響を少しでも選和できる水管理等の基本技ttrの被

Eに加え、 高温能にすぐれた品種の明発を進める。

目 本県が全国に持るカンシ・の生産で最も書成すべきサッマイモa病をllじ

め 、 イ ネa新及びレンコン黒皮症itついては、防除対策の周知や地域ぐる

aでの取組の推進等により対策の充実を国る。

【新a】 的 本県の水田e業の方向性を検討するに当たってll、 1 0  0第規樓の経営体だ

け で な く 、 規 能 i t 前 的 な 中 小 規 程 の 経 営 体 i t も:患点を当てることが重要

と考える。温解大に意教的な経営体が徐々に面積を広げていくことで、様々

な知識やmを着み重Ia な が ら 、 大 規 樓 経 営 に 前 で き る ノ ウ ハ ウ が 增 わ れ る

と 考 え る 。 こ の よ う な 視 点 i t も llするよう強く要ヨする。

l重) 解力のある高品質・低コスト農業の推進

n 低 コ ス トe業の実現に向けて、e地 の M 集 約 化 、  I CT等の新技tErの活

用、新品種の青成や本県オリジナル品種の能等をM的it推進する。

l' 市町村、農業委員会による能等の利用の能化活動や能中間管理機構に

よ るe地 の 地 な ど を 一 属 配 し 、 担 い 手 に 対 す るe地利用Mを推進する。

また、a外からの多aな 担 い 手 i t よ る 設 参 入 やa観itよる直接ilHy i i を 配

し 、 能 のm的利活用を推進する。

さらに、e地申間管理事;建を推進するため、事務処理期間の配に向けて、

税 き の 効 率 化 、 置 業 化 を 国 る と と も i t 、 願 の 確 保 を 要 ヨ す る 。

01 地 ll用mの担い手の所得確保と地ll用 率 向 上 の た め 、 m作のも

と高品質・低コストな表・大iの産地化を推進する。

? 土a?新it基一i く 効 率 的 簡や局所簡の導入、たい1t1等有Ia物資源の利活

用を田するなど!l !1料コストの配を国るとともに、高品質な農作物の生産に

向 け て 、 開 聞 を 基 本 と し た 土 づ く り 活 動 を 推 進 す る 。 ま た 、!E料成分の的

確な分析、公表を行う。

m 畑地におけるaRt作 作 物 、 地 ll用型作物としてt要な表・大ii ・ そ ば ・ 前

生等の作付拡大と品質向上を國るとともに、「境波落花生」「常mそば」等の能

相化を推進する。̃ 農業就業人口の演少や高解化、水田経営をはじめとする農業経営の大通換化

が進む申、経営の効率化、作;建の省力化・酸i化等を進め、生産性を高めるた

め、生産現場でのI CTやロボット技tti等の先端技ttrを 活 用 し た ス マ ー ト 設

を推進する。

lト) I CTやロボット技tEl等の先J職itErを 活 用 し た ス マ ー トe業 の 導 入 に よ っ て

得られた成果'P、費用対効果などit関 す る 情 報 を 、 よ り 多 く の設者へ速やか

に 分 か り や す く 提0tし、白ら判断できる:Eli組を進めるとともに、その役割を担
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う人材を育成する。

al 設 由 来 の 廳 プ ラ ス チ ッ ク の リ サ イ ク ル を 行 う 県 園 妻 リ サ イ ク ル セ ン タ ー の

通 営 経 費 に つ い て 、 農 業 用 プ ラ ス チ ッ ク を 統 す る 開 材 統 業 者 等 に も 負

担を求めるなど、性力体制を税し、e家の負配加の抑制に努める。 また、

近 前 す る 前 ビ ,ールをMから受け入れることで、事業収入の増加を

国るとともに、必要な施設の総持に努め、農業由来の院プラスチックの適i]li処

理を確保する。さらに、e業由来の院プラスチックの部出抑制を國るための生

m性 フ ィ ル ム や 、 長 期 使 用 の で き る 被mフ ィ ル ム の 能 へ の 普 及 推 進 を 国

る 。 併 世 て 、 国 に 対 し て 、 農 業 由 来 の 院 プ ラ ス チ ッ ク の リ サ イ ク ル 構 がe金

に確保できるよう、プラスチック製造業者や配業者が部出処分に貴任を持つ

制度の創設を0きかける。

(i) 生 産 ・ 統 の 戦'llを有した産地づくり

n 本 県 能 出 額 の 約 半 分 を 占 め る 目 地 門 に つ い て ll、 マ ー ケ ッ ト イ ン の 視

点 を も と it青果物の品質向上をはじめ、生産・品質flit基一iいた差別化商品

の明発、市構等による新品日の導入や加工・業if向け野菜等のm大、

担い手の確保・育成などに取り組み、配力等の強化に:意8t的な生産集団を支

愛し、ブランド化等itよる革新的な産地の青成を国る。

l' 統力等の独化を国るため生産組差tの再lfi ・義合や、市場御売会社等とll

した新たな品日設による産地,・くりを推進する。また、本県で開発したオリ

ジナル品種を活用したブランド化の推進や、 G  I (地理的新)など知的財産

制度等の活用による地域ブランド数づくりを関係構関が一体とな,て造める。

tl 野菜の低コスト生産をmするn化一貫体系や、実?者=一ズに基,・いた

高品質な青果物を年間を通して安定的itmできる体制を確立するため、必要

な 開 ・ 施 設 のmを推進し、解力のある園芸産地を青成する。

目 国内外において・要が拡大しているかんしょ等の目姜作物について、地tt外

の担い手や設への参入意向のある企業の設など、市町村の枠を超えたa地

相 整 を 行 い な が ら 、 や る 気 の あ る 担 い 手 へ の 開 を 国 る と と も に 、 生 産 者

と 実・者とのマッチングを一体的に進め、 さ ら に 新 た な・要を開拓するなどの

mitよ,て 、 規? を文選 し、生産温興it取り組む。

m 干し芋のm大に向けて、前日での商般会や海外バイヤー招構など商酸

の設の解を行い、新たに干し芋の加工販売に取り組むe業者に対し、 きめ

細かな文選を行,ていく。̃ 施設園芸産地に対し、始油価格高隆の影・を受けにくい経営への転換を推進

するため、省エネルギー? の導入を通するほか、? 価格高?時に補 出 t

を 交 付 す る セ ー フ テ ィ ネ ッ ト へ の 加 入 配 を 国 る と と も i t 、 恒 久 的 な 制 度 と し

て 位 置 付 け る よ う 国 に 強 く 〇 き か け る 。
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lト) 高品質な書果物を安定的に1表l合するため、 国営e業水利事i建等で確保した畑

地かんがい用水を活用した新産地の青成を推進する。

法) コ ギ ク 、 グ ラ ジ オ ラ ス 、 バ ラ な ど の 切 り 花 、 シ ク ラ メ ン な ど の 前 、 ハ ナ モ

モなどの技物や芝など花き生産の一属の拡大を國るため、生産組aの強化や花

き 能 の 解 定 の た め の 省 力 能 、 施 設 の 導 入 な ど 生 産 基 盤 の 聞 を 推 進 す

る。また、関係団体等とnを独化し、新たな技術の開発や需要拡大に向けた

花育の普及、PR活動等を推進する。

lリ) 用t中山間地域の環境条件P地域資源を活用した技物産地を青成するため、

高品質・安定生産に向けた技術支最を行う。

ll 用 産 地 の 活 性 化 を 図 る た め 、 生 産 体 制 の 整 解 と 高 口 設 解 を 進 め る 。

特it補動事業の活用 11:よる県オリジナル品種など新品種の導入や改植、多目的

防Mなどの整備支最や病書虫構を進める。

的 茶・たばこ等特用作物の生産基盤の確立と生産性向上を國るため、生産管理

用 能 ・ 施 設 の 整 削l進'P生産団体が開値する共進会等への文選を行う。

〇 特かる書産経営体の青成と本県書産業を取するため、生産性の向上や温解

大、経営・f禮管理技tErの高度化等によるmの高い経営体の育成、・M 料

it做存しないより強い書産m体へのa 長期的な視点it基一i く 能 構 産 物 の

更なる高簡値化やブランド化を推造する。また、消費者の信alに応える安全・

安 心 な 書 産 物 を 安 定 保 す る た め 、 飼 新 生 管 理 基 準 の 選 能 を 書 産 能 に 指

導するととも i t、書産mi t大きな影響を及ぼす家書長願の発生子防とまん延

防止に向けた防疫対策を購じる。さらに、象書排世つ物の適ill処理とi国l!1等の有

効利用を進め、環境と調和した書産業を確立する。

n 生産基盤の強化

o 書 産 能 とmの関係者が一体 と な , て 行 う 経 能 解 大 や 法 人 化 を 進 め る

と と も に 、 簡 易 提 の 聞 や 解 者 解 承 し た 書 合 の 改 修 等 を 行 い 、

mの強化を国るmを文選する。

o 略 能 へ の 高 前 な Ia 用難牛の導入によるm牛の確保や新卵移値の活用

を配し、申法的な担い手の育成及び生a生産体制の強化を國るほか、接

業並の体日確保や労0ヵ不足解消it向 け た 方 策 の 前 を 進 め 、 複 離者や開

就農者の確保を国る。

o 和 牛 構 の 規mや常ti牛指定生産者への繁殖購牛導入による一貫経

営 化 、 能 印 のi船 体 制 の 強 化 や 開 解 の 活 用 配 、 担 い 手 の 青 成 等 i t

より県内にmな 配 牛 群 をmし、子牛生産からE青まで、県内で一;i

した高品質な和牛の生産体制を税する。

※ o配合制Sti1確法定対策の推進と飼料用相等の利用配、外部受組El;St'PilHyii

m等 の 活 用 を 進 め る と と も に 、 食 品 残 解 の 未 利 用 開 の 利 用 拡 大 や 牧
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章 や 子 地 ト ウ モ ロ コ シ 等 の 生 産 拡 大 を 國 る こ と で 、  ・M 料 に 頼 ら な い 飼

料生産基盤it立脚した書産mの実現を国る。

集 o書産経営体の更なる技術力向上や経営の安定化、担い手確保のため、人工授

精 師 構 習 会 や 前 牛 入 門 設 の 開 催 、 書 産 解 導 の 実 施 、 新 技 t Erの開発

と普及を国り、解力の高い経営体を青成する。

l' 書 産 物 の ブ ラ ン ド 力 独 化 や 配

X o 県 オ リ ジ ナ ル llの開発・利用等による「常監牛」、「ローズポーク」、「常E

の llき」、「典久慈しoも」等の一llのブランド力'P地産地消の取り組み強化

を 国 る と と も に 、 能 構 産 物 を 取 り 扱 う 統 店 や 飲it店の一属の拡大やP R

等 に よ る イ メ ー ジ ア ッ プ と 販 売 促 進 を 國 る 。

※ o 「常解」の高値取引などにより内用牛農家の所得が向上するよう、「常豐

牛健」の生産拡大やブランド力強化に取組むとともに、常陸牛について、

アメリカや東南アジアへの・出拡大を推進する。

o 豚 に つ い て は 、 デ ュ o ツ ク 種 系 統 ほ 「 ロ ー ズ D 1」を活用した0割1111原「常豐

の11き」の知名度向上と生産・m大を推進する。

o ミ ル ク ス タ ン ド 、 統 一 ロ ゴ 等 を 活 用 し た 本 県 産a ・a製品のP Rのほか、

aの 日 や M 間 を 通 し 、 路aへの理解a成'P牛事L・m品の消費mを

推進する。

o共進会等の開催によるさらなる品質向上や流通販売対策を通する。

cl 期l itついては、生産量日本一のP Rを行うなど消費mを推進する。

01 高 病 原 開 イ ン フ ル エ ン ザ 、 口 開 やm業書伝染病の侵入防止のため、

風新生管理基準選守を推進するとともに、万が一の発生にillえ、危換管理体

制の充実を国る。

目 書産環境対策の充実

c1iitiall線書部せっ物利用m計画に基,・く家書部せっ物の適1];処 理 と 配 化

を進め、資源橋理書産を推進する。

cl 家書排世つ物のエネルギー利 用 な ど の 前 や 前 地 ・ 流 通 に 必 要 と な

る 施 設 整 備 の 通 な ど に よ り 、 広 開 を 推 進 す る 。

o 地 の 重 ヶ 統 域 か ら 流mへの流通01進等itよる開負荷削減対策を強化

し 、 tヶ清、北清などの水質静化を推進する。

m 「m食内流通合理化計画」及び「食内センター配に向けた基本的考え

方」it基一iき、高品質で經な会内を理で き る よ う 会 内 セ ン タ ー の 再 編 等 整

備を施設関係者、生産者、it肉流通関係者一体 と な , て 進 め る 。

@ 食の要全・安心の確保

会の經・安心の確保it関する構を総合的かつ計画的it推進し、県民の生命

及 び 能 を 用 す る と と も に 、 消 費 者 の 開 を 確 保 す る 。
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n 食品等事;建者に対して解順守前の向上を促すとともに、 開 設 や 食 品

新 の 開 指 導 の 強 化 を 国 る 。 ま た 、 国 や 他 自 治 体 と 配 し た 効 率 的 か つ 効 果

的な始入it品のm を実施し、県内に流通するll入農産物やll入加工it品
の要全確保の税・強化を國る。

o 聞 防 止 な ど 田 確 保 のii点 か ら 、 能 の 通 商 の 能 を 国 る 。

cl 農 作 物 の 解 を 確 保 す る た め 、m 等不適切な農ii的i流通し、使用

さ れ る こ と の な い よ う 、 解 業 者 に 対 す る 立 入 調 査 を 実 施 す る 。

cl 登録a薬の少ない地域特産物の生産安定を国るため、田のための試験

を行い、適用拡大を国る。

o 能 物 等 の 残 留m をm的 に 実 施 し 、 そ の 解 果 を 1 果 民 に 分 り

やすく公表する。

o消費者が安心して本県の能物を購入できるよう、生産者に対し設につい

ての正しい知識・mの 解 に 努 め る と と も に 、 設 の 適 正 な 配 に つ い て

能 を 行 う 前 商 ア ド バ イ ザ ー を 青 成 し 、 能 物 の 經 を 確 保 す る 。

また、GAP(農業生産工程管理)やトレーサビリティの:Eli組を促進する。

l?m食の要全・安心推進条例に基,・き、要全・安心な食品の生産及t;1表ltl

i t寄与するため、実効性のある総合的な会の經・安心構を推進する。

0 itと農の? 動の推進

n 市開や関係団体との聞を国り、学開への地tS産物の導入を促進する。

o? への集産? の安定開 を文選する。

l? 県民のi tに対する関心の高まりに応えるため、県内で生産された農林水産物

を1果民に差1書を持つて消費してもらえるよう、民間企業や市mと? して県

産 品 の 開 ・ P  Rit取り組む。

01 県 産 品 の 配 ・ P R の 取 り 組aが、県産農林水産物の消費拡大のaな ら

ず 、 能 客 の 設 や 県 の 魅 力 度 向 上 に つ な が る よ う 、 部 局 間 の 聞 を こ れ ま で

以上it強化していくとともit、取り組みの内容の充実を国る。

目 県民が新鮮な県産能物を能に入手できるよう、県内mや直売施設へ

の 保mを 配 す る 。

的 会やaへの県民の理解'P日本型会生活の普及を国る。

o 子 ど も たちのi t生活のt全化や、 自分通のitべ物 とm との関係を知る

食育を推進するため、 子どもたちに対し収種体験などを通した食e教育や食

青 推 進 ボ ラ ン テ ィ ア i t よ る 普 及 開 前 を 推 進 す る 。

Iii) m田 の 普 及 啓 発 と 支 最 策 の 充 実

n 特 別 経 能 物 及 び 解 物 の 作 付 拡 大 を 國 る と と も に 、 消 費 者 へ の P  R

を進める。

l・ 天段・フェロモン・対流l置物の利用など、生物的防除や田法の改善による
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環 境 に や さ し い 開 の 確 立 と 普 及 を 推 進 す る 。

t, ,,l 環境保全対策として水国の持つ制ヒ換能を活用するとともit、 適 正 な 簡 管

理 技 術 の 能 な ど に よ り 、 tヶ清、北清などの水質静化を国る。

目 化学!E料・化学合成e集 を 原 則 5 割 以 上 配 す る ]Ill組 と 合 わ せ 、 配 等 の 作

付 け i t よ り 、mの防止・地力の増強it努めるとともit、地球温暖化防止や生

物多裁性保全に効果の高い営農活動を支最する。

m 温室効果がスの都出削ii量 ・ 吸 M を 国 が 認 証 し 取 引 を 可 能 と す る J ク レ

ジ ッ ト 制 度 で は 、a構 者 は ク レ ジ ッ ト の 院 i t よ る 収 入 を 期 待 で き る こ と か

ら、制度のm的 な 周 知 と 活 用 田 に 努 め る 。 例 え ば 、 県 と し て 、 簡 能 に

お い て 設 者 が 取 り 組 み や す い 「m」 が J ク レ ジ ッ ト 制 度 の 対 象 に 追 加 さ

れるよう、国itし,かりと要ヨするとともi t、希ヨする事業者it対しては、値

義な手続きや期i負担が活用の妨ifにならないような多面的なサポートを購じる。

〇 開 や 解 進 物 に よ る 被 害 へ の 対 策

n ィノシシi tついては、 Ia業被書等が拡大している地域があることから、被書

対策の取組を独化する。また、アライグマなどの中型歡についても被書対策を

実施する。

l? 生息動向等のデータit基一i いたll入防止柵の配 や 選言 帯 の 聞 な ど 、 総 合

的 な W 防mを購じる。

01 ィ ノ シ シ の 地 の 適 正 化 及 び 田 の 拡 大 防 止 の た め 、 市 病 や 施 会

等と配した有書1l iett能lなどの対策を強化する。

目 tヶ清周辺における水島によるレンコンWを防止するため、実想を解明す

る と と も に 、 目 然mに 配 意 し た 被 害 防 解 を 器 じ る 。

的 前 減 、 地 域 の 所 得 向 上 、 解 の 増 進 の た め 、 ジ ビ エ や 度 の 加 工 品 の

利活用を田する。

? 一 ホンジカについて第? 開計画に基,・き情報収集等を行うとと

も i t 、 子 前 を 推 進 す る な ど , ホ ン ジ カ の 構 を 配 す る 。

I t) 有書期大被書対策として、人材青成や配づくりを前するとともに、指選

活 動 に 係 る 設 に つ い て 、 財 配 を 拡 売 す る 。

al 高船化等itより減少している開を確保・青成し、捕選体制の船持を国,

ていくため、担い手となる新通湖構も含む持構の経済的負担を9演する取

り組みを拡売する。

lリ) 本県のイノシシ内は、原子力災書対策特別措置法の規定itより出:商刷限中で

あ る が 、 県 が 実 施 し て い る 解 物 質 検 査 で は 基 準 値 以 下 と な , て い る こ と か

ら、出能順を解除し、ジピェ料理への解を促すなど市場に流通させること

に よ り イ ノ シ シ の 施 を 高 め 、 能 等 のa作物被書防止itつなげる。

い) ナ が ェ ツ ル ノ ダ イ ト ウ や キ・ン等に代表される特定タl来生物の設Wが感
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念 さ れ て い る こ と か ら 、  繁殖iカが強い特定外来生物の統を配させるための

対策を早期it調lじる。

【新Ia】 m ナ が ェ ツ ル ノ ダ イ ト ウ に よ る 設 W を 防 ぐ た め 、 地 t ト 体 で W 防 止 に 取

り組む体制,・く り と 、e地への侵入防解を設す る と と も に 、e地に侵入

してしま,た場合itは、速やかit実効性のある防除対策を実施するよう0きか

ける。

〇 災 害 に 強 い 設 づ く り

n 冷・9・義・ひょう書・長南・干ばつ・台風等のm書it強い Ia業 づ く り

を推進する。

cl 気 象 情 報 の 的 確 な 極 と 広 報 開 lを強化する。

cl 防義フ,ンや多目的防田等の施設を聞する。

o 低 コ ス ト 耐 能 ハ ウ ス や 、 設 の 高 い パ イ プ ハ ウ ス の 導 入 を 田 す る 。

ole業用施設の補強対策等をまとめた新マニュアルを活用したe業者等への

前的指導・1llr言を行う。

l' 災書などによりWを受けた農作物・農用施設に対する共積制度や能等の

復旧制度の拡売を國る。

t, ,,l 設nや能 itよる事故防止を啓発するとともit、m災制度への加入

mを国る。

〇 明日のe業を拓く新技tEi・新品llの開発と普及

理 の 向 上 と 解 力 の あ る 産 地 づ く り を 造 め る た め 、 能 を は じ め 、 消 費 ・

流通サイドのニーズや近年の気前を踏まえた新品種や新技術の開発を進める

とともに、その成果をいち早く普及する。

n 大 学 ' P 筑 通 簡 究 団 地 な ど と の 配 を 一ll 強 化 す る と と も i t 、 バ イ オ テ ク

ノロジーや新技術開発に係る共同m研究を推進し、その実用化を国る。

l可 高 度 な 新 に つ い て ll研 癌 と 普 及 指 導 員 が チ ー ム を つ く る な ど し て 、 新 技

術のM的な導入とその普及it努;:。aる。01 原 能 セ ン タ ー や 園 統 セ ン タ ーの老朽化した機器設備の更新を国,た上

で施設を活用して、m能 の 安 定 保 を 國 る 。

t::i 担い手の確保・青成や 開R 能 へ の 生産・経営管理技術指導に加えて、

G A P 推 進 や I  C T 活 用 支 最 な ど 新 た な 開 にm的 に 対 応 で き る よ う 、 班

を直能導する普及指導員の増員を合めた普及指導換能の強化を國る。

1110 快適で活力ある Ia村づづくりの推進

「 )  農 開 の 生 活 基 雄 で あ る 道 路 や 生 構 M 設 等 のmを 支 最 す る と と

もに、e地や開水等の保全をll的にmし、Mで魅力あるe村,・く り

を進める。

01 前 解 情  - と 進Illし、都市と農村の交流を開的にmし 、 設 ・
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e村の活性化を國る。

o都市との交流を配するため、交流のll点 と な る 施 設 の 聞 を 配 す る 。

o 能 と タ イ ア ッ プ し た 解 清 の 開 設 な ど 、 グ リ ー ン ツ ー リ ズ ム を 推 進 す る 。

o 都 市限の目然とのふれあいや、高能の生きがい,・く り な どe地の有効利

用 を 配 す る 体 験a園や市民a園の開設や利用を配する。

o豊かなmの開を生かし、都市農限流活動に取り組む農業者等の青成を

國る。

t, ,,l 中山間地域の活性化を配する。

o m特 産 物 や 開 を 生 か し た 地 場 産 業 を 青 成 し 、 定 住 が 国 ら れ る よ う 、

山村銀真対策を推進する。

o能の管理't'作業受託を行う集団の青成や、地alお け る 6 商 化 の 配 、

市民農園や農業 一 加工体験を通した都市 一 地l成住民との交流の活発化を國る。

o 通 ・ 高e化が進む申山間mに お い て 、 mの法となる人材の育成を進め

る と と も i t 、a山村画有の多aな 資 源 を 生 か し た 前 と 活 力 の あ る 設 ・e
村づくりを推進する。

? 設物の加工・出荷販売体制,・くりを進める。

o 能 物 加コ技術指導のll点となる 「能加工指導センター」の換能を充実さ

世、mの特産品づくりを進める。

的 e村における美しい量aやMな屠住性を確保し、Mな む ら ,・く り を 進 め

る o

〇 農業団体の活動の独化

n e性の営e指導の活動強化、販売体制等経営体質の強化を國る。

o 広m観と関係市町村・普及センター等との配の強イl扱び営a指導の強化

を 国 る と と も に 、 中 法 能 に 対 す る 支 最 対 策 を 田 す る 。

oe性 に お け る 能 物mi の確立・強化をll的に推進する。

o計it伴い、能相産地の広域化への対応と産地青成を推進する。

l' 農業共灘EL合等の組差t体制独化を推進する。また、農業共灘tト金国庫負担金

等 の 確 保 を 国 に 〇 き か け て い く 。 さ ら に 、 地 の 安 定 の た め の セ ー フ テ ィ

ネットとして、収入演少を補てんする収入保険制度のより一日の普及について、

国に0きかけていく。

01 e業 制 設 融 の 活 用 配 に 努 め る と と も に 、 相 識 換 能 の 強 化 を 國 る 。

c1a業改自演金・a業近代化資金・スーパーL資金などの無利子又は低利の資

金の活用をmし、厳しい経mにある能に対し、金融面での支最を実

施する。

o近年のmの集中・大規程化から大型で高度なm入 や 施 解 、 書

産表要の導入など、大口借入へのニーズが高ま,ていることから、必要な
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資金を活用できるよう、 経営の拡大に:意8t的に取り組む個人のe業者の方に

関しては、法人化へのM的な文選を国る。また、特別準備金制度の流を

前 す る 。

目 e業委員会におけるe地利用;最Ia化推進委員の適正な人員確保やe地の利用

集演を国るための地国システムの活用など、市町村a業委員会の換能強化を推

進する。

〇 T P P な ど の 開 性 定 、 W T 0 数 泌 に つ い て

T P P な ど の 経 開 観 定 i t つ い て は 、 前 野 を は じ め 、 幅 広 い 分 野 i t 大 き

tti多〇を及ぼすことが感念されるため、 国際的な動向を踏まえながら、状况がど

のように推移しても万全の対応策を器じるよう政府等へ〇きかけていく。

交渉中の各国とのE P A ・ F T A や 、 W T Om渉itついては、我が国のe
業が持続的に発展していけるよう厳しい地をも,て交渉に当たることを、政府

等へ〇きかけていく。

※ 1111 設 指 へ の 構 の 強 化

本県農業の解力独化のため、補動金・動成金などm制度の有効活用に

向けたe業 者 等 へ の 解 の 強 化 な ど 、 市 町 村 と の 聞 を 密 に し な が ら 、 周 知

の 能 を 国 る 。

2) 農業生産基離の整備及び農村'M のn
前 と 活 力 あ ふ れ る 本 県 設 ・a村を集き上げていくためitは、 解 力 の あ る 強

い産地づくりに向け、高品質な能物の生産を支える生産基雄のmと担い手への

e地利用Mを推進する必要がある。

また、地域の Ia地'Pa業用水等の資源を地域が共同して保全管理it取り組むとと

もに、開や農案用水等を含めた農村の豊かな自mなどの地域開を活用して、

都市に基らす人々との交流をmしmの活性化を國る必要がある。

さら i t、温住化が進むi tつれ、地m設の管理・通営が田とな,てきてお

り、 これらを担,ている土地改良区の体制独化を国る必要がある。

〇 e地法・e銀法の適正な運用及びe地 通 制 度 のmな 適 用 の も と 、 地

地の確保と合理的利用を国る。特it、増加複向itある進体a地itついて、国の動

成指置による有効活用策を購じるとともに、印時的に対応できる事業の創設を国

に要望する。 また、e地法第3条の下限面ila整止に伴う小規樓なe地]11t得等によ

り 、 Ia地の集演・集約化等が阻書されることのないよう Ia地の構利取得it係る許

可について、厳格な通用の確保を国る。さらに、能中間管理事業のmを国る

こ と に よ り 、 担 い 手e家等を育成する。

※ (2) 地総国査のM的な推進itより、一筆ごとの所有者・境界・面積等の正確な信

と高い精度の地国をMすることで、農地のi的 i な 総 開 と 農 地 の 流 動 化 を 国
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る o

〇 Ia業生産基盤の聞

?) 低コスト・高生産性農業の実現に向けて、ほ場の大区画化やlat用化などの基

mとe地申間管理事;建を活用したe M ・ M 化 を 一 体 的 に 行 う 経 営 体

る o

l' 通 れ て い る 畑 地 の 基 聞 を 進 め る と と も に 、  tヶ清用水などを活用した畑

地かんがい施設のmを 推 進 し 、 mの高い大規樓目姜産地を育成する。

t, ,,l 団体営・解地 能数itよ り 、 小 規 前 区 の 聞 を 配 す る 。

〇 解 施 設 のm
n 安 定 的 な 水 能 確 保 に よ り 、 一 属 の 設 田 を 國 る た め 、 ヨ 画 川 沿 開 区 な

ど国営農業水利事業を促進するとともに、関造地能事業保営かんがい排

水、経営体青成基銀整備、県営畑地帯総合整備など各事業)の推進を国る。

l可 e業生産物の流通の合理化を國るため、解能のmを 配 す る 。

(ii) a村 生 活 環 境 の 聞

「 )  農業集識排水Ill設 等 に よ る 生 新 の 改 書 と 合 わ 世 て 、 解 や 相 l 止 対 策 な

ど総合的なmを進める。

l・ Ia業集落1111水事業の効率的な新を国り、a開 域 i t お け る 生 前 構

設 、 開m設等のmを田する。また、今後、更新時期を迎える施設に

ついてll、施設の換能診新調査や市町村の;最Ia整備構想の:業定を進める。

t, ,,l ため池や 解のIa業水利施般の保全管理とその通間等を活用し、快適

な生mのmを国る。

目 e山 開 の 田 が 要 全 で 安 心 で き る 保 健 ・ 配 ・ 高 能 福 祉 を 確 保 す る た

め、介護保険制度を将来itわたり開可能とするための制度改革や、展a制度

改革の推進による国離t適正化に向けて、 国への0きかけに取り組む。

@ 申山間地等条件不利地ttにおける設田

n 中山間地など生産条件の不利な地域itおいては、地域能を生かしつつ、生

産 基 雄 及 び 生 新 の 総 合 的mをm的に実施する。

l可 開 に あ た り 、 mの 能 を 考 意 し た き め 細 か なmを進める。

t, ,,l Ia業集落1111水事業'P集落間を結ぶ生活関mの 聞 配 を 国 る 。

目 平地地tiと比べて農業生産条件が不利な中山間解におけるill作放i観の

発生防止と多面的換能の確保を國るため、解性定に基,・いて行われるe業生

産 前 等 を文選する。

(i) 各種整備事業の実施に際し、必要に応じて生fill系の相査や田園m計画を

:業 定 す る な ど し て 、 設 計 画 に 反 映 さ せ 、 mの状混に応じながら環境との調和

it1動tした現開it努める。

〇 土地改良事業地元負担金の9演
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n 通 ・ 用 解 等 の 基 幹 的 地 通 設 ll能国・地方目治体の負担とする。

l・ 地 流mの 償 田 の 制mitより、地元負担金の8減と円滑な償

通を国る。

01 能 地 の M や 大 区 画 化 等 を 國 る 解 関 連 の 経 営 体 育 成 基 盤 整 備 事 ; 建 等

は、地元負担金の8減it努める。

〇 農業本利施設等については、今後、更新時期を迎える施設が多いため、計画的

に施設のmや 新 を 進 め る と と も に 、 施 設 の 換 能 診 新 な ど に よ り 維 持 補 修 を 行

い、施設の:競l金化を国る。

〇 合併姐書要因の解消を国るため、土地改良区の個別の開に対する動言など適

切 な 通 を 行 い 、 地 通 区 の 合 併 を 推 進 す る 。

lt1) Ia地・a業用施般P宅地等の自然災書itよるm解の防止や、地盤沈下itよ

る農業用施設の機解下の回復を進めるため、樓水防除事業や地雄沈下対第事業

等の、e開 の 防 災 ll設 を 推 進 し 、e業生産の維持・e業経営の安定及び

県土の保全it努める。

〇 近開加しているパイプラインの破型とい,た土地改良施設の実発事故に配

かつm的に対応し、早期の営e再 開 を 通 す る 。

ital 設 ・a村が有する国土保全、水源かん基、解成等の多面的換能の船持・

発 輝 の 田 を 国 る た め 、 農 用 地 、 水 路 、 解 のmの保全管理や施設の長

新 化 を 國 る な ど のmの共同活動に対する通を強化する。

【新a】 〇 Ia地及び Ia業水利施般の防災・ll換能を広く周知するとともi t、これら対策

に 係 る 市 町 村 の llが 得 ら れ る よ う 〇 き か け る こ と 。

(3) 量 か な 統 ・ 活 力 あ る 構 の i 成 と 山 材 のa
近年、地i国l境 mの割ヒが問題とな,ており、 表 林 開 の 保 全 と 活 用 が t 要 な 願

と な っ て い る こ と か ら 、 山 村 の 田 と 構 を 活 性 化 さ せ る 施 策 を 総 合 的 か つ 強 力 に

進める。

(!) i的iな表林管理の推進

X ?開 計画や市m解m計画に基,・く適切な開 を推進する。

l? 適切なm聞 it不可欠な開況調査などを文選 し、解 画の作成

と着実な実行を国る。

X e 、l 藤林G I S(地理情報システム)の整備を推進するとともに、統合型G I S と

の 配 を 国 り 、 林 地 台 限 や 地 レ ー ザ ー ill量 等 の 解 開 を 迅 速 i t 解 で き る

よ う シ ス テ ムmのmに努める。

目 mプ ラ ン ナ ー に よ るmの 開 化 を 國 る と と も に 、 高 密 聞 の

聞 、 高 性 能 構 能 の 活 用 な ど i t よ る 低 コ ス ト 作 業 シ ス テ ム の 普 及 ・ 定 l 書 を

国 る 。
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X 的 表林経営管理制度の円滑な運用を國るとともに、 解 を 活 用 し た

市町村itよる平地林・里山林を含めた森林の聞や放置竹林対策、木材利用、

普 及 解 の 推 進 を 国 る 。

② 解 ・ 線 化 設 の 拡 大

n 森林の持つ水資源の演基や国土の開の公益的換能を向上させるため、間

検等の表林mや長i定期施業を推進する。

ま た 、 主 検 後 の 解 の 再 生 を 國 る た め 、 開 沼 開 を 活 用 し 、 再 解 を

推進する。

集 l' 林業用苗木の需要拡大を国るとともに、mの少ないスギなど花船発生源対

知こ資する苗木の生産とmを推進する。特に、通常の苗より成長がaれ、花

粉症対策としても期待される特定母営の採種園聞を行い安定的な種mす

ることにより安定した苗木生産が可能な体制を国る。

また、従来の操苗と比較して、出荷までの生育期間が短く、m可能な時期

が長いマルチキャビティコンテナ割tついて、民有林での普及を国る。

更に、m として、少mに係る各種研究等の取組を推進する。

01 開 沼 開 を 活 用 し て 、 海 岸 防 災 林 に お け る 松 く い 虫 防 除 の た め の 予 防

統 や 做 個a除 を 行 う と と も i t 、 被 書 地 i t お い て は 広 解 のmを行う。

集 目 緑を守る県民意機の高場と表林レクリェ ー シ・ン の 場 と し て の 活 用 を 田 す

るため、 iitia果民の表・續物目・ a多、慈證いの表・水a媒民の表などの目然報

構 の 充 実 を 図 る 。 特 に 各 施 設 の 見 ど こ ろ の P  R や 新 化 部 分 の 関 を 造 め 、

利用者の增加を国る。また、県有林や県民の表などの自然m設における、

ネーミングライッの導入による資産の有効活用や、mの 解 ボ ラ ン テ ィ ア や

能 者流設との配も含めた適切かつ効率的な管 塑:11111を 前 す る 。

m 県民全体で表林を支えていく意機の口成に向け、表林・林業に対する理解・

関心を操めるため、解の役割や公益的換能の重要性、木材を利用することの

大 切 さ i t つ い て 、 広 く 県 民 i t 理 解 い た だ く 普 及 開 前 や 業 た ち へ の 開

境教青を推進する。̃ 線のダムとしての水源地tt対策を強化するとともに、股林の適正な配置と

換能の強化を国る。

③ 山村・林業の取と木材需要の拡大

n 県 産 精 の 利 用 配 を 國 る た め 、 mのシンボルとなる公共施設や展示効果

の高い民間施設の木造化・木質化を進める。また、表限県産簡ll用 限

例に基づき、より一属の県産木材の利用mを国るため、県産木材利用推進月

間である10月にll、 重点的に普及書発に取り組む。

l・ 県 産 精 の 安 定mを国るため、木材流通加コ施 設 の 聞 を 進 め る 。 ま た 、

J A S材などの一般製材や集成材、新しい設登材であるB P材やC L Tのほ
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か、 改 質 リ グ ニ ン を llじめとする新索材分野における利用など、 さ ら な る 県 産

木材の需要開拓を国る。

更に、林野公共事業において、県産木材のm的な利用に取り組む。

01 県 産 精 の 利 用 配 を 國 る た め 、 構 ・ 木 材 関 係 団 体 が 創 設 し た 「 い ば ら き

前 明 制 度 」 の 適 切 な 田 を 推 進 す る 。

目 間検材の安定的な供装ト体制を早急に開し、間検材などの来利用材の有効利

用を國る。

的 精産業の一ll の 願 を 国 る た め 、 精 産 業m者'P技ttr者の青成を推進す

る õ しいたけ等の特用能物の一属の生産銀真を國るため、きのこ研究館・きの

こ構地itおける研究・普及・教青等換能のM的な活用を国るとともi t、  し

いたけ原木の確保やm設の導入を田する。

lト) しいたけ価格の配や担い手の一により、県内産地が危換的状混にあるた

め、生産量の増大'P生産コストの低減を国る産地への文選を推進する。

法) 林業の成長産業化に欠か世ない再造林の加選化や林道開設・改良事業等の拡

大を、各mの要望を踏まえll的に進めるとともに、a多、裁機地帯にa多、

慈 グ リ ー ン ラ イ ン 解 を 聞 し 、 森 林 資 源 の 橋 職 ll用、地域の願等it資す

る。 また、既設林道の通行の聞保が国れるよう、必要な補修等について効

果的なmを推進する。

lリ) 山地lit書を? it防止し、荒廳営所を'a旧するため、計画的it山地治山事業

を推進するとともに、M防止・防風機能の独化と海地を防止するため、

海 岸 防 災 田 設 等 を 推 進 す る 。

に) 配 の 高ci tついては、令和5年1月から今年の5月まで国itおいて電

力会社に対し支最が行われ、企業等の月々の料金から値引きが行われたところ

で あ り 、 能i対策として今年8月から10月まで期間が延長され、さらに来年

1月から3月使用分に限り再開すると発表されたところ。能の高nが続く間、

引き境き支最をmするよう国へ0きかける。

的 木質,f イ オ マ ス 1離料ll、 国 に お い て 保mを 國 る こ と と し て い る が 、 そ の

多くを占める木材チップの製造it使用する可mチップ製造換を対itとした9

油引mの免税指置は、構は素材生産業を営む者に能されており、木材

加工;建ll能 と な っ て い な い 。 そ の た め 、 木 材 チ ッ プ の 安 定 保 、 発 t コ ス ト

の低減等を国るため、木材加コl業も免8t対itとなるよう国へ0きかける。

l9) 林業労0ヵを安定的に確保するため、林業就業者の新解、労0解の改

善及び構設体の経営の合理化等を推進する。

0 )  高 性 能 構 能 の 普 及 配 の た め 、 高 性 能 構 能 の 導 入 支 要 及 び オ ペ レ ー

タ ー の 養 成 な ど を 行 う 開 い 手 青 成 強 化 対 策 を 推 進 す る 。
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P) 開 〇 災 害 を 防 止 す る た め 、  要 全 点 検 ・ 指 導 ・ 設 衛 生 に 関 す る 普 及 税

等、労0災書防止体制の聞を国る。

lョ) 林業や特用林産への新識標者の確保・青成を推進するため、新たに林業事

l業体等での Ia用 を と お し た 実 配 を 行 う な ど 、 開 得 の た め の 研 修 制 度 を

充実する。

0) 田 に 山 林 に 残 る 林 地 残 材 を 木 質 ペ レ ッ ト 、 チ ッ プ な ど に 加 工 し 、 パ イ ォ

マス 1離 料 な ど に 利 用 す る 開 環 シ ス テ ム に よ る 安 定 保 を 國 る 。

lり 原発事故の影響が残る原木しいたけ等の生産再開や風簡の払titを国るた

め、特用林産関連の支最事業を充実さ世るとともに、県民に対し安全・安心な

しいたけをPRする。

【新a】 lソ) 税 要 の 配 i t 資 す る た め 、 住 宅 取 開 や 住 宅 ロ ー ンm幅 の 流 を 国

に要望する。

【新a】 m 解 補 動 金 に 係 る 田 価 に つ い て 、 人 件IRや資材費を物価に合わせた価格

転量を国る。

〇 表構合改革を推進し、e全で自主的な経営のできる表構合として青成する

た め 、 表 林 組 合 系 統 の 指 導 監 査 体 制 を 税 さ せ る と と も に 、 広 地 能 の 経 営

基盤の強化を国る。

〇 林業関係始団体の青成独化を国るとともに、林業・木材産業の経営改書を推進

す る た め 、 構 関 係 制mを 税 さ せ る 。

〇 全国第2位の生産量を持る地域資源と長統文化である器itついて、前きaA'

の青成と生産体制の強化、m明拓やm間交流に取り組む。

不安定な識業生産、m者の演少、始油価格の変動、魚価のmなど、本県

水産建を取り'ttl く 構 の 変 化 に 的 確 に 対 応 す る た め 、 減 性 配と 通 操 して担い手の

青 成 確 保 、 解 能 、 演 選 物 の 高 解 度 化 、  6次産業化などの開を進める

とともに、1日類管理・裁塔識業、識業の基地となる識港や大ま能t水産加工場立地な

どのm を推進するほか、能業の創出に取り組み、 體l ,と水産加工i建が共

i t成長していく能業の成長産業化を国る。

(!) 水産1日類の持続的な利用

n 解 構 性 会 に よ り 、 ヒ ラ メ 、 ア ワ ピ 等 の 能 の 田 ・ 放 流 に 取

り 組 む と と も i t 、 處 能 は ま ぐ り 、 マ コ ガ ' レ イ 等 の 生 産 ・ 放 前 開 発 を 進 め

る o

l? 鹿 解 llまぐりの資源対策として、前状i見や管理方IEの動言により 體l ,者

の自主的な資源管理を文選するはか、進演者の潮干特りの区域の制限などの演

業制度の通用を行う。
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e 、l 渡 獲 可 通 ( T  A C)制度により割り当てられた、 M 理 量 を 通 切 に 管 理 す

る o

目 治 開 合 域 やtヶ清、北清における主要魚種の能開の解新や操業実態を

理し、 體l ,者 の 構 に よ る 資 源 管 理 型i股 を 推 進 す る 。

的 河川流域から沿関it至る水域の演ll開境保全it関する啓発普及・調査研究

を推進する。̃ M の 新 を 極 し 、 経 構 ・ 資 源 管 理 型 糖 業 と M と の 調 和 を 推 進 す る

と と も i t 般 限 進 M 観 設 」 の 青 成 を 国 る 。

I t) 裁塔識業やll 部 措 理 型 識 業 を 推 進 す る た め 、 解 の 総 持 に 努 め る 。

MI 水産資源の回復とi能場環境の改善を國るため、E グ浦、北浦で水1對直物帯の

造 成 、 展 前 を 推 進 す る 。

② 識業経営の独化

? 體l ,の解定を國るための? 価格の変動や金融、担い手対策を税する

とともit、生産性向上のためit必要なMや省力・省コスト換器等の取得を文

最する。さらに、治地における効率的な生産体制の開や知事許可識業の

規制を量和することにより企業的経営体の育成を國る。

l・ 大 中 型 ま き 相 開

o ま き 相 構 のe全な発展を国るため、低利の設備1日l金、通転1日l金の解に努

める。

t, ,,l 重ヶ浦、北浦など内水面能業のll

o tヶ清、北清で在来の魚種に聞を与えているァメリカナマズ等の来利用

魚の1集し選回収を通した、湖内からの重素・リンの取り出しによる水開iを

推進する。

o産卵場及び識場の造成、放流事業など、開の総持增大に努めるとともに、

能の維持・i書基や環境保全に関する1果民の意識の高科に努める。

oアュを活用し、地域の活性化や内水面設の願を国る。

o県北山間地域におけるャマメ等冷水性魚類構の振真を國るため、魚病相

識 等 の 新 的 通 を 行 う 。

oアュなど内水面の重要資源へのカワウitよる会書を8減するよう対策を進め

る o

目 mあ る 若 經 者 グ ル ー プ の 数 善 の た め の 取 り 組 み の 通 や 、 構 や

加工も含めた幅広い知識を得るためのllの開値を文選するなど、後継者対策

を充実する。

的 水産物の地産地消を進めるため、学校始食に解の魚や加工品を解する

取り組みを進める。̃ 開裁制への対応
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o 期 限 付 き 配 と な っ て い る 軽 油 引 取 税 、  石油石度税の免税制度をn化し、

mへの影響を回選するよう国it0きかける。

③ 水産物流通機能独化と水産加工業の限

n 魚会普及を進めるほか、水産加工品における能品の普及や新製品開発へ

の文選を 国 り 、能物の消費? it努める。

l' 流通加1:施設の品質行生管理指導を通じて、安全・安心な本県水産物の開

に努める。

t, ,,l 能加コl業者の限ll調建の円滑化it努 め 、 聞 の 強 い能加コl業の安定

対策を推進する。

目 地元で減選される Ill帳 物 」 や 細 ll用 ・ 低 利 用 能 の 利 活 用 を 配 す る こ と

に よ り 、mで經'安心な地元水産物の消費;;ノ;jt=。aを国る。m 地元で識選される水産物を県民にと,てさらに身近なものにするため、いば

ら き の 地 認 証 制 度 等 に よ り 、 地 元 水 産 物 の 地 産 地 消 を 推 進 す る 。̃ 本 県 能 物 の ブ ラ ン ド 化 を 進 め 、 国 内 外 で の 通 を 向 上 さ せ 、 設 水 産

加工業の取を国る。

lト) 減選から市場での入札・配までの工程におけるIt度管理を向上させ、高解

流 物 の 流 通 強 化 i t 取 り 組 む 。

法) 始出に関する情報提修tや始出国へ提出する配明書作成等の支最を行い、本県

産水産物の・出拡大を國る。

〇 演業生産・生活基盤の聞と住民福祉の向上

「 )  識港のm
o水産建の総合的な基地としての減開 設 の? に加え、 1集し港関通設の

更なる有効活用を国る。

l' 海岸のm
c1ala船岸海岸保全基本計画に基,・き 、 減 開能設の老ll;化対策等を計画的

it進める。

01 水産業を通じたm展 や 識 村 文 化 の 構 等mが取り組む活動に対し支l最

する。

目 本開合演場itおけるロシア等の外国演船の操業it対し、本県所EMの安

全操業を確保するよう国に0きかける。

⑤ m海地区限1果水産加:1:連、県内水面構など水産関係諸団体の育成強

化と、その事業itついて文選する。

「 )  茨城治海地区識業t9同組合連合会に対する支最を通じて、識営経営のe制ヒ

及び販売等事;建の税強化を國る。

l・ 演観m設 の 強 化 を 国 る た め 、 演 観 計 を 前 i t 推 進 す る 。

01 国 の 設 の 活 用 に つ い て llす る と と も に 、 水 産 金 融 対 策 を 理 す る 。
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7. 活力ある中小企業・小規模企業の青成に勢め、
その施策の充実を国る

.l日内中小企業・小規模企業は、 地域社会に密着した企集として地域

経済を支え、 地域経済杜会の根幹として大きな役割を果たしている。

同時に、地元県民ll用を優先する、いわば「属用のダム」として地域

杜会の安定に書与している。

中小企業・小規模企業を取り巻く経済社会環境は、人口滅少や高船

化 な ど に よ り 、 jtiiiおl として極めて厳しい状況が続いている。一方、経

済のグローバル化やIoTとい,た 「第4次産集革命」など産業構造の大

変革の状況を迎える中、これに即応でき得る企業体質をつくることが

重要であり、 機動的な施策や不断の経営努力を補完する構を推造し、

活力ある中小企業・小差i種企業の育成を国る必要がある。

1) 新しい産業を担う人材の青成

(i) 民間itおけるa業 能 力 開 発 の 配

「 )  企業の自主的な前開発を田し、企業の人材青成と動労者の設前の向

上を國る。

l? 前指をはじめとする企業の人材確保と青成を文選す る た め 、 設 訓Ia
の充実を国る。

tl 企業等の多激な訓練=一ズに対応できるよう、 よ り 多 く のllでaれた技能

を持つもの一i く り マ イ ス タ ー の識iiな ど を 進 め 、 技 能 の 構や もの一i くり産業

を支える人材の青成を国りながら、解が3tされる社会づくりを推進する。

② 公共におけるa業般力開発の推進

n 自動章産業など本県itと,て新しい産業を含め、それを文える人材の青成を

国るため、県立産業技術短期大学校や産業技術事門学院が行う新温学率者等の

訓練や離a者等の再就aに必要な設訓戴労〇者の技能向上を國るための在

a者ilnliaの充実を国る。

l' 県立日立産業技術事門学院については、県北廳海mの も の づ く り を 支 え る

人 l l オ 育 成 施 設 と し て 、 時 代 の 商 に 応 え る こ と が で き る よ う 施 設 、 カ リ キ ュ ラ

ム等の充実を国る。

01 技術革新や情報化の通などに対応できる人材の青成を国るため、随時、前l

練カリキュラムの見直し等を行い、求人・求a=一ズに沿った訓練を行う。

t:ll 表 開〇局 及 び 高 船 ・ 能 ・ 解 ? 通開 と 配 を 国 り な が ら 、 離a
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者等の再就aに必要かつ多激な設訓練を行い、就a及び定着を國る。

的 能 者 を 対itとした訓Iaコ ー ス を 設 定 し て 設 訓Iaの充実を国る。

③ 設 前 商 制 度 の 推 進 と 技 能 の 限

n 技 能 検 定 制 度 の 税 や 地 9 重 の M 前 を 國 り 、 技 能 者 の 社 会 的 開 の 向

上it努める。

ll 若年技能者の識少に対応するため、事門高校 一 事修各種学校との通1111を國る。

④ 県内もの,・くり企業の生産性向上を國るため、企業の生i観場の改善を担う人

材の青成を推進する。

〇 解力のある中小企業を青成するため、産業技術イノベーシ・ン セ ン タ ー に お

い て 、 ビ ジ ネ ス ア イ デ ア を 生 み 出 す 設 を 解 す る と と も に 、 県 内 産 業 の 高 度 化

を文えるデジタル人材や研究開発の中技となる人材の青成を文選する。

【新Ia】 l重) 産業構造の能な変革tti見込まれる中、 リ ス キ リ ン グ を 推 進 す る こ と に よ り 、

社会全体の生産性の向上と量金水準の向上を國るため、企業訪間等により、開

や解itおける課国i事決it資する先進的な取り組み事例の校展開を実施する。

(i) 多くの中小企業において、0く人が日指すキャリアプランに応じた教'前1はの

機 会 が 確 保 で き て い な い こ と か ら 、 申 小 企 業 の 能 設 に つ な l l て い く た め に も 、

m員 の デ ジ タ ル 面 な ど の リ ス キ リ ン グ を 支通す る 取 り 組 み の 配 を 国 る 。

2) エ業の:Illa
(i) 中 小 企 業 の 前 開 発 の 配

「 )  産 業 技 術 イ ノ ベ ー シ・ン セ ン タ ーの施設の拡充と研究機能の独化を国り、共

同研究やm、解識、人l lオ育成などを通じて、申小企業の技tEr力の向

上'P新技tii・新製品の開発を文選する。特it、a商:[ 連1111tよる6次産業化へ

の対応を独化する。

l可 申小製造業の現場に専門家をMし、設計技tErや生産技tErの指導等を集申的

it実施することitよ り 、 高 度 化 す る 前,-:''など中小企業の課国i事決を文選

する。

01 つ く ば 地 区 の 研 究 換 関 等 の 研 究 成 果 の 解 転 を 配 す る た め 、 産 田

合研究所との配を強めるなど産お共同研究開発を進める。

目 地業から一播受注ができるような中小企業間のnを推進するとともに、

産学官での共T司13F究を実施することにより、? の=-?に対応し ll=新接続・
新製品開発を文選する。

m 中小企業の製品の付加価値を高めるため、デザイン相般などにより、製品開

発から生産・配段階に至るデザイン活動を総合的に支 最する。̃ 知 的 財 産 前 解 i t 関 す る 各 種Ill事国是修t・相設を実施するとともit、県内の

大 学 ・ 研 癌 関 等 の 解 す る 特 関 の 前 シ ー スについて、申小企業への移転
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を 配 す る 。

lト) 産? の研?流、創造的な研究開発を企画・文選するつくば研流セ ン

タ ーの活用をmする。

MI 研 M や 田 な ど のmの強みを生かすことができ、今後成長が期待

さ れ る 解 に お い て 、 能 の 解 を 配 し 、 解 力 の 強 い 金 業 を 創 出 す る 。

oものづくり企業、 ーンチャ一企業と研究機関による新製品の開発や新事業の

創出を日的とした交流会についてll、開のもの,・くり企業のll的 な 8

画を使すなど、 更なる成果を上げるための取り組みを推進する。

lリ) ひ た ち な か テ ク ノ セ ン タ ーの機能を活用し、m業の高度化の支最とレベ

ルの高い技tEr者の基成を推進する。

?) もの一i くり産業の設強化のため、新製品の試作開発、設備投資を幅広く文

最する補動金の拡充を国るとともに、高度3Dプリンターの 導 入 な ど 公 開

研究換関のもの,・く り通換能の強化を國る。

m M y5.0を実現するため、IoT・AI等の知識や ビ ジ ネ ス 創 出 / ウ ハ ウ 等 の

習得から、ビジネスプランの開や次世代技術を活用したビジネスの創出・国

開までを通し、県内申小企業の降力強化を國る。

(2) 中小企業の販路拡大経営革新の配

「 )  下ti企業と進出企業の交流を活発化さ世、受注機会の拡大と取引先の多角化

を國る。

l・ 先端技ttrの導入やm野開拓を目指す企業の文ll体制を強化するとともit、

動 成 ・ 解 度 の 拡 充 を 国 る 。

01 産 業 能 の 変 化 に 対 応 す る た め 、 配 に チ ャ レ ン ジ す る 申 小 企 業 の 経 営

革新を文選する。

目 ーンチャ一中小企業等の自治体や公的研究機関等からの受注機会の確保を促

進する。

田 解力の強い企業の創出・青成を図るため、独自技術で「売れるものづくり」

を日指す意教ある中小企業の技術開発やm開拓を支最する。̃ 官公llにおける申小企通び官公ll適格組合の受注を拡大するため、県内の

行配関等it対し、富公需制度のa旨の周知を国るとともi t、目mを設定す

るなどして申小企業等への一国の能mに取り組む。

(3) 地tl産量の:ilia
地ti経済社会の形成に大きな役劃を果たしている、 地場産業を取り程くmの変

化や地場産;建の各産地が抱える課題を踏まえ、地場産品をmブ ラ ン ド と し て 確 立

で き る よ う な 仕 組 み一i く り を 行 う と と も it、 ま ち 一i く り と 配 し て 総 合 的 なnを

国 る 。
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〇 本場結t船iや笠間焼などの田を國るため、 県 と 産 地 合 が 一 体 と な っ て 産 地

の 拉 え る 田 や 願 策 を 前 ・ 推 進 す る 。

開 や 登 間 焼 な ど の 解 を 保 存 す る た め 、 各 : 1 : 程 の 技 術 技 法 を 配

録 し 、 能 の 構 を 國 る 。

(2) 長統的工妻品等、地場産業の産地組合などが実施する、新商品開発や解

事業に対し支最する。

③ 産? イ ノ ベ ー シ・ン セ ン タ ー に整Illさ れ た 配田 研究施設をM と

して、県産日本酒の品質向上と高度なal生通tA、の青成を強化し、ブラントイメー

Wの確立を国るとともに、国内外へのm大を推進する。

④ 能 物 産 展 や 前 姜 品 展 を 開 催 す る こ と に よ り 、 県 産 品 のmを國る。

(ii) a'利・砕石等の開 の健全な発展のため、法it基一i く適切な指導と合わ

世、事業者の意教向上につながるよう必要な通用基準等の見直しを前するとと

もに、解における目主的な災害防止への取り組みを配し、災害の未然防止

を国る。 さらi tは8油引取裁の能除措置の期間延長、あるいは恒久化itつい

て国へ0きかける。

@ 県産石材が、前な外国製品との価格競争等で厳しい環境にある申で、時代の

,-:''・l環境の変化it対応した新たな活性化計画を策定し、石材産地のnを国

る o

n 通 ・ 河 川 ・ 海 岸 ・ 能 ・ 建 集 :[:事・公目等、公田における県内産石材

の利用拡大を国る。

l' 新たなmの開拓や産地からの情lai発信C国l示会の開催等)を推進する。

01 新商品・新技tErの開発や再利用・再能化を推進する。

目 石材組合の青成を進めるとともit、願物処理等地域の環境対策の円滑化を

国る。

〇 笠 間 能 地 の 田 を 國 る た め 、 笠 間 ll姜開において高度で多激な技tEl等を

習得させることi tより、現代商妻をリードする人材の青成を推進するとともi t、

学生の修了制作融tどの発表の場の確保をはじめ、学生とmの飲it店やイ ーン

ト 等 と の 聞 を 國 る な ど し て 、 そ の 成 果 を 産 地 の 活 性 化 に も 整 げ て い く 。

4) 申 小 商 量 ・ 通 ・ サ ー ビ ス 量 の 田

mの担い手として重要な〇きをしている申小商業・流通・サービス産業な

どが消費者,-:''の多a化、高度情報化、経濟のサービス化、郊外への大型店進出

な どmの変化に対応し、的確に発展できるようm的 な 限 策 を 購 じ る 。

〇 申小商業・商店街の活性化と田

n 地 域 能 を 生 か し た コ ミ ュ , テ ィ 換 能 の 強 化 な ど 前 的 な 商 店 構 化 事 業

をm的にま 通す る 。

- 14 4-



l可 地tt i !機の活性化を國るため、空き店開や個店経営のための通、 さ ら

it、 I Tやキ ャ ッ シ ュ レ ス 決 濟 の 活 用 itよる地域商業者の生産性向上を文選す

る o

01 通 の 能 や 解 の 弱 制 ヒ 等 に 伴 う 高 能 な ど 買 い 物 困 難 者 の 増 大 に 対

応するため、 市町村等と配した空き店納への出店をM的it文選する。

目 商店街の活性化・取を国るため、商店街振真組合連合会が行う人材青成の

取 り 組 み を 通 す る 。

(2) 中心市街地の活性化

空洞化が進行している中心mの活性化を国るため、的]i中心m配 化

法に基,・き、市町村等が取り組む申心市街地活性化対策の円滑・効率的な推進を

文選する。

「 )  国による中心市'街地活性化基本計画の理定を受けようとする市町村に対して

基本計画の作成を通する。

l・ 中心市街地の活性化を国るため、その中心的f il を担う「中心市街地活性化

t901会」の設立を田する。

③ 流 通 ・ サ ー ビ ス 業 の 田

n 高11m始 相 と 開 の 聞 it対応して、流通Ia能の強イl扱び中'im の活性

化 は も と よ り 、m業の取を国るため、多様な業種・機能を導入した産業

Mとしての前申央工;建団地(笠間地区) のmを進める。

※ l・ 今後、物流のe構がa念 さ れ る こ と か ら 、 新 た な ill送人材の確保やモーダル

シフト、DXの推進等により、物流を効率化することで生産性の向上を国るな

ど総合的な対策を早急にaず る よ う 国 と 通 操 し取り組むこと。

t, ,,l 少子高船化など社会的田it対応するソーシャルビジネスなどへの取り組み

を 支 最 し 、 新 た な サ ー ビ ス の 取 を 進 め る 。

目 デ ザ イ ン 業 の 田 を 國 る た め 、 デ ザ イ ン に 関 す る 1 果 民 の 前 税 や 関 通 業

間 の 配 を 配 す る 。

m 情報サービス産業等、m業の高度化に寄与する産業の青成・定着を国る

た め 、 産 通 換 関 等 に お い て 研 修 等 を 行 う 。̃ 産業の空洞化it対応し地施濟の活性化を国るため、新たな産業の青成・義

導 を 田 す る 。

lト) 販 路 拡 大 を 国 る 解 な イ ーン ト や 理 開 の 設 、 レ セ プ シ,ン ・ セ ミ ナ ー

などが開値できる大規程な複合コンーン シ ョ ン 施 設 の 設 を 推 進 す る 。

法) 石油統業の活性化のため、担当法口を設け、がソリンスタンドに関する施

策等m強会の定期開催に努める。

lリ) 地域の石油院業の青成を国るため、石油元売会社及び販売f会社itよるガ'

ソ リ ン ス タ ン ド の 通 能 び 営 業 を 通 制 す るmuの 創 般 を 前 す る 。
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い) 公 用 車 の 開 達 に つ い て ll、書察活動への対応を;最最先にしつつ、受注a
会の拡大it努める。

m トラック及びパス業界における安全対策、環境対策等の事業を円滑に実施す

るため、運・設 開 成 補 動 金 に つ い て ll、運・設 の 田 の 動 成 に 関 す る

法律it基一iき適正な交付を国る。

〇 大型店対策差1第1Hj j?) 「大規劃、売店ll立地法」の建旨を始 ま え、周辺地域の生活環境に十分配!t

した大型店の適正な立地と器せ、地元商店街を中心とするまち一i く り や itぎわ

い再生事業を支最する。

l? iitia果大規使小売店的の地tti1献活動に関する 対 イ ド ラ イ ン に 基,・き、m
i くりへの観力やll構 のaなど大型店の地開 を 配 す る 。

01 大型店11腿 に よ る 中 心mの空洞化を選けるため、第':種i大温換小売店錦

立地法特例配の活用について市町村に周知する。

(ii) 国 願 割 ヒ の 配

「 )  国際ビジネスに関する情報提修t・相般と法口体制のmに よ り ジ,ト ロ と の

聞を進め、海外11易に関する普及書発を行う。

l? 表 限 上111事 書 所 と 配 し 、 中 小 企 装 の? 展開を 支通す る 。

5) 申小企業の経営ま定と創n
中小企業が業歡性や創m ・ 前 性 を 生 か し 、  中小企業it適した多品種少量生産

や、mに書着したきめ細かなサービスの向上など特色を発輝し、成長発国ができ

る よ う ll的 な 通 を す る 。 基 本 的 に ll、 解 配 の 強 化 と 多 激 なm m さ ら

it労0者の確保は重要な間国であり、それらへの対応が緊要である。

(!) 活力ある中小企n業の青成

n m間 降 が ま す ま す 激 化 し て い く 申 で 、 mが目立的・常院的な成長を実

現していくため、各地域の「強み」である地域資演の活用や農商工が連携した、

中小企業の新商品・新サービスの開発・市期ヒ等の取り組aに対する支最を装

化する。

l・ 経営改善普及事業の安定的なmit努める。

② 小温ll業の経営安定

n 小規開者の人llオ育成等を國るため、商工会・商工会a所 に よ る 通 を 進

める。

l' m業おこしをmす る た め 、 着 者 グ ル ー プ の 配 化 と リ ー ダ ー養成を行

う o

t, ,,l 開青 成 の た め 、 取 種 間 交 流 を 配 す る と と も it、? 強化のための

取組を推進し、地域の担い手の青成を国る。
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01 共 同 化 ・ 性 業 化 ・ 能 改 善 な ど を 配 し 、  企業体質を強化する。

的 産業構造の変化i t対応できるよう新製品開発、新分野進出等の解を文

最する。

X ̃ タ ク シ ー ・ ハ イ ヤ ー 設 が 公 能 換 関 と し て 今 後 と も 維 持 で き る よ う 、 規

制選和の見直しを国り、同一地域・同一料金を配するとともit、交通91白地

に お け る タ ク シ ー動成制度の導入も前する。併世て、n許の取得に関す

る報はの見直しなどの解的な対策や、海外版ライトシニアの導入検討に当t二 つ

ては地域の公共交通事情を反映した制度となるよう国it0きかける。

集 I t) パス事業者の経営の安定や能業の発動二資するため、高選パスや貸切パ

スに適用される一定のETC割引制度C重動割引、平日基間割引、大口多額割

引等)の存続を国る。また、パス事業者の経営の安定it資するため、パリァフ

リ 一 章 両 や 行 癌 演 ブ レ ー キ 登 載 章 両 に 係 る 自 動 章 約Eiまi曾置を延長する

leaf 各自治体が「地域公共交通計画」を作成する場合は、既存のパス事業者から

の意見を十分反映する。

【新a】 lリ) 乗合'f ス に お け る キ ャ ッ シ ュ レ ス 化 の 推 進 を 通 す る こ と 。

【新a】 に) 前 パ ス の 健 全 なm設の確保it向けて、配が集l書付けられている換器

( デ ジ タ ル タ コ グ ラ フ 、 ア ル コ ー ル チ,ツク等)の導入・更新費用の支a二つ

いて国に〇きかける。

【新a】 m パス通転士の担い手を確保するため、広報強化'P各事業者への採用活動を文

最する。

③ 資金調達の円滑化

n 信用保証観会の流・強化を国る。

flit 高 度 化 田 事 業 に つ い て 、 ( 独 ) 中 小 企 業 基m構 が 直 設 し 出 す 融

資の拡売をaきかけるとともに、高度化資金貸付事業を活用し共同施設事業・

集団化事業・施般集約化事業を実施した組合等it対する個産組合員のm除、

経営m化に対応した債番の軽減 一 免除、相続時の個人通帯保allの解除等事

m・再チャレンジへの新たな特別対策、低利の借り換え制度の創設等を報

じる。

01 小 通 換 事 業 者 に 対 す る 無 担 保 ・ 能 配 枠 の 拡 大 と 解 のa和に努める。

? 売上高?や取引解の倒産により、経営の安定に支はを来している企業

を文llする電It資制度の充実it努める。

m 産業構造の変化に対応するため、中小企業の新分能出・新事期職l のため

の 解 l度 を 税 す る 。

?開 ・新製品の設化を文選する電It資制度の充実を国る。

I t) 通 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 理 配 を 取 得 す る 企 業 を llす る と と も に 、 茨 境
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エ コ 解 l度の普及を國る。

al 新たit配を国る中小企業や、商店街の空き店納の取a 店 納 の 増 構 等 を

行う小売商業者等に対する解度を充実する。

lリ) 開 の 割 ヒ し つ つ あ る 申 小 企 業 の 再 チ ャ レ ン ジ を 通 す る 解 l度の売

実it努一企j0る。l )  中小企業・小通換事業者の事業承継が円滑に行われるよう、事業承継時の経

営者保証解除に向けた構や、線族外承離の場合に開となる株式l建入資金の

調建itついて、構 it対する事業i離電 It資制度等の文量i業を講じる。

〇 新事業の創出を田するため、中法的支最機関を中心とした支最体制を充実す

る 。 ま た 、 精 及 解 癌 関 の シ ー ス を 活 用 し 、  I T ・ ロ ボ ッ ト 、 バ イ オ ・ メ デ ィ

カル産業等の高度化、新事業の創出及びm開 拓 を 配 す る 。

〇 創造的企業の青成

? 解精神に11み、創造的・観ll的な設活動に取り組む申小企業を育成す

る た め 、 直 設 ll・ 間 設 llの資金調建を文選する。

l' 中小企業の起業を田するために、企業が設を受ける際には個人保配につ

いて業歡に対応する。

t, ,,l 女性itよる起業支iiを推進する。

目 中 小 企 業 の 全 国 的 ・ 国 際 的 な 解 開 を サ ポ ー ト す る た め 、 設 的 な 経 営 戦

Ieセ ミ ナ ー の 開 催 、 エ キ ス パ ー ト の 構 、 経 営 力 の 強 化 を 國 る 。

的 中小企業の開発リスク負担を8減し、需要の開拓を国るため、新産前野it

係わる市場動向の相前究等を支最する。̃ 新製品のm開 拓 の 場 、 解 と の 出 会 い の 場 を 解 す る た め 、 フ ュ ア の 開

値等m開拓を文選する。

l重) 消費者ニーズの多様化など、経済社会の変化に対応するため、技術・情報・人

材 ・ 物 流 等 の 解 究 ・ 情 報 資 源 を 有 効 に 活 用 す る と と も に 、 第 3 セ ク タ ー な ど

の支援換関のコーディネート換能を強イl:して、新製品'e'新技ttrの開発、販路開拓、

新分野進出等の支最策を拡充する。

〇 創 業 期 の 企 業 を 通 す る た め 、 解 と の 出 会 い の 場 を 解 す る 。

〇 人材確保対策の強化

「 )  中小企業の人材確保のため、解度の拡充、社会保険への加入田、

解 の 改 書 等 を 進 め 、 魅 力 あ るmづくり、動労者福祉の増進、住宅の整

備能合的な対策を推進する。

l' 東京日の人材に県内企業の企業・求1人情報を伝える人,lオ情報提修t1ンステムの

利用拡大を國り、県内企業の人材確保を通する。

t, ,,l 中学・高校itおけるキャリア教青を充実する。

国 茨 開 国 人 材 支 l 最 セ ン タ ー に お い て 、 申 小 企 業 に 対 し 、 外 国 人 材 と の 就ll
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マッチングや受入体制のm等のmを器じる。

(11) 中小企業のI T化の推進

「 )  中小企業のI T導入の円滑化を国るため、事門象をmす る と と も に 、  I T

化に対応できる人材の育成を國る。

l・ 中小企業がインターネットを活用して、企業開や動成等の各種支要施i装情

報、支最機関のイ ーント情報など各種の産業情報を取得できる情lai発信体制を

税 ・ 強 化 す る 。

t, ,,l 高速・大容量の願信基選 「 い ば ら き プ ロ ー ド パ ン ド ネ ッ ト ワ ー ク 」 を 活

用した産業取を国るため、利活用の支最に努める。

目 申小企業におけるサイ,f 一 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 へ の 通 を 行 う 。

lilt 外国人aft姓・技能実習生・労ll者対策の強化

「 )  単に労0ヵ不足への対応とい,た視点から、安易に外国人を受け入れるので

llなく、あくまでも企業の合理化・省力化・効率化等によって対応できるよう

各種の対策を推進する。

ll 解 習 生 等 、 正 規 ル ー ト ( 公 的 就 労 的ll機関等)からの外国人については、

労〇条件・宿合等受け入れ体制のmを國る。

t, ,,l 不法構在者itついては、? し な い よ う it企業への啓発・指導を国るととも

に、実効ある対応を国る。

〇 商工会、商工会a所、申小企業団体申央会など商工l着団体の育成強化を國る。

n 特it商工会・商工会a所itついては広域的な配を推進し、組;Stの強化・拡

充を国る。

l可 高0清Ia用安定法の一部改正に対応するため、商工団体の配用llの補動

対it化を国る。

〇 国 民 の 解 生 の 向 上 に 資 す る ク リ ー ニ ン グ 業 界 は 、 中'j 取 な 事 業 者 が 大 半

を占めており、地 第48条(用途制限地域) 但し書き識iiに基,・く許可申

請などitついて、過重な負担なく、mして操業可能な対応を講じる。

〇 理・美容師の各法の通守を能するために、引き境き監視指導の能・独化を

國る。

〇 理 設 が 全 国 的 i t 開 向 i t あ る 状 況 を 略 ま え 、 地 開 の あ り 方 な ど も

問われていることから、 国 の 理 の 開 針 に 治 , た 支 最 の 独 化 に 努 め る 。

〇 さらなる法人税の引き下lfや投資減税など中小企業・小、規模事業者の力を底上

げし、 強a化it資するきめ細かい文量i業を 国 と 配 し て 講 じ る 。

〇 外形藤準刷iiは開への始与観ii等を刷it対象とすることから、赤字中小法

人 に 対 し て 新 た な 負 担 を 強 い る ば か り で な く 、 解 申 小 法 人 に と っ て も 増 税 と な

る こ と がa念されるため、引き続き、中小企業への外形標準課8tの拡大は始対it

行わない。
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〇 エ ネ ル ギ ー コ ス ト を 配 さ せ 、 解 を 活 性 化 さ せ る た め 、  ト リ ガ ー 条 項 の

開 を 解 除 し 、 ガ ' ソ リ ン 価 格 の 急 被 な 変 動 i t 対 応 で き る よ う 、 国 i t 対 し て 0 き か

ける。

〇 印刷物m統の入札において、最低制限価格の適用額の引き下げ、入札M

内 訳 書 の 新 i t つ い て 、 解 を 含 め て 前 す る 。 ま た 、 コi設備を有する県内

事業者の受注機会の確保に努める。

〇 コ ロ ナ 相 で の ll設 と し て 、 タ ク シ ー に テ イ ク ア ウ ト 料 理 を 運 ぶ デ リ ーリー

が 認 め ら れ た こ と を 略 ま え 、 タ ク シ ー 数 指 が 、 地 域 の 地m数 者 で は 対

応が困難な、例えば、買い物や意れ物を届けるなどの取り組aが有m始送と

して可能となるような検討を要望する。

【新a】 〇 外国人域結が外免切り書えの手続き'に種免許取得が円滑it行われるよう描

置する。

(6) E用のIa定と動労者Eli止の通

lie 各n制度 一 助成金の企業への活用田などの効果的な意用対策の実施に努め、

1果民の Ia用の安定を國るとともに、動労者の労〇条件の改善や福祉の増進を國る。

(i) 配it関する各種対策の充実

m般、情報提修t機能の充実と効果的な再就は支最事業等を実施し、通の

配 を 國 る 。

n 求lit者の早期就aを 国 る た め 、 就 開 i t 必 要 な 構 な ど 、 効 果 的 な 就

前 を 行 う 。

X l可 再就aの た め の 解 や ジ・プカード制度の周知などを通じて、求a者 の 設

能 力 の 形 成 、 能aの 配 を 国 る 。

01 70識までの継境已用の田、シルバー人 材 セ ン タ ーの 青 成 に よ り 、 高 年 開

の 股 の 配 と Ia用の安定を國る。

目 能 者 i t 対 す るm、 開 の 環 境 改 善 を 進 め る と と も i t 、 表 解 0 局 と

nし 、 前 者 のa用・就業の便進とa用の安定を国る。

的 新規学率者に対する求人情報の解や就a面整会の開催により、 マ ッ チ ン グ

を01進するとともit、着者の早期離a防止i t向けた開を講じる。̃ 県外大学から県内企業に通した場合に愛学金返通を支最する。

② 合理的な労使関係の安定を國る。

n 労使関係の安定を国るため、労0経濟it係る調査を行い、情報収集を国ると

と も に 、 情 報 の 能 に 努 め る 。

l可 小 規 ll業の労〇条件向上を配する。

e、l 中小企業の労使間に生じる労a間題などについて助言を行う、「労ll相設セ

ン タ ー」 の経を国り、労使間の空定に11;め る 。
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01 l能建生活において、指流する人材の育成や労使関係の安定を國るため、

労0教青事業を行う。

【新Ia】 ? 経営者及び労0者双方に対して解11・ 貸 金 ・ ハ ラ ス メ ン ト ・ 配 置m等労0

契約に関する相識窓口として、県所有の公共施設(1果庁・合同庁合等)で、機

合労ll相設所を開設する。

③ 動労者相l止の充実

n 仕 事 と 生 活 の 調 和 ( ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ ,f ラ ン ス ) の 実 現 の た め 、 構 、 動

労 者 i t 対 し 0 き 方 改 革 の M 前 を 国 る 。

に1 労働時間の短結・遇休2日や青児 一 介a体業の実施を但進するとともに、快

適なmづくりを進める。

o青児・介aとa業生活の商立を文選するため、青児・介護体業制度の定l書を

国る。また、生活1日l金貸付制度の周知を国る。

o ボ ラ ン テ ィ ア 休ll受」l'リフレッシュ休職Iど、多機な連観体ll要の普及に場める。

o フ, ミ リ ー サ ポ ー ト セ ン タ ー の 配 を 配 し 、 仕 事 と 青 児 や 用 が 商 立 で き

るよう支最体制をmする。

o 企 業 に 対 し 開 が 円 滑 に で き る よ う 、 構 申 に お け るmの 解 な ど 、

解 開 lの充実を推進する。

01 動 労 者 と そ の 通 の 能 を 守 る 。

0 1組カ ウ ン セ リ ン グ セ ン タ ー の 実 施 す る 設 に 動 成 す る 。

o が ん 解 推 進 条 例 校 限 が ん 解 を 推 進 し 、 が ん と 向 き 合 う た め の 県 民 〇

開u )の施行に伴い、がんmの 理 、 が んmを受けやすいmを

通 す る 。

o が ん 治aを安心して受けられ、治a後 i t 開 が で き る よ う な 環 境 整 備 を

支最する。

目 申小企業の福利・厚生施設の設置・改善に必要な資金の前を行う。

的 労0能祉団体の青成強化とそのmの充実強化(労ll福tif活動への動

成、生活1日l金の設など)を国る。̃ 申小零細企l業従業員の退l金開l度への加入促進」P ia用保険の適用拡大を

国る。

〇 通動者の利便を国る。

n 通 の 聞 を 解 消 し 円 滑 な 出 退 動 の た め 、 解 に 時 差 出 退 動 や 地 ・ ,f ス

利用の啓発を国る。

〇 0き方改革について事業者の実期1'l遍を行うとともに、時間外労0の改革を推

進する申小・小規開者への経営上のMを最小限にするよう、国に対して〇

きかける。
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自由時間の增加やゆとりと創造・ リ フ レ ッ シ a な ど の 志 向 か ら 、  能 レ ジ ャ ー へ

の=一ズが一11高まっている。1果内各mのa能を生かして、新たなal光 メ ニ ュ ー

の開発'Pi恍 地 の 聞 を 国 る と と も i t 、 新 た な タ イ プ のi恍 レ ク リ エ ー シ ョ ン 需 要

に対応する施mを推進する。

〇 能 レ ク リ ェ ー シ・ンmの開発m
n 民 間 の 活 力 を 生 か し 、 前 的 か つ 大 規 程 で 器 客 効 果 の あ る 開 設 の 聞 を

支最する。

l可 市 町 村 が 行 う 大 規 樓 で 解 力 の あ る 能 レ ク リ ェ ー シ・ン施設整備について

M的な文選を行い、首都日itおける中技的なi恍基地づくりを進める。

01 日本進に理定された弘地び信楽園を観1fl l i lL点として、能もが設で快

適に散策できるような対策を検討し、より一属の魅力向上を國るとともに、周

辺部(千波湖'P周辺刷11) と の 回mを高めるための聞を推進する。

目 信楽園本園の有料化を契機に、梅まつり以外にも年間を通し、来園してもら

える県内随一のmとするために、 新たな魅力向上策を器じる。

的 広域i恍 レ ク リ エ ー シ ョ ン 基 地 と し て 、 国 営 ひ た ち 海al公園、處島at海提公
園、登間芸術の表公園などの施mを進める。̃ 大 規 樓 な テ ー マ パ ー ク 等 の 能 ・ レ ジ ャ ー 産 業 の 設 を 進 め る 。

lト) 簡波国定公園や県立自然公園の保11及び利用施設の聞を進める。

法) 県北・県央・度行・県南・県西の各m能の着実な展開を国る。

lリ) Eグ浦、北浦、牛久沼、滴沼等の湖沼やヨ画川、タ、益ill等河川の水辺環境の

保全を国るとともit、的りをはじめとする体験プログラムの造成'P、体験学習

施設・組水型観1性レジャー施設をmする。

い) 温 泉 を 法 と す る 能 開 発 を ll的に推進する。

m 本県の周進i日光ll点として、日本一の名所一i くりを推進する。

l9) 自然mの中で様々な余順活動ができるアウトドア施設のmを進める。

0 )  m 設 を 付 加 し た 総 合 的 能 物 産 セ ン タ ー のm配 を 國 る 。

P) ナ シ ョ ナ ル サ イ ク ル ル ー ト i t 識ll さ れ た 「 つ く ば 重 ヶ 浦 り ん り ん ロ ー ド 」 の

うち、mが通れているtヶ清の南R阿見町にある自l船fia器学校に係る区

間ll、 湖 開 い を 離 れ 、 国 道 1 2 5 号 にii回 す る コ ー ス と な っ て お り 、 サ イ ク

リスト i t大変危険なことから、湖岸1111t自転章と人の専用mを 配 す る こ と

を 前 す る 。

lヨ) 能 客 や サ イ ク リ ス ト の 目 転 車 活 用 を 國 る た め 、 国 道 な ど 開 で の 目 転

解用通行帯の聞など、広域的な自転章通行空間の環境向上を推進する。

lタ) ラ ム サ ー ルm前 で あ る 酒 沼 に 、 関 東 で は 初 と な る 経 ・ 前 セ ン タ ー が
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m町とi章田市の2ヵ所に一体的に整Iii さ れ た こ と か ら 、  地元市町や関係換関

との配を強化し、福沼のiかな自然環境の保全と置明な利用を推進するため

の具体的な取り組aを 前 す る 。

l? 牛久沼をより魅力ある田 とするため、関係市町 と 通 操 し、県営の都市

公 園 と し て 聞 す る こ と を 前 す る 。

② 「 き れ い な 海 」 の 保 全 と 海 津 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン施設のm
n 利用や量観に配意した海岸保全対策を推進する。

l・ 国営ひたち海al公園、處島at海提公園や、自然iかな利用しゃすい海岸環境

を創出するための施mを 田 す る 。

P、l 通農船や 地E明 等 のm構 の 通 を 国 る と と も に 、 構 ・ 聞 の 整 備 促 通 、

企 業 i t よ る 配 施 設 の 設 を 国 る 。

目 「茨城の海と自然・世界の海と地球環境」のテーマのもと、楽しaながら学

ぶ と い う 教 育 と 開 性 を 兼u備えたアクアワールドilt ia果大流水族館のP R に

努め、i恍客義致を進める。

③ 能mのためのmとその紹介宣伝

n 能mを ll的 に 推 進 す る た め 、 D M 0 に よ る 開 づ く り や 、 起

i恍 キ ャ ン ペ ー ン 事 業 を 推 進 す る 。

l' 能 客 が 田 に 回 進 で き る よ う 、 能 ボ ラ ン テ ィ ア が イ ド の 青 成 や 観 1 性 事 業

者のおもてなしの向上を國る。

e、l 訪日外国人旅行者数の国の日部.000万人(2030年)に対応して、来県への

l就1計画を立て来前を田する。特に、コロナ後のインバウンド需要の取り込

みに向け、台湾などを申心に戰Ie的 な プ ロ モ ー シ・ンを展開する。

目 水a、重ヶ浦、筑波、海岸地域、典久慈など県内の代表的i恍地への器客を

mする。

館 分 か り や す い 願 内 標 識 の 設 置 な ど 、 県 内 開 の 通 開 の 改 書 を 図 る 。

o 筑 波 山 周 辺 の M の 改 善 を 推 進 し 、 前 な 地 の 確 保 とi恍客が立ち寄りや

すいmを国る。

o英語併illやピクトグラムによる分かりやすい集内標示を推進する。

o高速道路I C出入り口付近itおける業止物開板の被去を進めるはか、富民

一体とな,た茨城のは力度向上につながる集合看板の設置を国る。̃ 能 客 の 利 便 性 を 高 め る た め 、 開 間 及 び 能mの ネ ッ ト ワ ー ク 化 を 國

る o

I t) 県内の有料観lf施設を共通して利用できる、入場券の劃引制度の拡充を建

する。

al 地 構 化 の た め 、 前 あ る イ ーントを開値する。

lリ1 東 解 一 線 や 配 の 早 期 完 成 、 つ く ば エ ク ス プ レ ス の 能 願 り 入 れ 、
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3t城空港の国内外mの拡大を國り、 国 内 外 か ら の 能 客 の 増 加 を 踏 ま え た 報

光 関 進 業 の 願 策 を 講 じ る 。

?) ゥ ィ ズ コ ロ ナ ・ ア フ タ ー コ ロ ナ 時 代 に お け る 能 戦Illの一つとして、本県の

強 み で あ る キ ャ ン プ 場 や ァ ゥ ト ド ア に 着 日 し た 新 た な 旅 行 ス タ イ ル を 設 す る

「 い ば ら き ッ ー リ:''ム」を推進する。また、新たなE客IEの選得や通年型の受

け 入 れ を 田 す る た め 、 キ ャ ン プ 場 の ト イ レ や 田 設 備 等 の 改 修 な ど をm的

に支 最し、利用環境の改善に取り組む。

的 本県のi富なa前産物のブランド力の向上や「ご当地グルメ」、土産品な

どの明発を推進し、 これらを活かした旅行商品の開発などを進める。

l9) 前 がal光立」果としての地位を確保するため、e林水産物や加工品のブラン

ド力向上itよる前のステイタス化を国るとともi t、県民一人ひとりi t対しi日
光イ ーン ト ・ 開 の 知 験 を 願 す る こ と に よ り 、 県 外 へ の 草 の 根 の 能 ア ピ ー

ル活動を展開する。

0 )  県 内 の 開 設 な どa々な公共施般への器客を国るため、田等の名創の

mに劃引券を付け、解客につながりそうな相手にm的に名劃を渡す取り組

みを展開する。

P l 能 の 器 劃 1 ど 地 i 能 性 化 に 寄 与 す る 「 遭 の 国 に つ い て 、 解 「 遭 の 田

の施設改修や新たな「道の0t」の設置などに関して、市町村の意向を3tしつ

つ 、 ll的に市町村の取り組みを通する。

lヨ) 増加する前日外国人旅行者と、受入illの 開 設 の 会 話 を 手 動 け す る た め 、

旅行者と施設との会話を通訳する24時間対応のコールセンターの 開 設 を 開

する。

0 ) i恍 客 を 呼 び 込 む た め 、 ス マ ー ト フ,ンの位置情報換能を使い、スタンプラ

リ ー の よ う に 日 的 地 を 題 る 米 国 発 の ゲ ー ム 「 I n 田 ( イ ン グ レ ス ) 」 の 活 用 を

検討する。

lり 表 開 i t 寄 港 す る ク ル ー ズ 限 客 i t 対 し 、 オ プ シ ョ ナ ル ツ ア 一等itよる県内

周進観光を田する。

eソ) タンデム自転車や高性能な自転車タクシー「べoタクシー」について、本県

のi恍l国製itつながるよう、利用配it全力で取り組む。

同 自転章の量用者を增やすことは、開進や交通法格解消につながることか

ら 、 修 理 サ ー ビ ス や 体 意 場 所 の 解 な ど に ll的 な 目 転 解 店 へ 立 ち 寄 り や

すくするなどの取り組みを展開する。

体1 つ く ば i ,浦りんりんロードが持続可能な形で地域に根づいていくためには、

m田 と の 性 〇 が 重 要 で あ る こ と か ら 、 m田 が ロ ー ド の 簡 易 な 路 面 維 持

や補修、周困の除章・ i;操作業等it主体的、m的 i t 取 り 組 む M をa成して

い く 。
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的 稲較、取手、龍ケ始、河内、利根の5市町ll、 サ イ ク リ ン グ コ ー ス のmに

向けた観aを 開 始 し た 。 実 現 す れ ば 、 解 ・ 小 員 リ パ ー サ イ ド ル ー ト と っ く ば

tヶ 清 り ん り ん ロ ー ド を つ な ぐ コ ー ス と な る 。 ま た 、 全 県 的 な サ イ ク ル ツ ー リ

ズ ム に も 資 す る こ と か ら 、 利 制 11mに 広 げ る な ど 地 元 市 病 と 聞 す る と

と も it、M的な文選 it努めること。

(ラ) つ く ばtヶ浦りんりんロードには、県や地元自治体で整備した体識所が約

30ヵ所あるが、欲食・物販やシャワー等が完備した体意所ll 2ヵ所のみであ

り、利用者の,-:'' it合,た施設の聞・充実itより一IE取り組む。器せて、

岩演0tと土清Rのほぼ中間点に位置する旧:化条itHl地の活用方策について、地

元市を合めて検討する。

因 ナ シ ョ ナ ル サ イ ク ル ル ー ト で あ る つ く ば 重 ヶ 浦 り ん り ん ロ ー ド は 、 地 定 地 消

の視点で、消費額の增加につなげる。

tウ) 「つくばE グ 浦 り ん り ん o 一 ド」において、利用の少ない女性に向けたPR

や 効 果 的 な 開 i t 戰 略 的 i t 開 み 、 サ イ ク リ ン グ を 始 め や す い 環 境 を 創 出

し 、 更 な る 解 構 を 国 る 。

X ?1 a多、慈里山 ヒ ル ク ラ イ ム ル ー ト に つ い て 、ill章場や更表ヨが利用できるM
i く り を 地 元 市 町 と 配 し て さ ら it進めるはか、m設への集客等も能し

た ル ー ト づ く り な ど 、 解 構 に 向 け た 取 り 組aを推進する。

lノ) 国 や 市 町 村 等 と も 聞 し 、 ダ ム な ど の イ ン フ ラ 施 設 と 周 辺 のm設 な ど と

を 組 み 合 わ せ た イ ン フ ラ ッ ー リ:''ムitよる地構化の取り組みを推進する。

〇 前 あ ふ れ る 開 と し て リ ニ ユ ー ア ル オ ー プ ン し た 「 い ば ら き フ ラ ワ ー パ ー

ク 」 へ の 能 器 客 に 一 属 取 り 組 む と と も に 、 県 内 開 等 と の 周mを 配 す

る 。
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8. 新しい飛理と新ある発展のための県土
づくりを進める

※ 本県の新しい飛日と県土の均衡ある発展を国り、 豊かで安心できる

安定した地域社会を集くために、広域交通ネットワークの整備など県

土発展の基雄条件の向上に資する各種プロジェクトを一Ja推造し、長

期的・計画的な県土一: ;くりに積極的に取り組む。一方、新しい時代の

動向に量感に対応した施策を展開しつつ、 県内各地域の特性を十分に

生かすとともに、 filii木・群馬・福島県など藤県との十分な連携を図り

ながら、 県土の均行ある発展を図る。

また、県全体の地域撮典を国るため、各地域をどのように位置付け

地域振真を国つていくかなどにっいて、県の体制も合めて総合的に検

討するとともに、原内各地域の接々な地域富a重、特aを最大限に活か

しながら、引き鏡き人口滅少に打ち購つ力強い地域づくりを進めてい

く 。

地 のmを進める上で、 東関東目動車造水戸一線、 首 都 日 申 田 目 動 章

道 の 設 は 、 本 開 体 系 の ネ ッ ト ワ ー ク 確 立t 二 の 重 開 で あ り 、 こ れ ら の 早 期

完 成 が 国 ら れ る よ う 前 に 推 進 す る 。

ま た 、 国 ・ 県 道 か ら な る 田 に つ い て も 、 地 方 が 必 要 と す る 田 の 財

源 を 確 保 し 、 聞 を 構 る こ と な く 推 進 す る 。

(!) 国 土 開 発 開 自 動 章 道 の 設 田

? 北関東3県をllじめとする通との一属の? 強化を國るために常 l々 な交流

事業等を推進する。

o 治 i 識Iaの開発計画を策定し、その具体化を国る。

o民間の活カ(P F I方式等)を利用し、SA・PAを活用したm整備事

業を推進する。

X l' 東関東自動章道水戸iiについては、期来I C ̃ 算 田 I  C間のm田 を 国 る

とともに、鹿島廳海工l業地帯波l的11区工;建団地目辺への延伸について、具体1化

i t 向 け た 前 i t 努 め る 。

o 治 i 識Iaの限を国る構開発構想の策定を推進する。

※ 01 設 申 の ( 仮 株 ) つ く ば ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 株 ) つ く ば み ら い ス マ ー ト I  C、

( 仮 称 ) 笠 間 P A ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 称 ) :F代EEI P A ス マ ー ト I  C及び令和6年
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度に新規事業化された ( 仮 株 ) 土 浦 ス マ ー ト I  C、 ( 仮 株 ) 守 谷 S  A ス マ ー ト

I C の 聞 を 推 進 す る 。 ま た 、 既 設 ス マ ー ト I  Cの利用配を国るはか、東海

ス マ ー ト I  Cの大型章対応について、東海村や那可市を支最する。

② 首 都 日 申 田 目 動 車 道 の 地

n 首都日解の中糖部市を連絡するmi tついては、4前化の早期完成を

国る。

cl 沿線地ttの開発計画を:業定し、その具制ヒを國る。

〇 直 轄 国 道 ・ 補 動 国 道 の 聞 配

〇 開 温 格 道 路 のm推進

mの活性化、m開 発 を 通 す る た め の 田 、 特 に 大 規 樓 プ ロ ジ ュ

クト開発地区及び高速道路等it直結するmの 聞 を 配 す る 。

「 )  水戸外環状道路、茨城西部・字都営広域連格道路、百里飛行場通格道路の整

備を推進する。

l・ 常総・字都富東部m、表出t部静m、千葉表城It路、取手・谷和

原 配mの計画開指定に向けて取り組む。

01 千1E3t域道路北延伸線の新規路線指定に向けて取り組む。

(ii) 南天時の田確保の面から、高速道路等の部水性納装の聞を配する。

l重) 開展のため、新たな交通軸となる石岡市から登間市間の道組神峠のトンネ

ル化を合む(仮株) Illa般 貫 幹 線 道 路 ( つ く ば ̃ 笠 間 ̃ 大 子 ) と 用 開 規 格

m (常翻阿港区̃大子)の実現it向けて取り組む。

(i) 都 構mは、mの取に大きく寄与するため、国の補動事業やm社に

よ る 解 な ど 、 多 激 な 整 備 手 法 を 活 用 し 、 利 制 l l の 解 の 早 期 着 工 等 、

その実現it努める。

東北新開llの 原 内 へ の 新 取 配 を 配 し 、  排せて県内mの ll送力増強に努める。

(!) 常響iiの始送改書

n 申距離科の運転本数の増を國る。

l・ ス ピ ー ド ア ッ プ と 章 商 の 改 善 を 配 す る 。

01 特急列章の通転本数・停新・通行時間帯等の改書を国る。

目 主要itの精上化を推進する。

的 地域の前度向上などのii点から、小EEl:割ll特急ロマンスカーの取手It延伸

を 前 す る 。

② つ く ば ェ ク ス プ レ ス プ ロ ジ ュ ク ト の 配

n つ く ば エ ク ス プ レ ス の 利 用 配 を 国 る た め 、 M 前 を 国 る P  R等を行う。

l・ つ く ば エ ク ス プ レ ス 商 明 発 を 含 め 、 田 の 計 画 的 M を 進 め る 。
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③ 東北新幹線及び東北本線の新Rを古河・前地区に設置する。

〇 大洗處島illの 利 用 配

「 )  鉄道を軸とするは力あるmづ く り を 進 め る と と も に 、 解 ・mをm
する。

(ii) M の 始 送 改 善

「 )  関係市町村と一体とな,て、簡の利用便進及び活性化対策を国る。

l可 利 用 者 の 利 便 の た め 、 開 辺 に 開 をmする。

〇 水戸illの始送改善

「 )  通転本数の增、スピードアップを国る。

l可 通動・通学の利便のため、ダイヤ改善を國る。

〇 常組l映通列章のさらなる増便、スピードアップを国る。

〇 東日本大量災被災」県リニア新開mに 向 け て 、 他 の 開 の 動 向 を 踏 ま え な

が ら 聞 を 國 る 。

(11) 田 合 は 多 く の 人 の 出 会 い と 交 流 の 生 活 空 間 で あ り 、 関 係 市 町 村 と 配 の も

と、 より一属近代的なmを推進する必要がある。

n 公共施設などを併設し、魅力あるmづくりの法とする。

l・ く み 取 り 式 ト イ レ の 構 ・ 改 善 を 配 す る 。

01 0t発生ゴミについては、市町村とのnの中で円滑な処理を国る。

目 無人itの環境改善を國る。

的 高oaf者や降書者にやさしいl;tづくりを造める。(エスカレーター等の整備使

進)

〇 前 の 通 び 立 制 ヒ 、 配 カ メ ラ の 設 置 等 、 事 故 防 止 の た め の 施 策 を 強 化 す

る o

o オ ー バ ー ハ ン グ 地 な ど ハ ー ド 面 の 設 備 のmを 田 す る 。

〇 田 設 の 構 点 検 ・ 改 善 な ど 防 災 対 策 を 進 め る 。

1111 地磁気i開11所が、llネットワーク、ひいては本県の発展の制約とならないよ

う、県外への早期移転や十分な補償を新などに要望する。

〇 mil開 が 求 め ら れ る 重 要 な イ ン フ ラ で あ る こ と か ら 、 経 営 を 改 善 で き

る 開 i t 対 し て は 、m極 の 意 見 も 略 ま え な が ら 、 県 とm自 治 体 で 配 し た

llを 前 す る 。

前日の物流構造を再lfiし、 人口・産業の本県への開開を解導しつつ、 首都

日 の 均 行 あ る 発 展 を 國 る た め 、 高 解 系 と 一 体 的 に 北 関 開 の 物 田 と し

て 各 港 の 聞 を 進 め る 。 ま た 、 海 津 レ ク リ エ ー シ ョ ンや レジャーへの,-:'' it対応

し 、 前 で 組 い の あ る 配mの 形 成 を 国 る 。 さ ら に 、 県 内 能 の 取 の た め 、 港
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湾換能の強化を國るとともに、 効果的なポートセールスを行い、 貨 物 の 確 願 び 新

mの開設を国る。

特に、県北3港の統合によりmし た 茨 解 に つ い て は 、 北 関 東 自 動 能 な ど の

広 域 交 通 ネ ッ ト ワ ー ク のm配や好調な企l業立地等を最大限に生かし、適切にa
能分担しながら1Ei流装l点としての集演を高めつつ、 ク ル ー ズ 開 を 推 進 す る な ど 、

開 大 を 国 る 。

ま た 、 構 及 び 鹿 能 に お い て 、 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル ポ ー ト の 形 成 に 向 け 、

新エネルf一供始n点の形成やカーボン,ユ ー ト ラ ル タ ー ミ ナ ル 化 な ど 、 開 換 能

の高度化の実現に向けた取り組aを進める。

〇 常 翻 画 港 区 に お い て 、 開 率 の よ り 一 属 の 向 上 と 利 用mの要全性を確保

するため、東tt;波iiの 聞 を 配 す る と と も it、m び自動章等の始出の

增加に対応するため、大型R 0 R 0構に対応可能な中央i韓iの整備を但造する。

また、企業=一ズを踏まえたコンテナm開 設 を 配 す る と と も に 、 開 業 務 関

係? ( C  I Q業書関係? ) it基一i く指定品目の拡大と換関の配を 配 す る 。

lie ② 度能において、荷役効率のより一属の向上と利用mの 解 を 確 保 す る た

め 、 南 開 、 申 央 開 のmを配するほか、外港地区のmを 配 す る 。

また、国際バルク戰'ill配 (設物)の実現を国る。

③ 日立港区の沖m提(粘り独い構造イl:)のmを推進するとともに、mi l

加を國るため、多激化する物流・要への対応を國る。

〇 被整化する自然災書it備えるため、 m提 や 開 提 な ど の 開 施 設 の 聞 を・
実に進めるとともに、港;IiBOPなどの充実により、災書に強い安全な港づくり

に 努 め る こ と で 、 本 開 の 解 を 高 め 、 更 な る 利 用 配 を 國 る 。

(ii) 表域の港の活用itついて内外への宣長を行い、利用地の確保と船の寄港を使

進 す る 。 特 に 、 外 開 船 の 通 をm的に進める。

@ 県内の開や減港など、太平津沿岸地ttの保安間題・環境間題・防犯間題等に

つ い て 、 関 係 部 暑 と の 配 の も と 対 i 量 を 造 め る 。

4) 表城重港の利活用の促進

(i) 表 地 港 へ で き る だ け 多 く のmの確保を国り、 国内・海外主要都市等と

の交流を推進し、商工業、能、農林水産業及び科学技術の取に取り組む。

o 官 民 一 体 と な っ た 全 県 的 な 利 用 配 開 lの確立を國る。

cl 新木、辞馬、福島と配した物流や広域i恍 のll点 と 位 置 付 け 、 田 画 を

策定する。

② 3 t 城 空 港 の 利 用 を 配 し 、 mに 大 き な 効 果 が 及 ぶ よ う に す る た め 、 能

資源の発堀・聞を進め、i恍 客 の 器 客 を 配 す る と と も i t 、 前 と の ビ

ジネス交流をmするためのmを藤じ、m業の拡大・活性化を国る。
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本 解 の 発 展 と 地 t 確ISIの活性化、 Ia用設の創出のため、先Jii者産;建や関n
業の進出itもつながる程野の広い産業などm業の立地を配する。

(!) 工業団地の用途見直しによる立地業種の拡大を国るとともに、立地推進東京統

括本部を申心に、企業の業務換能を合め識3t活動を組a的 ・ ll的に展開する。

(2) 大型投資の進む次世代自動章'P半導体関進業のクラスタ一化を国るため、関

連企業のmにm的に取り組a、a用の創出を国る。

また、それらの企業の製品を県内企業が活用しやすくなるようP R を 行 う な ど

環境づくりit努める。

③ 企 業 ニ ー ズ に 印 し たlilt指置や企業が活動しゃすい事業環境のll、戦'll的な

企 業 構 の 実 施 な ど に よ り 、 企 l 業 立 地 を 配 す る 。

oa々な企業の事業環境が向上するようit、交通ネットワークをはじめとする

各 種 イ ン フ ラ のmは も と よ り 、a制度の拡充、m可の配簡素化

に 努 め 、 m間 降 に 負 け な い 産 地 づ く り を 進 め る 。

o地域末来投資,Ill進法の特例措置をM的it活用することitより、地元企業が

新たに設備設を行いやすいmを つ く り 、mの中法を担う企業への成長

を促す。

o 国 の 補 動 金 や 用 自 のm制度を活用し、企業の国内回帰の動きを提えるた

めの統動を一属独化する。

④ 開 田 社 会 形 成 を 推 進 す る た め 、 規 制 量 和 を 配 的 に 國 り 、 新 エ ネ ル ギ ー ・
資源01環型産業の導入を国る。

〇 前 日 へ の 配 や 充 実 し た 広 域 交 通 ネ ッ ト ワ ー ク な ど 本 県 の 立 地aft性を生

か し て 、 設 の 配 を 國 る 。

6) I Tネットワーク社会づくりのIP日進

社? の変化やmの激々な課題への対応を國るため、 mの進んll't「報
通信基盤とI T サ ー ビ ス 等 を M 的 i t 活 用 し 、a々な情報イ解を計画的it推進す

る o

〇 人 口 が 減 り 、 ll数も減っていく申、行政の効率化と1果民サービスの向上のた

め、行政のデジタル化、DXは造めなければならない。居住市町1111tにかかわらず、

一律に質の高い行政サービスを享受できるよう、市町村における自治体システム

の標準化・共通化の推進など、県としても、市町村のD X推進をll的に 支 最す

る o

② 県及び県関係機関のホームページを理さ世、一国の活用を国る。
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③ 1 果 民 の 開 信 の 利 用 に つ い て 、 m間格差が生じないよう、 ブ ロ ー ド,f ン ド

や ス マ ー ト フ,ン等のモバイル端末など情報IE信 環 境 の 聞 を 配 す る 。

cl 携帯重話の重波が届かない非能エリアについて、災書・事故時の対応や観

光 銀 真 の 能 か ら 、 開?設 者 や 市 町 村 な ど と 通 操 し、 通信 イ ン フ ラ の

聞 ・ 改 善 i t 取 り 組 む 。

〇 行 政 の 保 有 す る デ ー タ の オ ー プ ン デ ー タ 化 と 利 活 用 の 取 り 組aを推進する。

⑤ 集内店的の利用を促し、m済 の 活 性 化 に つ な げ る た め 、 県 解 「 ひ ば り 」

i t県内の店納で利用できるクーポン券を掲成する取り組みを前する。広報紙へ

の関心が集まることにより、県政に対する県民の解が操まる効果なども期待で

きる。

※ 〇 ス マ ー ト フ,ンや'フレット端末で県内の話国やイ ーン ト 、 生 活 に 役 立 つ 開 、

道路の通行止めや土砂災書、 Ill 難 情 報 、 解 の 災 書 情 報 、 算 道 ミ サ イ ル 発 射

等の国民保a情報などを関覧できるサービスに取り組む。

〇 民 間 能 数 者 i t よ る 開 テ レ ビ の 開 局 i t 向 け た 動 き が 本 格 化 し た 場 合 i t

は、実現に向け営力していく。

X 〇 「いばらきt子申請・属出サービス」等のt子申請システムについて、すべて

の市町村itお い て 同 じ よ う it利 用 で き る よ う文選す る と と も it、利用者が使いや

すいよう、サービスの改書を国る。

@ 国では令和 a 年度から、「識一人取り残されないデジタル社会の実現」を日標

it掲 げ 、 市 町 村 等 と 配 し な が ら デ ジ タ ル 活 用文 鐵el進事業を実施している。 こ

の よ う な デ ジ タ ル デ パ イ ド 対 策 は 、  デジタル化が能に進む現代に欠か世ない取

組 で あ り 、 県 と し て も ll的に関与し、全ての1果民がデジタル化の属意を享受で

き る よ う な ]Ill組を推造する。

7) 水資通の確保と有効利用の推進

i か で M 的 ・ 文 化 的 な 県 設 活 を 確 保 し 、  産業活動の進展を文える緊要な基使

的条件である水開について、長jla的 な 水 能 の 聞 し に よ り 、 需 要 に 応 じ た 確 保

及び用水供始対策を進める。

(i) 水資源の総合的・計画的な開発

「 )  水源保全対策の充実独化を国る。

② 水 の 有 効 利 用 設 の 配

n 重 ヶ 浦 用 水 関 聞 の 推 進 を 国 る 。

tヶ清用水関連かんがい排水事業、畑地帯総合整備事業の推進を国る。

l可 県南西・鹿行・県申央広城水道用水保設、ヨ画川・鹿島・県南西・1果央

広域コ業用水道事業を進める。

01 ヨ 阿 川 沿 岸 解 ll設 のmを 国 る 。
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③ 地下水の保全とその適正な利用を進める。

8) 科 学 技 術 の 田

〇 つくばの科学技tErの M を 活 用 し 、  次世代がん治基B N C T の 開 発 地 化 な ど

ラ イ フ イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ グ リ ー ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 分 野 の 新 事 業 ・ 新 産 業 の 創 出 を

通じて、わが国の成長・発動二mする「つくば国際戦l富総合特区」の取り組a
を推進する。

(2) 大強度日子加速器施設( J P A R C)を活用し、つくばの科学技ttf't'日立のも

のづくり技術との結びつきを国り、 国解力のある産業の創出や独自技術を持

:l金業の育成を国り、科学技術a ll造立国を先導する先端産業地;tiの形成に場める。

〇 大学や研究換関・産業支授検関との連携を強化し、産学富共同研究(例:

B N C Tの実用イl:)などの研究交流を推進する。

④ 県内におけるaれた研究開発の地や若手研究者の育成、国関係通研究換関

の 研 究 成 果 の 県 内 産 業 へ の 解 転 な ど を 配 す る た め 、 一 般 財 団 法 人 表 田

学技術振真財団等の活動を支最する。特に、ロボットについては(国研)産業技

術総合研究所tCYBERDYNE(株)等、関係機関と連操を国りながら、ロボット

館などで県民it分かるかたちで普及配を進める。

〇 県民の科学技術に対する理解と関心を高めるため、m的な啓発普及活動など

を通して、科学技tErに線しむmづくりを進める。

〇 集 ?研 究 換 関 が 、 産 解や 集民,-:''、解 を的確it路まえた研究開

発のt点化、分野検新的なnに取り組めるよう機能独化を国る。

〇 次世代のエネルギーとして期待されている水素エネルギーについて、本県にお

いても経関 連 の 前 開発を文選 し新たなmil出 を 配 す る 。 特 it、日本原子

力研究明発開の高温工学は験研究1111H T T Rの高商を活用した水素製造のは

験研究に必要な予算の確保を国に要望するなど、 サ ポ ー ト に 努 め る 。

〇 空を活用した物資の設や新たな交通手段まで、幅広い用途が見込まれる小型型・

起 の ド ロ ー ン の 社 会 実 装 に 必 要 な 取 組 を 、 官 民一体 と な , て 推 進 す る 。

9) ひ た ち な か 地 区 の 開 配
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期 待 さ れ る 常 翻 画 港 区 のmを 配 す る 。

l・ 国営ひたち海al公園の聞を配するため、開園区域の充実と供用区域の拡

大を国る。

o 解 性 レ ク リ ェ ー シ・ン基地として、海から監までの多激なレクリェーシ・
ン,-:'' it対応できる施設の聞を推進する。

01 後n、 特 に 県 北 ・ 県 中 地 区 へ の ア ク セ ス 開 の 相 査 を 急 ぎ 、 一体的

開 発 開 画 の 具 制 ヒ を 配 す る 。

目 都 市 再 生 総 合 聞 数 を 配 す る と と も i t 、 ひ た ち な か テ ク ノ セ ン タ ー を 通

して地元中小企業の青成取を国る。

的 都市'ー ン に 企 業 の 設 を 進 め る 。

? 国 際 開 公 園 都 市一i くりのため、国内外のイ ーン ト 等 が 行 え る コ ンーン シ ョ

ン施設等のmを推進する。

lト) 留 開 に つ い て ll、留開利用計画に基,・く 企 業 設 を 進 め る 。

Pl 関係市村の一体的な広域都市一i く り を 考It it入れながら、 〇たちなか地区の

明 発 を 田 す る 。

lリ1 常困阿港区・国営〇たち海m目・阿字ケ浦地区にまたがる地区において、

海提環境を楽しめるレクリエーションの場を形成する。

② ァジァ・太平制者国の原子力技術者を養成するため、日本原子力研究開発開

に国際的原子力交流施設のmを推進する。

〇 若 者 の 開 会 の 創 出 、 地Iaの活性化のため、「宮の1111業団地」への金業立

地 を 進 め る と と も i t 、 能 状 況 を み て 、 コl業団地の聞を推進する。

集 「 )  日 立 市 神 田 町 地 区 や ヨ 開 阿 I  C周辺をはじめ、市町村が主l導する新たな

工;建団地の開発計画を、地tt未来投資Ill追法や未来産要基盤強化プロジュクト

等を活用しながら文選する。

l' 県it地tiへの企業mにおいて、 lilt指 置 を 前 す る 。

② 企l業立地に伴う産業の =一ズに応える人llオ育成のため、新解設訓練のカリ

キュラムの高度化を進める。

③ 地域未来投資個ti法に基づく県北地域基本計面により、新製品 一 新技術の開発、

新産建の創出など用mの活性化を推進する。

〇 地域の産地洞化it対応するため、開 導'i'共同研究開発な ど 、 商 け 中 小

企業の活性化対策をt点的に推進する。

⑤ 大強度E日,子加通器施設(J PARC)や日本原子力研究開発a構における研

究成果の活用及び周m等 の 受 注 ・ 開 能 i t よ り 産 業 願 を 推 進 す る 。

l重) 県北山間地域においては、生m般 ・ 産 業 基 雄 ・ 相 祉 ・ 配 ・ 教 青 の 接
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て 助 M の 聞 、

と地場産i建の配など、m法に基,・きm の常院的発展のための新たな事

業をM的it展開する。

「 )  県it地ttへの人口流入を国るため、過刷強定住m団地整備事業を推進す

る o

l・ m域の開的発展を国るため、通市町が実施する過it対策事業を推進

する。

〇 用mの豊かな目然mや 設 ・ 文 化 通 産 な ど のmを 生 か し た グ リ ー

ン ツ ー リ :''ム やプ ル ー ッ ー リ :'' ム 、 ロ ン グ ト レ イ ル な ど の構在・体験型i恍 を 推

進 す る と と も に 、 前 日 を 代 表 す る 交 流 ・':地t幅住空間の形成を国る。

【新a】 〇 大 子 清 流 高 校 の 魅 力 ア ッ プ と 用 開 を 國 る た め 、 部 局 積 新 的 な プ ロ ジ ュ

ク ト チ ー ム の 立 ち 上 げ を 前 す る 。

〇 都市との交流事業の促進を國るため、各市画]村のIt点流設のmや ネ ッ ト ワ ー ク

の形成を推進する。

lilt 用 l 地 域 の i か な 自 開 を 活 か し た 前 的 な 地 城 ブ ラ ン ト イ メ ー ジ を 構 し 、

移住、交流の田を国る。

〇 一般国道・県道のmを 配 す る と と も に 、 開 t 部 開 や 開 通 と し

子) の具体化前など、交通体系のmをm的に推進する。

? 日立市新田・旧十王町願・数山・北前 目間及t;'言谷・菓1原線の整

備 と と も i t 、 県 解 を 進 め る 。

l' 日立市内など種性的な交通法格については、法構和を国るためのm
を推進する。

t, ,,l 解限 道 の 解 消 、 パ ス 交 通 不 能 区 間 の 聞 配

目 シ ー ニ ツ ク ・ パ イ ゥ , イ 能 の 条 件 で あ る 地 t 注 体 のt901会設立など、実現

に向けた取り組みへの通を國る。

1111 開 合 計 画 it基一iき、 J PARCを活用して、中性子を利用した研究成果か

ら革新的な新技術の創出を国る。また、研究成果のP Rを独化するとともに、字

留 分 野 と 地 づ け た P  Rの検討など、 J P A R Cの更なる知名度向上に取り組む。

ital i恍 物 産 会 館 ( 常 数 国 市 な ど ) の 設 を 進 め る と と も i t 、 解 の 長 統 :[ 書 ・

特産物の取や新しいタイプの工芸品の開発を田する。

〇 mにおけるaれた目然能を活用し、交流人口を増加させるための施設整備

を推進する。

〇 mの特色を生かした特産品づくりを進め、mブランドを青成する。

〇 廳海mにおいてll、 エ ネ ル ギ ー 開 と し て の 役 割 を 踏 ま え る と と も に 、

研究ll点 と し て の 聞 を 進 め る 。

〇 県 化 地 域 の 豊 か な 白 然 を 活 用 し た ァ ウ ト ド ァ ス ポ ー ッ の 効 果 的 な 開 や 施
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設整備への通などにより、 交流人口の拡大を國る。

1111 自転章で指定されたi恍 地 な ど を 運 り 、 会 員 制 交 流 サ イ ト ( S N S ) i t 写 真 を

投 精 す る と 、 商 品 が も ら え る 「 ソ ー シ ャ ル ラ イ ト 」 の 取 り 組aをmで展明

す る こ と に よ り 、 mの活性化にもつなげる。

1111 用 t 願 のmi と し て 、 M へ の S  Lの土日定期;ll行の早期実現it県を挙

げ て 前 に 取 り 組 む 。

〇 定住人口や労〇生産人口の一を抑制するため、現存するmのll!点施設活用

や サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 等 の 聞 、 ネ ッ ト ワ ー ク 解 の 充 実 を 国 り 、 用 開 域 で

の 移 住 ・ テ レ ワ ー ク の 取 り 組aを推進する。

X Ia) 常 監 国 ロ ン グ ト レ イ ル のm完了を円滑に進めるとともに、来訪者をmに識

導する仕組みづくりや受け入れ構の整l化に取り組み、mの活性化を図る。

【新Ia】 @ 御前山自然公園の登山道のmについては、地元自治体とnしながら、案内

表示の癌など、安全・安心に登山などを楽しめる開の整備に取り組む。また、

常 豐 国 ロ ン グ ト レ イ ル と一体 的 な 聞 を 行 い 、 多aな ト レ イ ル を 楽 し め る 環 境 を

創出することで、自然公園のは力向上につなげる。

X ② 用 t 田 の 指 針 で あ る チ ャ レ ン ジ プ ラ ン N E X T に お い て ll、 m能 を 踏 ま

え た 種 げ る 構 の 願 や 、 用 開 域 の 住 民 の 安 心 經 を 守 る た め の 地 域 配 の 充

実なども、 これまで成果を上げてきた各種Elfり組aと併世て推進する。

の 目然m設 と し て 線 し ま れ て き た 開 物 目 や1果民の表ll、 旅 行 者 の 解 や 行

動の変化などを略まえ、用開域の多aな資源を活用した会の体験の解など、

独a li 性ある体a型観lf 施 設 に リ ニ a ー ア ル す る こ と に よ り 、 そ の 効 果 を 県 北 エ リ

ア全域へ波及させ、広域的な周mが 配 さ れ る よ う 取 り 組 む 。  リ ニ ュ ー ア ル

i t当た,ては、地元Ia阿 市 と 配 を 国 り な が ら 、 植 物 園 な ら で は の 進 び や 学 び が

時ま,た特別な体lを111 '画の解や、オリジナリティーあふれる施設のmな ど に

よ り 、 本 県 の フ ラ ッ グ シ ッ プ と な るm化を日指す。

tif) ! l 央 地 城 の 田

〇 北関東の発展を章引する申開市としての水戸を申心とした都市日,・く り を 推

進する。

?) 都市環境のll、高度技術産業のm、は力ある商店31-iく り 、 大i能i公園

等のmな ど 、 目 然 ・ 設 ・ 伝 統 を 生 か し た 能 レ ク リ ェ ー シ・ン M づ く り

を船合的・計画的it進める。

② 北関東自動m の取を国るため、構開発計画の具現化を国る。

構開発の一環として、前申央工;建団地のm及び企l業立地を推進する。

〇 表地港の利活用を略まえ、常E!平野地域の計画的な開発聞を推進する。

〇 水 戸 ・ 度 島 商 市 口 l の 拡 大 を 踏 ま え 、 東 関 東 白 動 解 一 観 ・ 簡 能 の 広
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流 イ ン フ ラ に 基,・く開発構想を推進する。

(ii) 水戸地方ll点都市地城基本計画it基一i く事業を推進する。

l重) 水戸市内及び周辺の交通法格解消のため、環状道路の前mを国る。

〇 立 地 条 件 を 生 か し た 通 設 の 田 を 國 る 。

〇 県庁合関mの推進を国る。

「 )  県庁合周辺部及び三の丸庁合周辺部の都市基雄のmを進める。

lロ) 三 の 解 周 辺 の 道 路 は 現 状 で も 相 当 開 を 来 し て お り 、 周 辺 解 の 拡 幅 ・

新 解 、 交 通 環 境 の 聞 を 配 す る 。

〇 県都水戸や県全体の活性化のためのmi として、 J R常響iiへの新信楽園像

の建設と常設化に取り組む。

※ flit 〇たちなか大洗リン'ート構想の実現it向けて、民間主導のmit対する文選を

前 す る と と も に 、 法器対策や第一::iti門精なども含めて周mの独化につながる

]Ill組の検討を進める。

tl2) 集南itI!域のa指促進とつくばの田

〇 つくばのmを 配 す る 。

つくばを世界の研究開発センターとして、より一llの充実を国るため、次の施

策の展明を国る。

n 根幹的な交通体系のmと、新市街化地区のm配、周辺地区の開発、生

活 設 の 聞 、 多aな産業の導入等itよる自立都市の確立を国る。

l' 人口增加に対応し、必要となる小中学校等の公益施設について、都市再生機

構の関連公共公益施設の立替施行によるmを國るなど、地元目治体への財政

措置を国it要ヨする。

01 世 界 を リ ー ド す る 国 際 的 な 研 究 開 発 を 進 め る と と も に 、 そ の 解 と し て 、

つくば国際会1量l場において国内外の会aや学会等、激々な交流を配する。ま

た、つくば国際会a場itついて、時代it印した施設設備の聞と経営戰略実行

に選やかに取り組む。

目 つくばの科学技tEi集Ii i を 生 か し 、 つ く ば 研 前 セ ン タ ー の 設 が 円 滑 に 推

進 で き る よ う文選す る と と も it、中小企業の前開発を推進する。

m つくばエクスプレス構への企業立地の田を国る。̃ 土浦・つくば・牛久業務開市基本構想を推進し、 Illa捕部目立都市の申機

となる業書開市を青成整備する。

I t) つくば地区の大学や研究機関の研開から新温事第a li出 を 田 す る た め 、

産 地 聞 の 強 化 と 設 イmの 税 を 國 る 。

al 公的研究換関'P大学を今まで以上it広く一般it公開するとともit、児重生提

の能活動の場としての活用mを 国 る 。
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(リ) 「 , ネ ル ギ ー フ o ン テ ィ ア つ く ば 」  として、 量観や将来を見提えた事業計画

等it融tしつつ、ilHy崩集地'P湖沼等を活かした新エネル?一産業のnを国

る こ と に よ り 、 新 た なa用を創出する。

② つ く ば エ ク ス プ レ ス 開 の 計 画 的 なmを進める。

n 島名・福EEli;ll地区及び上河原時・中西地区の士地区画整理事業を推進する。

l?m の理知度の向上を国るため、戦'll的にPRを展開する。

01 つ く ば エ ク ス プ レ ス 構 開 発 の 田 の 構 と し て 、 業 種 に 応 じ た 開

定期借地制度の活用や、住宅数指 と の 共 同iaa、民間卸などを一日M的

に推進する。

? 地tt未来投資Ill追法に基,・く 日m 計画により、日本を代表す

る 開 の 集 演 を 活 用 し た 地 能 業 の 活 性 化 を 推 進 す る 。

③ 東京芸大取手校の立地等、県南地区のll性を生かした国際的な芸術文化前

M のmを進める。

内 外 の i れ た ア ー テ ィ ス ト をi 選し、現代の差tti活動の換点形成を日指す「アー

ガス構想」の実現を国る。

④ 龍ケ始市と利根町との合併換運を前する。

(ii) 取手It北地区の士地区画整理事業を配する。

l重) 取 手 競 W の イ メ ー ジ ア ッ プ を 国 る た め 、 ア ク シ・ンスポーツ施設等のmを

検討する。

〇 地域発展を使すため、重ヶ浦・筑波山周m域 の レ ク リ エ ー シ ョ ンll点形成を

mする。

〇 「 開 合 計 画 」 に 基,・き、E グ浦目転解、 Eグ浦、北浦などとの共生型地

域づくりを推進する。

〇 tヶ清、北清などの周ll!地tiの活性化を国るため、飛行船を活用したi8城-i く

りを推進する。

lilt 重ヶ浦、北浦などの周m域のl国製方策として、「湖のll」 の 聞 を 国 る 。

Iii) 市民農園のmなど、都市化の進むmに 合 , た 農 業 の 取 を 国 る 。

〇 都 市 通 設 の配を國りっつ都市,・く り を 進 め る た め 、 市 街 化 配 内e業者

の自主的な住宅開発を推進する。

〇 tヶ清のt要な水源でもある筑波山周辺の表林mを推進する。

〇 上 曾 ト ン ネ ル 等 のm効果を活かした、石岡市を東西に松新 す る 通 の 実 現 可

解 i t つ い て 、 表 地 港 ア ク セ スmの 延 伸 を 前 す る 。

〇 つくば市の小中学校の田生徒数が增加しているため、市内の県立高校のは力

化や、進学先として通学できるェリァの県立高校の定員増を國るなど、生徒が安

心して希ヨする進学先を確保できるよう教青環境を整える。

〇 つくば市と県西mを結ぶmにおける交通の円滑化が国られるよう、企業や
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地元市と 通 操 し な が ら ハ ー ド 、  ソ フ ト が 一 体 と な っ た 投 將 対 策 に 取 り 組 む 。

〇 mのmと 構 開 発 の 配

n つくばエクスプレスと常組iの相要り入れの事業化を国る。

l' 常 組11111通列開u章 の さ ら な る 增 便 、 ス ピ ー ド ア ッ プ を 国 る 。

01 開 の 住 宅 ・ 流 通 ・ ; 題 f 等 、 複 合 開 発 を 配 す る 。

(2) 常総・板東・境・古河副次糖部市整備

副次開市としての基雄づくりを進めるため、交通体系のm、物流システム

整備構想及び住宅・工;建団解計画の:業定などを進める。

〇 県西北部地域の総合的な願を国る。

「 )  筑西地方filL点都市地t憾本計画に基づく事業の展開を国る。

l可 田 化 理 を 推 進 す る と と も に 、 境 西 市 ・ 結 城 市 な ど に お け る

m を 配 す る 。

01 常総・字都営東部理mのm田 を 国 る 。

X ④ 板東市山地区における開発を推進するとともに、未来産要基盤強化プロジュク

ト な ど itより市町村が主導する新たなコl業団地の開発計画を文選する。

〇 前 断 開 び 東 化 本 線 の 新0般 置 を 田 す る 。

n 新R配の推進体制を強化する。

l・ 前 ・ 前mi,開発構想の具体化を国る。

l重) filL点文イ国01設 の 配 進 と 計 画 策 定

n 県 西 地 区 の 文 化 、 国 設 流 な ど 、 複 合 的 文 化 セ ン タ ー の 換 能 を 持 つ 田 設

設のための計画策定を進める。

l' 聞 や 自 然 開 を 生 か し た 複 合 レ ク リ ェ ー シ・ン開発計画を策定する。

01 首 都 日 申 田 目 動m の計画的なmを 進 め 、 M づ く り の 具 体

化 を 配 す る 。

(i) 茨城西部・字都営広m mのm田 を 国 る 。

〇 京演用藤の小山Rまでの延伸を推進する。

(11) 管 生 沼 を 中 心 と し た 教 青 的 レ ク リ ェ ー シ ョ ン ソ ' ー ン の 聞 を 国 る た め 、  ミ ュ ー

ジアムパーク茨城県自然博物館の内容を充実する。

〇 境 西 開 のm推進を國る。

lt1) 日野自動章古河コi3の関連企業のさらなる設、地元企業の新たな展開itよる

産業集iiを推進する。

〇 各 目 治 体 間 の 聞 に よ っ て 、 民 間m ,f ス と コ ミ ュ ニ テ ィ,fス等の運行の調整

や 相 理 り 入 れ が で き るll点づくりit取り組み、利便性の向上を国る。

〇 日 地 と 北 関 東 道 を 結 ぶ 開 通 格mと し て 、 商 市 町 が 前 し て い る 県 西
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tl 4 )鹿行地城の田

〇 鹿島mのm
n 交 通 体 系 の 聞 、 都 領 能 の 強 化 な ど の 聞 を 配 す る 。

l' 中心mの 形 成 を 田 す る な ど 、 生 新 ・ 文 イ 国01設のmと関係市の一

体 的 な 新 鹿 前 市,・くりを推進する。

o ワ ー ル ド カ ッ プ 開 値 の 前 を 略 ま え 、 カ シ マ サ ッ カ ー ス タ ジ ァ ム の 県 民 へ の

幅広い利用とスポーツを法としたmづ く り を 進 め る 。 ま た 、 直 島 ア ン ト ラ ー

ズll 2 0 2 3 年 に 鹿n市 内 で の 新 ス タ ジ ア ム の 聞 討 を 進 め る こ と を 発 表

しており、速やかit新 ス タ ジ ア ム it移 行 で き る よ う 、 集と し て も 處 島 ア ン ト

ラ ー ズ の サ ポ ー ト に 取 り 組 む 。

01 真野谷tiコ;建団地への企業設を配する。

目 處島臨海コ業地帯の更なる解力強化i t向け、事業環境の聞や企業間配

などの取り組aに 加 え 、 先 を 見 据 え た コ ン ビ ナ ー ト の ス マ ー ト 化 と い , た 新 た

な取り組みを推進する。 また、配 ・ 教 育 の 税 な ど 〇 く 人 に 魅 力 的 な ま ち,・
く り の 視 点 i t つ い て も 前 を 進 め る 。

m 度島廳海工業地帯において、次世代エネルギーの サ プ ラ イ チ,ー ン を 先 導 的

に 税 す る た め 、 規 制 量 和 」P税財政支最など企業の立場に立つたmを 接

するなどして、民間i tよる先進的な取り組みを本県i t構し、カーボン,ユ ー

ト ラ ル 社 会 に ふ さ わ し い 産 解 づ く り を 進 め る 。̃ 日本製開11日本製鉄所鹿島地区での高炉一1基体止について、院田の不安

を受け止めるとともit、地域社会it与える影響を分析し、その結果it基一i く文

mに取り組む。

② 大流鹿島線沿線地tt能開の開発

m域の願とi;t道利用者を確保するため、水戸・處島間でm域の開発

事 業 を 田 す る 。

③ 大1完 町 か ら 簡 ま で の 理 の 統 な 開 を 生 か し た 、 解 レ ク リ ェ ー シ・ン・

リン'ート地域の聞を進める。

o シ ー サ イ ド 開 のmを国る。

④ 前から解市・相西市までの利制l l沿いを生かした、内田レクリェーシ・ン・

リン'ート地域の聞を進める。

o リ パ ー サ イ ド 開 のmを国る。

【新a】 ⑤ 民 間 経 さ れ た 鹿 島 セ ン ト ラ ル ホ テ ル と 引 き 競 き 関 わ り な が ら 、 今 後 も ホ テ ル

を開源の発堀や地域文化の中心と位置付け、県出資団体である處前市開発

と 共 に 、 大 き く 変 わ ろ う と す る 度 開 の 新 た なm期二取り組む。
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@ 對田西部工;建団地などの開発を推進する。

※ 〇 東関東自動章道水戸一illの 聞 配

集 e1 潮来ICから算田ICまでの早期関通と開地域の振真に資する沿線関発計画

の具田ヒを國る。

【新a】 0 )  潮来ICから自能北公共準西周辺、處島臨海コ業地帯波時地区コ:業団地周

辺までの配の高通道路計画の前具体化を国る。

〇 mグ 開 の 建 設 や 水 戸 神i西 線 な ど 県 聞 のm統 を 進 め る 。

(11) 行 方 地 域 の 願 を 国 る た め 、 北 前 合 団 地 の 聞 を 推 進 す る と と も i t 、 東 関 道

水戸itの?開通を見据えた戦'll的な統動を展開するほか、tヶ開

の リ'一 ト開発を進める。

lilt 市内it3つの県立高校を有する神前では、中学校率業生の約半数が市外の高

校に進学している。子どもの劃合が県内市町村でも高いmであるため、 中学校

卒業生の進学における1果外、他市への流出の地消の前に、学設減や学校の統

? を し な い こ と it努 め 、 神 前 内 の集立高校itおける学力向上を文選 し、大学

進 地 の 向 上 を 国 る 。

a0 国際化時代に対応した総合的mの確立と推進

lie 国前ヒ新における交流は、 自治体・教青機関等の始味提iii、産業経済(資易・

企 業 や 新 の聞) の 交 流 、 新 ・ 文 イ破流、民間交流、留学生の受け入れ、技 続

m員の受け入れ等と広範・多a化している。

交流の相手国も、 mか ら ア ジ ア ・ 中 近 東 ・ 南 精 国 と 多 岐 に わ た , て い る 。 一

方、国設流の進展と入国者の增大に伴い、税常在・ 11tl労、理不明、各f事件・

事故・解 やェイ :'' ・配・福祉・教青・納81及び保解の諸間国を引き起こして

いるo

特 に 、 税 將 在 不 法 9t労等外国人1果内広域にわたって屠住していると見られ、

その就労形想もa々である。その人数'P生活実態・就労実態は一it把通できない

まま現在も進行している。

将 来 に わ た っ て の 本 県 の 社 会 ・ 産 業 ・ 解 解 を 考 え 併 せ な が ら 、 こ れ ら 一 連 の

諸 間 国 i t も M 的 i t 対 応 す る と と も i t 、 国 設 流 i t 対 す る 県 聞 の 高 場 と 国 際 理

解を高め、民間交流・グローバルな産業経済交流など各種国際交流事業の拡大・支

量を國るため、一元的・総合的施策と推進体制の確立が急務である。

(i) 拡大する交流事業it対応できる表限国設流観会の強化

「 )  拡大する各種の国際交流事業に一元的・総合的に対応できるよう、茨城県国

設 流 性 会 の 体 制 強 化 ・ mを國る。

同 国 際 交 流 の M 能 づ く り な ど 国 設 流 ネ ッ ト ワ ー ク づ く り を 造 め る 。

01 国l展交流、在住外国人への対応についてのがイドラインを作成する。
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o県内在住の外国人との交流事致 mふ る さ と フ ァ ミ リ ー 事 業 等 を 推 進 す る 。

(2) 外国との;;t好交流の推進

「 )  開 県 ・ 州 と の 県 建 体 の 友 好 交 流 事 業 を 便 進 す る 。

l可 文化・新・学tEr ・教育・スポーツ・書少年・女性等、m流 設 を 進 め

る o

01 中 学 校 ・ 高 校 ・ 大 学 に お け る 国 際 教 青 を 充 実 す る と と も に 、 開 を 推 進

し ll留学事;建を拡売する。

目 ァ ジ ァ 地 域 と の 産 業 ・ 教 青 ・ 文 化 な ど 幅 広 い 交 流 を 配 す る た め 、 上 商

所の活動体制の充実を国る。

③ 多文化が共生する社会の実現を日指し、1果民と外国人の共生意識の前や相互

理解it向けた取り組みを進めるとともit、外国人が地域社会の一員として県民と

共生できるようmを国る。

a 在住外国人が各地城に清け込んt i生? できるよう、日常生活等の各配 ・
文ll体制の充実を国る。

o 日 本 観 t 青 ・ 生 商 慣 ・ 設 ・ 常 生 ・ 配 ・ エ イ ズ ・ 教 青 ・ 交 通 安 全 ・ 領

等 に 係 わ る 諸 間 題 に 関 す る 相 識 ・ 通 開 lをmする。

l・ 各種Ill事国是修tの推進

o 外 国 幡 に よ る ラ ジ オ 構 や 情a書 ・ 生 活 が イ ド ブ ッ ク の 発 行 、 イ ン タ ー ネ ッ

ト に よ る 解 を 進 め る と と も に 、 病 院 ・ 公 共 施 設 、 集 内 開 な ど に 外 国

機 t 示をする。

01 通訳者等、交流ボランティアグループの青成を国る。

④ 産 解 の 国 際 化 ・ 企 数 流 の 推 進

本能業の高度化・多期tとともに、海外との交流意向は高まりをみせている。

一方、度能茨城港のm、ひたちなか地区開発の進行によ,て、本県産業経

済界の国際商・新取引・質易等の追展が予想される。本能業の国際化を推進

し、経濟の国際化を企業の成長it結びつけるため、総合的な開略を構集する

ことがt要である。

n 国 際 開 のmに対応して、質易mのmを 配 す る 。

l・ コl業団地識明会の開値などを通じて、外資系企業の設を推進する。

〇 外国人m・管造等、県内の在管外国人の支最施策を進める。

県内にll、令和5年12月税m91,000人の外国人が在留しており、生活等の

文ll対策を推進する。一方で、不法構在者・不法就労者も多数いると見られるた

め、それらの実期1'l起に努め、解りを独化していく。

n 外国人に関して基本的条項を盛り込んだ大組を制定する。

l・ 外 国 人 及 び 受 け 入 れ 事 業 所 等 の 通 を 国 る 。

01 外 国 人 研 修 生 や 9 要 等 に 対 し 、 開 なmの中でilf修 一 解 が で き る よ う 、
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受け入れ体制・宿合・ 日 本 設 育 ・  日常生活・保健医基等について通する。

o商工・a? 業itおける外国人技能実習生の受け入れを文選する。

o納税・保険制度や帰国担保対策等については、事業所及び外国人に周知・指

導を國る。

o労0解の確関、受け入れ事業所it対する啓発を進める。

o公共a業 安 定 i j 得 1 、 公 的 開 関 のmを国る。

目 解 ・ 事 故 の 未 然 防 止 、 開 l及 び エ イ ズ 等 の 開 ・ 医 基 対 策 事 業

を強化する。

o 国 解 ll、通訳体制のm等国前ヒを踏まえた治安体制の独化を国る。

o 特 に 、 惠 質 ブ ロ ー カ ー 不 法 風 俗 業 者 の 摘 発 と と も に 、 エ イ ズ 等 の 開 の

解 ・ 護Ia体制の確立を国る。

ol e,療実想の相査や受開内書を作成するとともに、国離i対策を進める。

@ 国 際 化 時 代 に 対 応 し た 国 設 流 会 館 ( セ ン タ ー ) の 設 置 を 國 る 。

mす る 各 種 の 国 設 流 、 産m濟界の交流や外国人aft姓・県内在住・構在

外国人問題等、 国前ヒ新に対応するための総合的filL点となる施設の建設を開

する。

o外国人が一時的it宿泊できる施設も器設する。

(i) 国象・国益に関わる情報(領土問題ほか)で、県民の関心が高いものについて

ll、県新合2階の1期i i広報コーナーでのパネル展等によりal的に広報する。

tic !l独自のシンクタンクの設■

県内各mの均行ある発展や1果民生活の一属の向上を國るため、 前 の カ ラ ー を

生かした特色ある施策'P長期的な田、開発プロジュクト等の調査研究を行うシン

ク タ ン ク が 必 要 で あ る 。

mの特性に応じた温制a和による構造改革を日指す特区制度を導入し、 本県の

産 解 の 活 性 化 を 國 る 。

(i) つくば・東海地区itおける研究集演と日立地区の産業集演を活用し、国際的な

産 提nのもとで質の高い研究開発を推進し、次世代をリードする研究成果を

生むとともに、その成果を地化・産業化へつなげる「つくば・東海・日立知的

特区」を推進する。

② 度島地区をわが国における素材産業再生のモデルとして、国解力の高いコ

ンビナートへの税と高度な産業クラスターの形成を国るための「随島経iS特区l

を推造する。
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tl9) フィルムコミッションの推進

(!) 映 画 や テ レ ビ ド ラ マ 等 の ロ ケ ー シ・ン通影のmや 支 最 を 行 う フ ィ ル ム コ ミ ッ

シ・ン を ll的に推進し、本県の知名度向上と地tt資源の情報発信を國る。

(2) ロケ地日本一の実量を活かし、国内外の話国性のあるロケの設を国ることit

より本県のは力向上や解構を国る。

③ 海外の地関係者などに本県のロケ地の魅力をll的 に P  R し 海 外 か ら の ロ ケ

の 設 を 推 進 す る 。

00 果,民の意向を9まえた施策の推進

o集民の意向や要aが 強 い 構 (保健・福祉・配の充実、經・快適な社会一i

く り 等 ) の経を国るための予算のt点? に 'a!意する。



9. 美しい自然・水の保全を国り、 人と地環に
やさしいクリーン環境杜会の形成を国る

県民の健康と生活を公書から守り、 豊かな原土と自然を保護し、 水

と緑の快適な i目いのある理境をつくることは、県政上の重要な田で

ある。産業廃業物や:ごみの滅量化などはとりもなおさず、今日の大量

生産・大量消量・大量廳菜社会の仕組みの転換を国ることであり、境

境への負荷の少ない情理型社会の構集である。そのため、生産・流通・

販売など企業のシステム、地域や提など県民のライフスタイル等々、

すべての杜会構成者が模索し、具体的な行動を起こせるような施策の

推進が必要である。世界湖沼会選の成果が、量ヶ浦(西浦、北浦、常

陸利根川)などをはじめとした湖沼・河川の水質浄化に 発算されねば

な ら な い 。

1) 地康魔境保全対策の推進

環境基本条例が定める環境の保全と創造の基本理1念の実現it向けて、 環境保全施

策を総合的かつ計画的に推進する。

地球環51保全対策の開みとなる「地球温暖化対策実行計画」の行lit計画に基づき、

「環境への負荷の少ない地域社会の構集」it向けて各種it策を推進する。

(!) 構 計 画 の 推 進

a l 日 離 t 本 計 画 に 基 づ い た 開 開 を 國 る と と も に 、 簡 ・ 構 ・ 民 間 団 体 ・

行 解 が そ の 配 とf il分担の下it、環境の保全と創造のための行動を進めら

れ る よ う 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 形 成 を 国 る 。

l可 市町村における姚難t本条例の制定と姚難t本計画の:業 定 を 配 す る 。

t, ,,l 環境it関連するa々な情報を収集し、 集民へ適切な情報を理する。

② m展 行 動 の 推 進

m 設 行 動 条 例 に 基,・き、1果民・設者・市町村及び県が一体と

な,た地斑競保全行動の推進を国る。

「 )  事業者に対して、解にやさしい事業活動の田を国る。

l可 ご み 間 題 か ら 構 間 題 ま で 、 幅 広 い 環 境 間 題 に つ い て の 普 及 税 や 設

活動を行う、県民・企業・行政が一体 と な , た 開 展 県 田 開 lの 聞 を

推 進 し 、 解 動 体 制 の 青 成 独 化 を 国 る 。

tl 環 境 共 生 ・ 情 地 の ま ち,・くりを推進する。

(S) 開 の 推 造
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学校 ・1離 能動団体・企業・市? と? して開 の推進を國る。

2) 富 組h対 書 の 推 進 リ サ イ ク ル 社 会 の 形 成 配

〇 一般l整表物(ごみ)のll化・分別收集・再使用・能利用の推進

解 か ら 部 出 さ れ る ご み の M 化 と と も i t 、 温 f れ ば ご み 、 分 け れ ば 資 源 の

観点から、院表物の再使用・再生利用を田さ世るためのシステムづくりが必要

である。行政とともに製造業界・流通業界(小売店)や消能は共通の認識のもと

it、それそれの立場で社会的it任のf il分担をしなければならない。

「 )  市町村において、演量化とリサイクルの取り組aがなされているが、m
会 の シ ス テ ム と し て 確 立 し て い く 必 要 が あ り 、 行 政 ・ 関 係 新 ・ 田 等 の 性 力

に よ る ご み M 化 i t 向 け た 開 を 配 す る 。

o市町村における分別排出・収集体制のm等 を 田 し 、 使 用 済 プ ラ ス チ ッ ク

製品の分別m 再 能 化 に 係 る 市 町 村 の ]Ill組を後押しするなどにより、 ご

み減量化・再資瀬化(再商口留0のシステム化を確立するとともに、産業界等

の裁々な主体とnし、プラスチック使用量の削演や一ッ ト ポ ト ル の 水 平 リ

サ イ ク ル に 取 り 組 む 市 町 村 の 拡 大 を 國 る 等 に よ り プ ラ ス チ ッ ク 能 情 環 を 推

進する。

o生ごaの 土 M と 田 場 へ の 演 量 を 国 る た め 、  コンポストの普及を推進す

る o

o 食 品 o ス の 削 減 に 向 け 、 「 い ば ら き フ ー ド ロ ス 前 法 プ ロ ジ ニ ク ト 」 を 推 造 す

る と と も に 、 い ば ら きitべきり営力店のm指の拡大や、 i t品関連事業

者等と 通 操 した1果民に対する効果的な書発を実施する。

(2) ご み 開 施 設 の 広 域 イ 配

効率的かつ経済的なごa地にあた,ては、市町村枠にとらわれない広域的な

ご み 開mの整備が必要であることから、mごみ処理広城化計画を日まえ、

地域の実情it合わせたごみ処理の広域化を配する。

③ 産地表物の演量化・再開化の推進

産通表物の排出量は、平成a0年度で1.154万トンとなり、 置1美により生産能

力が低下していた平成25年度it比べ増加している。また、最終処分量は48万 ト ン

となり、排出量の4.1%を占めている '= め、循環型社会形成に向け、さらなる演

量化・再能化の取り組みが必要となっている。

n 産m物のM化・有効利用を国るため、多量it産m物を部出する事

業所に対して、院表物処理計画に基づき、田画の推進について指導すると

ともに、設化・有効利用施設のmに対する通を行う等、申間処理施設の

聞 を 配 す る 。

o 院 室 物 再 開 化 指 導 セ ン タ ーの通営を強化し、演量化等に関する 11機 、 申 小
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企l業者等に対する設化・有効利用のための解導・相識・情報提修t等を

行う。

0 1業団地における共同処理をmする。

l? 建設工事に係る資材の再前化 等 に 関 す る 法 律 ( 建 設 リ サ イ ク ル 法 ) に 基,・
き分別解体の推進を国るとともit、m物の再資源化を配する。

o 解 工 事 業 者 の 能 を 実 施 す る こ と に よ り 、 ail体工事業者の拉工技術を確保

し 、 適 正 な 分 別 解 と 再 能 化 を 國 る 。

o コ ン ク リ ー ト 境 ・ ア ス フ,ルト境及び発生木材等itついて再生利用の拡大を

国るとともに、建設発生残土などの設副産物については、茨城県建設技術

管理センター建設副産物リサイクル設部の活用などにより、その有効利用

を国る。

o 再 生 砕 石 の 開 の 不 足 が 理 ま れ る 場 合 に は 、 開 量 に 余 裕 が あ る  「道路

用 の M 」 (天 然 の 原 石 を 津 い て M に し た も の ) の ll的な利用を國る。

cl 建 設 副 産 物 の リ サ イ ク ル を 配 す る た め 、  リサイクル建設資材識l制度を適

正に通営し、公共事業におけるリサイクル製品の率先利用を推進する。

o 設 関 係 者 等 を 対 象 と す る 構 習 会 な ど 普 及 設 に 努 め る 。

t, ,,l 設由来の聞濟 み プ ラ ス チ ッ ク itついては、 リサイクルを基本とした適正

処理を推進する。

目 石材端材の能化・再利用の配を國る。

的 地元市町村の意向を一i t略まえながら、 リ サ イ ク ル 関 通 者 のコl業団地へ

の立地を国ることにより、院表物のリサイクル及び適ill処理を推進する。

④ 家書部せっ物や木くずなどの'fイオマス(有換性資源)の利活用を推進し、循

理 社 会 の 実 現 と 設 ・a村 の 願 を 国 る 。

〇 商 防mの推進

n 構 の 投 減 に 向 け て 、 配 ・ 指mi の強化や発見・通報開lの 税 を

国り、早期発見・早期対応を行うとともit、廳プラスチック類の大量增演など

の不i的 i な 保 管 を 行 う 事 業 者 等 に 対 す る 指 導 の 田 ヒ 等 に よ り 、 商 に 関

する田の不安解消に努める。

l・ 設物等解体願物の不法投集防止のため、解体工事業者や産m物処理

許可業者への適ill処理の指導や啓発を行う。

01 産m物処理業の許可業務ll、標準処理期間内処理に取り組む。

〇 配 願 物 の 適 i ll処理の推進を国る。

(i) 有書使用済機器保管等業者に対する監視指導体制の独化を国る。

〇 再 生 製 品 の 利 用 開 を 推 進 す る と と も に 、 環 境 関 ll業の育成を國る。

(11) 産m物の県内組l入の事前観a lt つ い て は 、 こ れ ま で の llや現状等を略ま

え て 前 の う え 、 可 能 な 部 分 に つ い て は 通 制a和を国る。

- 1711-



〇 1屋油引取税の課能除の特例の申に、「民表物処理事業を営む者が院表約の申

間処理施設itおいて専ら願物の処理のためit使用する能の動力源の用途」を

含める。

社会経済の通に伴い、 昭和47年頭からtヶ清(西清、北清、常陸利根川) な ど

の水質汚商が進んでおり、公害防止条例・i? i防止条例に基,・く対策を推進し

た結果、一時は10(mg/ t i ) を 上 回 , て い た C O D は 、 近 年 は 改 能 向 i t あ る も の

の 、 構 の 3  h / 91)に比較すると高い水i l lとな,ている。

Eグ浦の流域ll22市町村にわたり、その流域に約100万人が生活している。また、

高いC 0 Dを示している前川、新利根川、新川など56の流入河川があり、そこから

流れるCODの負荷量のa合は生解水が17%、書産系12%、事業系9%、農地や

市街地などから:l l 2 % (令和2年度調べ)などとなっている。1果民にとってE グ 浦 ll

上水遭't'a業・コ:業などの重要な水温であるばかりでなく、 やすらきと酒いのある、

意いの場を理する自然の室庫でもある。水質i;t化とともに111通な自mの保全・

創出ll、県政のみならず1果民にとっても重要な課題である。

重 ヶ 浦 の 水 開 ヒ を 推 進 す る た め i t 、 平 成 1 9 年 3 月 i t 改 正 し た 「 重 ヶ 統 質 能

条例」に基づく下水道・農業集識排水Ill設、事業所の排構制や、平成20年度に導

入 し 、 令 和 4 年 度 か ら 令 和 8 年 度 ま で 5 年 間 開 間 を 理 し た 開 沼 開 を

活 用 し た 生 前 簡 な ど 、 こ れ ま で の i ii化対策の一llの拡大・強化を国るととも

に、水質の割ヒしている河川流域での面源対策を独化するなど、水質静化の通を

國る。

(i) 重 ヶ 解 セ ン タ ー の 効 果 的 な 利 活 用 を 国 る た め 、 新 た な 構 の 導 入 を 国

り、制確進体制を独化する。

n 湖沼の環境間題に関する調査研究・新開発について、精や研究換関等と

配し、効果的it推進するとともit、研究成果の利活用と発信it努める。

ll 学校教青とmし' 環境教青 一 学習、市民活動とのll- 通 な ど を 推 進 し 、

M 設 と も 聞 し た 効 果 的 な マ ネ ジ メ ン ト に 取 り 組 む 。

t, ,,l 重ヶ浦の水や自然it直接ふれながらの体験学習、野外でのiii化実験'Pその効

果 を 解 ・ 体 l l l で き る 野 外 フ ィ ー ル ド のmを 前 す る 。

目 国がmし て い る E グ開岸の目然再生地区を湖岸の續物や魚等の生l態系を

能 で き る 場 と し て の 活 用 を 国 る 。

② tヶ清の水質浮イl対策の接独化

? E グ浦に係る湖沼水質保全計画や条例に基,・く総合的な対策の展開を強力に

進める。

o 下 水 道 ・ 開 経 般 の M 及 び 前 設 に よ る 接 i 津 の さ ら な る
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向上、 重素・ リ ン が 除 去 で き る 高 通 制 ヒ 常 の 設 置 を 配 す る な ど 、  生

前 簡 の 充 実 強 化 を 国 る 。

o水質浮化意機の高場を国るとともに、解動団体の支最・青成に努める。

cl 流 域 に お け る 開 に 関 す るmを 分 か り や す い 形 で 解 す る と と も に 、 流 入

河川流域単位での制ヒ前を推進する。

o tヶ清に流入する河川等の制ヒを国るため、河川mを推進する。

o 設 ・ 書 産 ・ 構 な ど の 田 と の 調 和 を 國 り な が ら 、 負 荷 削iま対策を進め

る o

ll tヶ清の水質静化を図る '=め 、 開 が llした浄イt放術の開発を推造する。

01 1劃E し・ん せ っ な ど 湖 内 水 開 解 設 を 推 進 す る 。

目 重ヶ浦の自然再生it努めるとともit、演ll開 境 の 保 全 の た め 、 ョ シ な ど の 水

生社物帯の造成やョシ刈り等の開動を推進する。

的 市街地やe地 な ど 面 源 か ら の 開 負 荷 削iま対策を推進する。

? ァ メ リ カ ナ マ :''等の末利用魚の演選回収を通した、湖内からの重業・リンの

取り出しによる水質静化を推進する。

lト) 常国ll水門の算力的な開閉を配する。

【新a】 al 重ヶ開数itついて、ヨ阿川からの導水量の一部を数立境から巴川へ

落 と し 込a、北清の水質改書を国るという計画設を、県として国に対しlit力

に〇き掛ける。

〇 下 施 ・ 開 経 設 の 計 画 的 な 聞 、 及 び 重 業 ・ リ ン 除 去 能 力 が 高 い 高

度処理型浮化,F9の設置便進を国り、公共用水;tiの水質汚高防止に努める。

o制ヒ常についてll、点検・清1;i・法定検査が適切に行われるよう設置者への

啓発・指導を強化する。特i t、開沼環境8tなどの補動事業itより配さ

れた高度処理型静化描については、法定検査の受検率が100%となるよう取

組を強化する。

o 開 的 か ら 合of処理差Pイ日l9への転換をさらに配する方策について、

市町村と一結に前・研究する。

om の開負荷を削減するため、台所流し台の観11日ストレーナ及び

三角コーナーの使用を推進する。

〇 農地・市街地からの流出構区として指定した地区(山王川、算田川流域)

について重点的な対策を実施する。

(ii) 小 規 模 事 業 所 か ら の 開 負 荷 を 削 減 す る た め 、 部 簡 指 導 を 強 化 す る と と も

に 、 排 M 設 のm mを国る。

@ 滴沼及び牛久沼の水質保全の対応方針に基,・き、繼合的な水質保全対策を推進

するはか、千波湖it対しても水質iii化対策を推進すること。

o ラ ム サ ー ルm mで あ る 酒 沼 の 解 ヒ を 推 進 す る 。
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〇 特に都市河川・湖沼等公共用水域の水質汚商防解を強化する。

【新a】 〇 新 利 根 川 i t お い て 発 生 が 簡 さ れ て い る ナ ガ ' エ ツ ル ノ ゲ イ ト ウ は 精 脚 や 能 ブ

ロックを利用し河川全面をa、河川へ光が入らず水質汚leiが藤会されているほか、

新利根川からE グ 浦 へ 開 が 広 が っ て い る こ と か ら]E除 等 の 通 な 対 応 を 強 化

す る 。

4 とll;l農集杜会の形成配

(i) 2 0 5  0 年 ヵ ー ポ ン,ユ ー ト ラ ル の 実 現 i t 向 け 、  県 開 田 限 行 計 画 i t

国の野心的な削演日藤と同等の日藤を定め、二日解など能効果がスのa度

増加に伴う地球温暖化の抑制や、温El 化 に よ る 気 前 の M へ の 前 に 取 り 組

み、地域レーレの地球温暖化対策を推進する。また、早急it2050年二酸イ般

前出実質ゼロを表明し、解的な取組を全県的に加選さ世る。

n 解 の 保 全 ・ mや 續 管 に よ る 開 の 創 出 を 配 し 二 酸 化lit素9更収源対策に

努;_;;る。

に1 ま '=、温室効果がスの排出・吸収の収支等については論するとともに、「い

ば ら き カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 産mil出プロジュクト」に地産地消型の,f イ

オマス発電も対itとするなど、 そ の 流 な ど を 前 す る 。

② mと共生した再生可能エネルギーの導入や省エネルギー施設のmについて

総合的な取り組みを推進する。

n 省エネル?一型都市一i くりを推進する。

o公共施設等については省エネルギー機器を導入する。

l可 ェ場P l整表物処理施設から発生する熟エネルギー等、未利用エネルギーの利

用 配 を 国 る 。

01 河川水・下水等の温度差エネルギーを利用したm mシ ス テ ム や 、 ソ ー

ラ 一融保システムの導入を推進する。

t::i 省エネルギー型住宅建設の111造、省エネルf一型構器導入の普及を図るため、

補動金・設などの拡充を国る。

的 太E光発tを 公 共 施 設 等 に 導 入 す る と と も に 、 住 宅 や 解 へ の 普 及 を 理

させる。 ま た 、 地 域 社 会 と の 共 生 を 国 り 、 太 開 能 設 の 適 正 導 入 を 配 す

る õ 設 に 普 及 し た 住 宅 用 太E光発tの有効活用を國るため、書mの導入を促

進する。

I t) 地it温l受化対策に有効な願自動章と充i般備の普及を国る。

③ 設 者 の 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 や1果民による温El 化 対 策 の た め の 解 動 を 推 進 す

る o

M) ェ場 等 の 用 解 出 源 対 策 の 強 化 を 国 る 。
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l可 省 エ ネ ル ギ ー 診 新 員 の M や 前 エ コ 解 l度の推進などにより、 申

小規前者itおける省エネル?一対策の文選を 行 う と と も it、年間を通じて

冷限を道切に使用し、室温に応じて服装の相的を行う取組など、mに や さ

し い ビ ジ ネ ス ス タ イ ル へ の 転 換 を 配 す る 。

P、l 家度における省エネの取り組みを配する1晨民i!l動「いばらきエコスタイル」

を 推 進 し 、 エ コ チ ャ レ ン ジ 設 な ど を 展 明 す る 。

(5) 公書防止とe!器量;集の保全

(!) 解 ・ 解 梁 の 未 然 防 止

n 公害の防止及び目然mの保全について、適正な配意がなされるよう1離ii影

響商法及び条例の適切な田it努める。

l' 有書物質による地下水汚梁の実ji期査、対策を進める。

01 広 範 囲 に 配 さ れ て い る 化 学 物 質 に よ る 開 染 の 未 然 防 解 を 進 め る 。

また、残留性の高い有換フッ業化合物などの化釣質itついては、環境での存

在状况を能し、当藤物質の適ill処理を推進する。

② ダ イ オ キ シ ン 類 ・ 環 境 ホ ル モ ン 対 策 の 税

n ダイオキシン類it関する環境の監観及び環境ホルaンit関する調査研究を一

属推進するとともに、県民に対する情報提修tに努める。

③ ア ス ベ ス ト 配 設 物 へ の 対 策 を 進 め る と と も に 、 ア ス ベ ス ト 配 設 物 解

時の飛散を防止し、適正な処理を確保するための構を実施する。

〇 m展 に つ な が る 高 度 処 理 ( 室 素 ・ リ ン 等 の 除 去 ) の 設 備 をm的に導入し

よ う と す る 申 小 企 業 に 対 す る 解 l度 の 税 を 國 る 。

(ii) 地下水くみ上げitよる地盤沈下の構明と、その防止対策を推進する。

l重) 自然mの保全と緑化の推進

n 目然公目の保i重と利用の増進を國る。

l・ 身近i t自然と般れ合える場の聞を国るとともi t、自然開教青の推進と自

然 開 想 の 普 及 啓 発 を 国 る 。

o本県の量観を象atする平地林や里山林の保全・mを推進する。

t, ,,l 国民の祝日「山の日」の普及推進it向け、幅広い集 通と し て い く た め 、

山岳関係の民間団体などとのnを推進する。

? 都市m や花と線の都市,・くりを進め、住宅周配の造成・保全に911

める。

的 新 一 水 源 地 か ん 養 な ど と 配 の 上 、 法 本 的 録 地 造 成 、 住 田 を 樹 立 ・

推進する。̃ 野 必 に よ るa作物被害の防止対策等を設し、野前跌との共存を図る。

I t) 河川、組沼、表林等における生fi l l系保全等のため、ナがェツルノダイトウや
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ミ ズ ヒ マ ワ リ 、  アライグマ等の特定外来生物の防除を推進する。

〇 自動章台数・交通量の増加it伴い、ディーゼル部気at粒子itよる大気i号染'PE

音 、 二 日 解 の 排 出 に よ るm日ヒ等のm問題に対処するため、行政・事

業者や1果民が一体となった総合的な交通公善対策の推進を國る。

n 取 自 動 章 ・ ハ イ ブ リ ッ ド 章 ・ 解 能 自 動 章 等 の 次 世 代 自 動 章 や バ イ オ 機

料の普及を国るとともに、特に公用章への導入を推進する。

l可 ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ な ど の ェ コ ド ラ イ プ の 普 及 配 を 國 る 。

6) 原子カt'全対書の強化

〇 全 て の 原 子 力 関 開 に お け る 要 全 管 理 体 制 の 強 化

n 多 重 構 シ ス テ ム の 能 を 推 進 す る 。

l' 能した安全管理教青による管理体制lの独化を国る。

01 J C O廳 解 故 、 東 日 本 大 量 災 に お け る 簡 0 福 島 第 一 原 発 事 故 な ど を 国

まえ、原子力施設のiii全対策の一llの充実・強化it努める。

目 高経年化(老朽イl: )対策や開表物の必問題への対応などに万全を期

すよう、国や関係換関等に強力に〇きかける。

的 国立研究開発法人日本原子力研究開発開itおいて、統一的かつ一元的な安

全管理体制の確立を国る。

② 危換管理体制の強化

n 初動体制の強化を国るため、現地itおける対策本部(オフサイトセンター)

と 原 子 力 能 時 支 最 ・ 解 セ ン タ ー と の一体的な通営体制について相島第一原

発事故を踏まえて再構集するよう、国に対し強く求める。

l・ 教青・配・福祉・通信・交通111111など、各種a般への情報長建体制の強化

を国る。

X 01 m設・道ES情報板、 ii回路などのmを國るとともに、選難器導や交通

規 制 、 新 の 通 営 体 制 、 社 会 福 tif施設入所者等要配」〇者のmit要する章両

確保などの開に対し、 関係機関と相互にnして取り組む。

? 被 装者の治基や限の 能 調査などのできる、専門的病院や放射線利用高度

治aセ ン タ ー の 聞 を 国 る 。

集 m 原子力災書対応資前など防災に関する技術研究・開発を進める。

【新a】 ̃ 原子力災書時における避離行動要通者の個別選難計画の有無にかかわらず、

m行動要通者の全員がmや一時移転を実施できる体制を聞する。

集 ③ 原子力災書の解を受購した教Mに対し「修了配」を発行し、属修者の配

化 に よ り 、 教 llの目信や田者の安心感の向上と、教llの一属の資質向上を

国る。

〇 原子カm般等の所在及び周辺市町村に交付されている重源三法交付金の対
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m囲の拡売について、 国に強く〇きかける。

(ii) 原発事故子ども・被災者文點ll基本方針it基一iき 、 必 要 な 構 を 講 じ 、 ll者

の不安解消に努めるよう、国に対し独く求める。

@ 現在、本県における安定ヨウ素剤の事前配布ll、PAZ日内屠住者及び日外か

ら日内の事業所への通動者を対itとしているが、 日外から日内への通学者がいる

学校に対しても配布方法の確立を国る。

【新a】 〇 原子力災害を想定した選難訓練の実施率向上と併せて、設的な選難訓練の実

施it努める。
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10. 防災・治安保持体制をa化し、 果民生活の
安全it保を国る

(1) 能 が 表 心 し て 平aに暮らせる書康力の充実と書豪活
動の強化

社会Ill 9 の 変 化 を 反 映 し て 、 流 解 や ll事故が多発するなど、治安Ill9は厳

しい状1見i二ある。このような中で、田の予防、ll、交通事故の防止等にm的

に取り組み、要全で安心して基らせるm会を確立するため、各Ill広報書発活動

や 防 犯 ア プ リ 等 i t よ る 開 i t よ る 県 民 の デ ィ フ ュ ン ス 力 の 向 上 、 防 犯 イ ン フ ラ

のmをはじめとする響察体制の充実独化を一属国る必要がある。

〇 解 接 を 税 強 化 す る た め の 対 策

n 重解及び重前 解の?解 の た め 、?配l継文選シ ス テ ム の 聞

充実を国る。

l可 広m力 及 び 国 開 力 の 強 化 を 國 る 。

o 広 能 解 i t お け る 商 のmび そ の 活 用 を 国 る た め 、 接 通 シ

ステム等のm ・充実を国る。

o 国 解 接 及 び 通 訳 体 制 のm税 を 國 る 。

t, ,,l ? 力の充実強化を国る。

cl 適 正 な 解

cl 現場資料の消失、散ll、汚染防止

o 現 開 の 能

o ll・ 構 研 及 び 解 門 の 情 秘 l 有 に よ るnの独化

目 商 の 研 さ ん とaれ た 接 官 の 育 成 を 國 る 。

的 解 指 の 視 点 i t 立 ち 、 き め 細 か な 前 れ の な い 通 前 を 推 進 す る 。

o関係機関・団体とnした支最体制の充実を国る。

c 1 i l l i 開 建 害 者 等 の 解 的 、 精 神 的 負 担 の 軽 減 を 國 る 解 の 税 を 國 る 。

o 「 性 基 力 被 書 者 サ ポ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク 表 域 」 の 配 を 強 化 し 、 性 基 力 等 被 書

者に対する総合的支最を推進する。̃ 搜査活動に対する1果民の性力確保構を推進する。

lト) サ イ パ一犯Ill対策を推進する。

法) 初 動 llの高度化を推進し、検学率の向上を国る。

lリ) 開 を 地 さ な い た め に 、 死 因 究 明 の 能 と 体 制 の 税 強 化 を 國 る 。

に) 客 E llを重観した適1111選 査 を 能 す る 。

的 田 の 未 然 防 止 と 被 最 者 の 理 構 に 登 す る た め 、 田 や 班 事 解 の 多 発

- 1! a-



地区などへの街頭防犯カメラの設置を配する。

l9) 迅 速 か つ 的 確 な 初 動 前 の 強 化 の た め 、 通 信 指 令 シ ス テ ム 、  1 1 0 番 映

像通報システム等各種システムの有効活用を國ると共に県民への周知に努める。

0 )  要人書i重の重要性を踏まえ、Wに万全を期す。

(2) m解 の 聞

「 )  事件・事故発生時の印応体制を確立するため、M宿合のm ・改書を進め

る o

l・ 前 を 強 化 す る た め 、 統 章 商 、 装 備 資 開 の 増 強 を 国 る 。

③ mの增員等

n 前 、 そ の 他 の llの増員を國り、1果民の要望や相識等に的確に応えられ

る体制を確立する。

l' 女 性 響 察 官 の 採 用 ・ 登 用 の 拡 大 を 国 る と と も に 、 地 開 が 0 き や す いa
開 づ く り を 進 め る 。

t, ,,l 響集at員it対する特別動t金等制度の適正な? を国る。

〇 基力団総合対策の推進

n i力団員の]Ill持 り 、 田 解 及 び 鏡 器 集 物 地 の 能 解 を 國 る 。

l・ 行政対it・民事介入,B力等事犯の解を国る。

01 基力団関係企業等に対する解りの独化を国る。

? i力団対策法の効果的な運用及びi力追放推進センターと 通 操 したi力団排

開 を 推 進 す る 。

m 茨城県基力団排除条例の効果的通用と周知活動を推進する。

⑤ 通m業 能 事 開 の 推 進

大規程災書発生時itおけるll者の観l器導、救出識11等災書対処能力の向上

を國り、能の安心安全確保に努める。また、原子力災書に備えた資開の整備・

統 や 関 係 換 関 と の 聞 強 化 等 各Ill対策を推進する。

〇 地域it根ざした經・安心活動前の推進

「 )  良好な治安を確保するため、mに書着した活動の充実・独化が求められて

いることから、引き競き通回配による防犯指導等に一属取り組むとともに、

企 業 等 i t 対 す る 解 の 発 生 状 況 等 の 構 や 防 犯 指 導 な ど の 取 り 組 み を さ ら

に推進できるよう、m力の体制独化に努める。

X l可 m会の要全と平程を確保する交番・B新の基盤をmし、換能を強化

する。

01 日常活動の中で気a二実施できる「ながら見守り」を広く推愛するなど、地

域 田 に よ る 防 犯 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 に 対 す る 通 開 lを強化する。

目 地域住民の不安を解消するためのパトロール新頭前を強化する。

船 総 合 相 能 口 等 に よ る 開mの 理 強 化 を 国 る 。
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̃ 防 犯 キ ャ ン ペ ー ン 等 に よ る 広 報 税 と 、  子 ど も と 女 性 を 性 解 等 の 被 害 か ら

守るための対策を推進する。

I t) ス ト ー カ ー ・DVW者の立場に立,た配かつ的確な対処を国る。

MI 性'l力被害の開を日指すためにll、 性 解 の 再IE防止を國る111 面 も 簡

要 で あ る こ と か ら 、 性 犯Ill、性基力加書者it対し、相設対応や社会Mのため

の支最の独化に取り組む。

【新a】 (リ) 「風俗営業等の規制及び業務の通正化等に関する法律」に係る許可を受けた

営業者it対して、店頭i tて一目で営業許可濟であることが分かるような商

を新たに用意し、無許可営業店の投減を国る。

〇 少年の非行防止と健全な育成

前 関係換関・団体等とmし、少年の健全青成・立ち直り文援活動を推造する。

l' 非行少年等の街頭補導活動を推進する。

01 少年による大麻等集物乱用事IE の 未 然 防 解 を 推 進 す る 。

目 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 の 児 重 ポ ル ノ 解 の 福 祉 を 書 す る 解 の 解 り を 強 化

する。

的 少年相識の窓口の税を國り、少年の非行・家出児i J合待・いじめや目製

の末然防止及びそのIt使の早期発見it資する。̃ 関係機関・団体・m会等のnによる少年を取り程く有書環境の制ヒ活

動を推進する。

o S N S 等 i t 潜 む 危 解 の 周 知 や 解 防 止 の 広 報 開 前 を 推 進 す る 。

〇 最走基l対策の推進

n あ ら ゆ る 解 を 適 用 し たm等]Ill持りの推進を國る。

l・ 県・学校・その他関係換関団開と配した最定族追放換11M の 高 場 を 国 る 。

01 基理がい集し、基走行おが行われ、または行われるおそれのある場所につ

いて、管理者と 通 操 し た 通 通 等 に よ るll行為を防止する対策の推進を國

る o

目 学 校 や 基 理 相 M と のn及び田者への支最を独化し、基走行おの防止

に関する情報収集」P書発活動を推進する。

(11) 義器・薬物の解り強化等、生活の經確保と前な社会生活環境の形成

「 )  覚mi、大麻、危険ドラッグ等業物の書L用 防 開 び 解 り 並 び に 風 構

境の制ヒ活動を推進する。

l・ 義器と火薬類の不法所持の解り、高圧ガ'ス等危前itよる事故防止及び放

射性物質の安全対策を推進する。

o i 力 団 に よ る 学 鏡 発 砲 事 件 等 の 鏡 解 を 開 す る た め 、 i 力 団 の 武 器m
びn・ 書 売 事 犯 を 中 心 と し た 効 果 的 な 解 り の 強 化 を 国 る 。

01 特定商取引11犯 及 び 利 田 解 前 に 係 る 前 法 や ヤ ミ 金 融 前 な ど 、 社 会
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間題化している1果民生活を會かす生活経iS事IEの]Ill持りを強化する。

目 願物事犯、不適iEii土 事 犯 、 水 開 理 等 の 環 境 犯Ill対策を推進する。

m 不正E油防mのより一属の独化・推進を国る。̃ 食品のa統 示 等 、 食 の 要 全 ・ 安 心 に 係 る 地 の ]Ill持りを推進する。

※ lト) 住宅ll 入a;Ei・自動章海・金E海の子防対策、検挙対策を推進する。

〇 来日外国人犯jli対策の推進

n 来 日 外 国 人 の 流 を 國 る と と も に 、 地 域 要 全 対 策 の 推 進 と 来 日 外 国 人 の

開 を 国 る 。

ll グローパルイti修i向にある外国人組繼犯罪に対し、mを効果的に適用し、

地 の 解 明 とmを推進する。

※ t, ,,l 不法構在・不法就労外国人の解りとともit、不法就労外国人を? する不

法 解 動 長 や 在 管 カ ー ド の 修 造 な ど の 田 イ ン フ ラ の 摘 発 を 国 る 。

? 関係行政換関と 通 操 した、在留外国人の要全の確保に向けた総合対策を推進

する。

m mに対する各種i外国配の充実を国る。̃ 県内を訪れる外国人al光 客 等 が 能 車 両 を 容 易 に 認 識 で き る よ う 、 パ ト カ ー

への「POL  I CE」表記を推進する。

Iii) 県 民 の 要 望 ・ 意 見 の 能 と 限 な 対 応

n 解 に 設 置 さ れ た 開 性 設 の 活 性 化 を 國 る 。

10 書情申し出等it適切it対応し、E民の意見を反映させた装書の改善を国る。

2)交通表全対策の強化

(i) 經 か つ 円 滑 な 遭 路 交 通 環 境 の 聞

「 )  歩 行 者 ・ 自 転 章 利 用 者 等 の 聞 保

o歩車分離式信号換・高0清等患応式信号換・構開者用信号換のm 、 接
解 の 配 、mの開性の向上を推進する。

o信号機のない検新歩道への安全対策を進めるとともに、歩行者検新点減機な

どを、積新歩行者の要全確保に資する物理的デ,f イ ス の 1 つ と し て 道 路 管 理

者 で あ る 自 治 体 i t 設 す る 。 ま た 、 交 通 指 解 り 等 、 県 民 の ill行者保護意

験の向上を国る取組にっいても併世て推進する。

cl 歩道・目転解の目転車通行環境のmを〇きかけ、目転車専用通行帯等

の交通tH制を実施して、自転章及びill行者の經確保対策を推進する。

l' 道路交通の安全と円滑化

o I TSの活用、信号換の新設及び1111良 、 効 果 的 な 解 制 、 解 施

酸の聞による交通信Bt日所の解消などにより、交通の安全と円滑化を図る。

o老朽化した信号機やm ・ 新 な ど の 配 施 般 の 計 画 的 な M を 推
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進する。

o交差点能、環状道路・ パイパスの聞及び付加章ill、 置 易 パ ー キ ン グ エ リ

アのmをm的に推進する。

cl 交差点及び1醫切の通や立制ヒを推進する。

o高速道路の対面通行区間のiii全対策を配する。

01 総合的なit章対策の推進

o 通 構 及 び 通mの 変 化 に 対 応 し た 聞 制 の 見 直 し を 推 進 す る 。

o 配 性 、 危 解 、 i i 随 性 の 高 い B 班 を 重 点 i t 解 り を 推 進 す る 。

② 交通安全教青指針に基づく交通安全教青の推進

n 官 民 一 体 と な っ た 田 育 体 制 の 税 強 化

l・ 生選itわたる段階的かつ体系的な交通1111全教青の実施

o動児から高開に至るまでの各年itlilに対し、心身の発通の度合いや、交通

社 会 へ の 參 加 の 開 に 応 じ た 適 切 な カ リ キ ュ ラ ム に よ る 田 育 を 実 施

する。

o自転章事故の実想やヘルメットの被書9演効果についての広報啓発活動を推

進し、保i重者に対してll、 動 児 や 通 が 目 転 車 に 解 す る 際 の ヘ ル メ ッ ト の

着用の能を国るはか、全ての年船日の自転章利用者it対しても、 ーレ メ ッ

トの着用を推愛する。また、ヘルメットの着用向上のため補動金の創設等を

検討する。

t, ,,l 参加・体験・;it理の交通1111全教青等の推進

o実際の交通の場面に印した安全な通行方法が習得できるよう、前・体lll・実

田 の 田 育 を 推 進 す る 。

o全ての自転章利用者に対し、「自転章安全利用五則」等を活用したルールの

周知を能するほか、受解の年解属に応じ、その教青効果が高まるよう内

設び手段を工夫した交通要全教育等を推進する。

〇 交通1111全活動の強化

cl 飲酒通転根絶の能からも、県内自動章通接代行業の業ifの適正化に向け必

要 な 指 導 や 通 を 行 う 。

n 高1tt者の交通事故防止

cl 響 察 や 市 町 村 、 構 動 推 進 委 員 、 交 通 安 全 l i t の 会 等 と のnに よ

り 、 高 開 帯 を 直 整 訪 間 し て の 具 体 的 配 指 導 を 推 進 し 、 高 能 の 交

通事故防止を国る。

cl 理知機能検査及び高開を円滑に実施し、受検・受購待ちの一属の改書

を國る。

o市町村・交通1111全観会・地域交通1111全活動推進委員など、地域のiii全教青機

関 と の llを 強 化 し 、 聞 青 ネ ッ ト ワ ー ク の 理 を 国 る 。
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o高0a通 転 者 に 対 す る 參 加 ・ 体 験 ・ 經 の 田 育 を 推 進 す る 。

o夜間の交通事故防止のため、タ基れ 時 の へ ツ ド ラ イ ト の 早11,前やこ ま め な

上下切換の普及mを 国 る ほ か 、 前 の 着 用mを国る。

o運転に不安を感じている高0a通転者が、 目主的に運能許証の返納をしやす

い環境を聞するため、各自治体i t対し、免簡後i tおける移動手段の確

解、支最事業の拡充を0きかける。

【新a】 o 目 動 車 メ ー カ ー を llじめとする関係換関・団体等と 通 操 し、? 転 サ ポ ー

ト章の普及啓発を推進する。

l' i沙年通転者の交通事故防止

cl 要全運転管理者性a会や関係換関・団体と 通 操 し、書少年が程〇する事i建所

i tおける通転者管理の能と交通マナーの向上を国る。

cl 響察と県教青庁のnにより、高校生に対する通転免許取得前の教青を充実

する。

t, ,,l シ ー トーレ ト 及 び チ ャ イ ル ド シ ー ト 着 用 のm
cl 各 種 構 習 会 な ど を 通 じ 、 全 席 シ ー ト ベ ル ト の 着 用 及 び 適 正 な チ ャ イ ル ド シ ー

ト の 着 用 能 を 呼 び か け る 。

目 校 W 商 の 交 通 事 故 防 止

o歩行者に対する保l度意機の向上及び検新歩道におけるルール通守と安全な交

通 行 動 の 配 を 國 る 。

〇 通転者施策の推進

「 )  初心者通転教青の充実

o 指 定 目 動 地 所 に お い て 運 能 許 を 取 得 し よ う と す る も の に 対 す る 開 及

び取得時田を充実する。

l' 通転免許取得後の教青の充実

o 地 に よ る 指 導 、 解 な ど の 活 用 に よ り 、 新 時 構 習 、 高 能 能 等

の各種法定調l習を充実する。

c1iBE免關i得者教青m定制度を通じ、 1已lti者に対する実技教青の拡大を國る。

⑤ 車両の要全性の確保

n 不 正 改 造 章 商 等 i t 対 す る 解 り を 通 じ 、 章 商 の 田 を 確 保 す る 。

l' 解の一属の向上を国,た章両の普及啓発を推進する。

01 軽目動車の不正登録防止のため、関係省庁や団体等と連総体制を確立し、不

解 i t 関 す るmを行うなど配を書itし、各種対策を推進する。

l重) 道路交lf験序の総持

n ] 1 l i持りに必要な装備・資前の税を國るとともに、通事故の発生状混を

略まえ、交通事故防止it資する配性・危解・ii随性の高い違反it重点を置

いた交通指mりを推進する。
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l可 通学路や生活道路における通生徒やm田の要全を確保するため、通学

路等における交通事故発生状況、地域住民からの取締り要ヨ等を把aした上で、

移動式オーピスの効果的通用を国る。

【新a】 01 開 に 印 し た 移 動 式 オ ー ピ ス に よ る ]Ill持り及び効果的な情報発信を推進

するとともit、移動式オービスの増強it向け、関係部局等との前を進める。

(i) 交通事故分析の高度イt扱び分析の成果の活用

X ? 經事? を多角的見地から総合的に分析し、經事故の地を的確に把

通するとともit、交通事解析の高度化・精般化を国り、効果的な交通事故防

mを推進する。また、交通事故分析の成果については、県民への情報提修t

を ll的に推進する。

〇 演書Mの適正化

「 )  自動章損書M責任保険の充実や無保険章両対策の能、自転章通学の全て

の通生徒に対する目転車保険の加入配を國る。

l? 交通事流新 の 活 動 の 強 化や自動章事流指 it対する文選制度の充実

を国る。

@ 子供の要全確保

業の經な通行を確保するための遭路交通環境の聞を推進する。

「 )  登 下 校 時 の 解 に よ る パ ト ロ ー ル の 独 化 を 国 る と と も に 、 P  TAや民間団体

などの性力を得てmぐるみの見守り活動をさらに強化する。

3) 地最など大a etti書印応体制のa指

平成23年11月11日の東日本大1itiiでは、 東北地方から関東地方の治岸部を中心に

整大な被書が発生した。この教ifn i から、行政の災書能事想の管理体制、ll者it

対する救済・限対業など、多くの操題を学んだ。何よりも、「災書にまaい県土づ

く り 」 「 災 善 に 強 い 都 市 づ く り 」 が 重 要 で あ る こ と を 知 ら さ れ た 。 申 央 防91会識が

発表した「首都直下地量対策専門調聞告」で、本県南西部を中心it32市町村が

量度6弱以上のiS;れが予想されており、表城県沖で30年以内にM6.9̃7.6の地9が

7 0 % 設 の 解 で 起 き る と の 預 が 政 府 の 地E対策本部から公表されている。また、

台風・大南などの大規程自然災書やMなどの恐れもあることから、地域住民の安

全を確保するため、県が能したm防災計画等を踏まえ、災書印応体制の接装

化を國るとともに、災害に強い県土づくりを推進する必要がある。

(i) 災書能事想の危換管理体制の構集

n 構 の 批 点 と し て 前 さ れ た 防 災 セ ン タ ー の適正な管理通営を國る。

o 防 災mネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム に つ い て ll、東日本大量災等を踏まえ、関連

シ ス テ ム 等 と の 配 能 強 化 等 を 国 る 。

o 防 災 開 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム を 活 用 し て 、 配 ・ 的 確 に1111111時における情
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報 M ・ 開 を 國 る 。

o ア マ チ ュ アm等民間の開を活用した情報長建体制の確立を国る。

l' 能時における円滑な交lf験序の確立を国る。

01 田 へ の 解 を 配 す る た め 、 洪 水 ハ ザ ー ド マ ッ プ ・ 数 ハ ザ ー ド マ ッ

プ及び土砂災書ハザードマップを作成する市町村への前通を行う。

目 災書時における対外交渉や災書対応を配に行うため、災m部と01会

と の 田 lの強化を國る。

的 首都直下地量it備え、東京都などとの配itよる文ll体制を構集する。̃ 災書の広域化や発災直後の解の設置などの初動対応に的確に対応するた

め、 い ば ら き 災 害 対 応 支 最 チ ー ム や 田 に よ る 人 的 通 開 lの 税 を 國 る 。

lト) 総合防災訓la itついて、大規程災書it対応するための広関 を想定した訓

ll日の見直しゃ市町村の実情に応じた開催方法を市町村の意見もMきながら

検討する。

al 能時や災書時it、能者や高1tt者、外国人など一般的it情報が届きitくい

と言われている人々にも、必要な情報が確実に届くよう、テレビ構における

統示について国等に〇きかけるとともに、県防災・危換管理, i ! 一 ダルサイ

ト i tおける災書関連開の多言語ill記itついて県民it広く周知する。

lリ) 市町村の業if継競計画の中で、国が必ず定めるべきとした「l気、水、解

等の確保」「災善時にもつながりやすい多機な通信手段の確保」など重要な6

要業全てを座り込んでいない市町村itついては、内容の充実を国るため、実効

性の確保に向けた支最を独化する。

② 被 装者の救動・ll開iの確立

n 他 解 解 と の 広 域 的 な 相 互 応E体制の充実を国る。

l' 解 ・ 消 防 ( 救 急 章 ・ 消 防 章 ) 自 常 は な ど に よ る 開 開 lを確立し、

m田 に よ る 選 難 訓 練 を 実 施 す る 。

o 特 i t レ ス キ ュ ー 除 の 青 成 と と も i t 、 前 資 前 の 聞 を 進 め る 。

cl 救 急 用 へ リ ポ ー ト のmを国る。

o 各Ill防 災 用 品 の 備 書 倉 設 び 各 地 区 の 防 田 のmを進める。

【新a】 o現役自行除員、Etit会等O Bの方々の観力を得て、各自治体住民の25%程

度が何らかの形、又、 どこかで前はに前できるよう計画の策定に着手する

よ う 努 め る 。

t, ,,l 病 院 の ネ ッ ト ワ ー ク と 仮統院設営・配前・薬品等の備書を国る。

? 表 ・it・住関連など、資前の備書を進める。

o る 種 生活用品の備書llとともに、各地区の防mのmを國る。

cl 使用期限のある備書品itついては、無政のない在11管 理 が で き る よ う 、 備 書

を検討する。
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o 車 申 泊 選 難 者 に 係 る エ コ ノ ミ ー ク ラ ス 症 解 な ど の 血 解 と し て 、  血流

を,Diす 1-1#性 ス ト ッ キ ン グ 」 の 備 書 を 配 す る 。

o人工呼限器などの医療機器を使用する在宅配患者について、災書時に必要

な・通 が 確 保 で き る よ う 体 制 のmを國る。

o始送・組み立てなどit当たるマンパワーや企業・グループの青成を国る。

cl 地t始t会 に 身 近 な 解 が 解 な ど を 備 書 し 、 災 書 時 に 県 か ら の 支 最 が 届 く

ま で 能 的 、 一 時 的 に 田 を 通 す る な ど 、 m と の 防 災 に 関 す る 聞 を

前 す る 。

m m者の精神的解に対応するため、相般体制のmを国る。̃ 福祉専門aか ら 成 る 災 害 田 祉 チ ー ム の M に 伴 う 活 動 費 用 の 制 度 化 を 国

i t対して0きかける。

I t) 災書時においてm者支最に関わる多様な主体間の活動を相整する中間支l最

換能を担う団体の育成を検討する。

al 公共施般、各種公園、小・中・高校・大学などm場所の指定とともi t、周

知 の 能 を 国 る 。

omにおける防災・選難ll!点として、防災上のmを進める。

o指定選難所の非常用新設備は、過半数の施設が商の状制tあるので、

国の支最制度のm的な活用を独く0きかける。

o公共施設等への災害対策用L P ガ スm等の導入を一属配する。

o 各 施 設 i t お け る 限 け 入 れ の 対 応 マ , ユアルを作成する。

cill難所におけるi t生活、ごあ 限・トイレ等生活環境の田性を国る。

cl 館本地量で車申泊する選難者が多かったことから、商l業施設や公共施設の大

規 能 解 を 「Ill外mt所」として活用できるよう、文l l体制を聞する。

cl 県が主l導して「ii難所外被災者」の対策を進め、章中泊などによる関班を

防ぐ取り組みを推進する。

o 市 町 村 が 能 や お む つ 書 え ス ペ ー ス な ど を 新 i t 聞 す る 際 i t 、 県 が 文

最する制度の創設を前する。

【新a】 o選 難ifiにおける性被害防止のため、平時からの呼びかけや税を実施すると

と も it、 解 え や 流時など、特it融tが必要な地 や子どもit対する性被

書防止に向けたmのmに取り組む。

lリ) ごみ・し尿等の処理体制の確立を國る。

?) ll者への低利電It資制度の文選と公営住宅確保を国る。

o仮設住宅は、m者の立場に立,た仕様・設備を準備する。

的 波状化被害に対する復旧・mのため、市町村への波状化対策に関する開

開の文選を実施する。

また、都市防jfi推進事業t市街地演状化対策事業)について、補助要件のa和
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を國る。

l9) 用 会 福 t l 出a会 と 配 し 、 災 書 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー の 配 ・ 通 営 i t 関 す

る市町村と市町村社会相l止t901会の役劃の明確化や、同センターの設置・通営

訓練等の推進に取り組む。

0 )  福tif通難所itついて、場所の周知をより一日能するとともi t、現場スタッ

フの前の向上を国る。

P) 全国社会福i止性a会の提言(令和元年9月)を踏まえ、 被 装者への福祉的支

愛 前 のll点整備を推進する。

lョ) 前 ア レ ル ギ ー に 対 応 し たji料 を 解 で 解 で き る よ う 、 前 ア レ ル ギ ー

に対応した食料の備書をll的に進めるとともに、市町村に対して、備書の実

施や備書量の増加を0きかける。

ま た 、 市 町 村 に 対 し て 、 解 に お け る 前 ア レ ル ギ ー を 有 す る 者 の 把 遍 方

法 、 対 応 解 の 解 施 、 ア レ ル ギ ー 症 状 が 出 た 場 合 の 対 応 な ど に つ い て 、 事

前it定めておくようit使す。

0) コロナ相においては自主防災組差tが参加する前はなど住民同士のmに制約

が か か る こ と を 考 意 し て 、 「 我 が 家 の タ イ ム ラ イ ン 」 な ど の ツ ー ル を 活 用 し た

効果的な開を進め、地域itおける防災対応力を船持する。

lレ) 市町村においては、災書対第基本法に基づき、ll行動要支最者の個別m
計 画 を 作 成 し て い る と こ ろ で あ る が 、 田 混 に ば ら っ き が あ る た め 、 県 に お

いて、 集内統一のmを推進することitより、市町村の計画作成を文選する。

支最者がいないll行動要支最者のIll難支最体制のmに向けて、今年度中に

全ての市町村でmマ ニ ュ ア ル をmで き る よ う 、  〇 な 形 の 解 や 個 別 相

設it応じるとともit、観t文理体制の充実・強化を国るため、自主防災組;St'P

消防団などのmの関係者によるii難支最の担い手の確保について、市町村へ

の ヒ ア リ ン グ に よ り 、 災 害 ハ ザ ー ド 内 の 地 区 ご と の 課 題 を 極 し 、 解 决 に 向 け

て 市 町 村 と と も i t 前 す る な ど 、 市 町 村 i t お け るm行 動 要 通 者 の 田

体制のm田 を 国 る 。

③ 身元不明死体等の適切な]1国愛いの推進

n 開 場 及 び10体安置所の確保

cl 建造物等の倒Ia. 津波に番a込まれるなど災書の設によ,て死亡した死体

の検視場所及び通開所、納開、指等を確保する。

l・ 災 書 等 の 設 i t よ り 行 方 不 明 と な , た 家 族 等 の 相 能 口 の 配

cl 災書等で安否確理出来ない等行方不明者の通等の相能口を設け、指不

明死体の検視時に得た身元確認資料と、行商明者本人及び家族等の身元確

認解の採取のため、安置所it解接する場所it行方不明者等相能口を配

す る 。
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01 災害用の身元不明死mの 用 ホ ー ム ペ ー ジ へ の 田

o死体番号、開場所、発見年月日、死体の身長・体格・着表・所持品・m
似mの 能

④ ボ ラ ン テ ィ ア の 育 成

n ボランティア活動への参加を啓発・地するとともit、組;St化・ネットワー

ク づ く り を 国 る 。

o高校・大学や配関係換関におけるボランティア教育を進める。

o 業 た ち が ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 前 を 理 解 し 、 災 書 ボ ラ ン テ ィ ア へ の 関 心 を

高めるため、市町村教'i援員会や学校へ0きかけ、田生健の防mの口

成に努める。

l・ lelt l i f会等を実施し、専門的知識を持,た災書ボランティアリーダーの基成を

国る。

om会福i止性a会 の 実 施 す る 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア リ ー ダ ー 研 修 等 を 通 す

るとともi t、災書0itiilの統一した文ll体制の聞を国る。

01 動労者のボランティア活動を動長するため、ボランティア休順制度の拡充を

國る。

目 ボ ラ ン テ ィ ア 保 険 の 流 を 国 る 。

〇 災書に独い県土・i8城-iくりなど防災対策の独化

n 東日本大量災クラスの地量を想定した解新と補強対策を推進する。

o原・市町村の序合、公民館(文化施関、学校など教青施設・m・遭路・精

果 ・ 前 ・ 配 ・ 消m設など公共公益施設

o水道 t気・通信・ガス・下水道などライフライン施設

o文化財・神社・仏関など設的文イ随設

o原子力施設や火力発i所・度島廳海工業地帯・つくば研究学園都市など企業

立地帯、倉庫・化学工場・石油・ガス開施設

o河川の提防や前ため池、地滑り・屋崩れなどの危M所の点検と対策

l' 既 存 設 物 の 田 、 構 物 の 2m書の防止のための応急定機度判

定 士 制 度 、 危 険 プ ロ ツ ク 標 構 な ど 、m物防災対策を推進する。

※ 0m m計画it基一iき、全市町村と一体とな,て、m新を工事itつ

なげるための耐・改修補動制度の創設など、住宅等の民間設物の構化を

配 す る 。 ま た 、 東 海 第 二 発i所 か ら 3 0 キ ロ 日 内 の 構 化 率 の 極 に 努 め

る o

【新Ia】 o木造住宅の構化を田さ世るためには、構化に対する県民の意機の向上

が必要であることから、普及書発のため市町村単位での構化率などの公表

it向け、 市町村ごとの移新率、 改 修 率 な ど 通 i t 努 め る 。

01 県内の配・活新国の相査・研究や地量予知組の強化とともに、W予ill シ
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ステムの適正な運用及び解を行う。

目 首都直下地量の観t者受け入れなどを考Itし、かつ教青換能や物流換能を備

えた、解的防災llilL点に準じる広域防災llilL点施設のmを国に0きかける。

的 公共施設や企業などの防災換能の強化とともに、mや企業における目主防

災組;Stの青成強化を国る。

o平成27年9月の関東・東it豪商において、ll動告の在り方が改めて願

と な っ た こ と か ら 、 多 く のmの申から重要なmをつかみ、首長の判新に

つなげる、災書の専門性を持,たa員の青成を文選する。̃ Wからの前復旧のため、地量保険の加入を田する。

lト) 無n化 を 推 進 し 、 災 害 時 の 通 行 開 の 防 止 や 能・送 ネ ッ ト ワ ー ク の 確 保

のはか、安心で快適な通行空間の確保を国る。

o 県m防 災 計 画 に 指 定 し た 県 管 理 の 田 理 配 に お い て 、 能 に よ る

占 用 を 禁 止 す る 配 を 適 用 す る こ と に つ い て 、 新 設 者 及 びt気通信事業

者、響集、市町村等と観aをmする。

法) 西日本豪lit災書では、ll指示等が出されていたにもかかわらず、llしな

い 田 の 存 在 が 課 題 と な っ た こ と な ど を 踏 ま え 、 改 め て 田 の 防mを高め

る取り組みとともit、これまでの防災対策の強化を国る。

【新Ia】 lリ) 茨城県道路啓開計画(案)について、様々な開の整理と具体的な改書策の

検討を進め、計画の実効性を高めるよう努める。

〇 消防防災体制の聞・充実

「 )  県内消防本部幅)の広域イt扱び共同指令の全県一元化を推進する。

o災害の多激化に対応した市町村の消防体制のmを國るため、 目主的な市町

村の消防の広litイ1:を設するとともに、県域(一本イl:)での広域化も視野に入

れた前を行い、対象市町村に対する支最の充実を国る。

oいばらき消防指令センターへの来加入消防本部の加入配を行い、共同指令

の全県一化を推進する。

l' e病者の救命率の向上を国るため、救急高度化対策を推進する。

o 高 開 急 目 動 llび 高 度 般 命 処 置 用 開 と A  E Dなどの整備を推進する。

c1a識上にi3いて高度な開命 処 置 を 前 で き る? 命士のi成を図る。

o心肺能法を含めた応急手当ての知験や技術が広く普及するよう、県民への

普及書発活動をll的に推進する。

o 真 i t 能 を 要 し 、 解 を 必 要 と す る 新 者 が 迅 速 i t 利 用 で き る よ う 、 県 民

へのi的iな救急章利用の普及啓発を国る。

01 消防施設、防災体制の計画的・重点的なmを進める。

o 防 災 行 配 が 能 時 i te電 し て も 商 で き る よ う 、 庁 合 用 自 家 発 電 装 置 を

設 置 す る な ど 開 の 向 上 に 努 め る と と も に 、 能 の 高 度 化 と 全 国 ネ ッ ト ヮ ー
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クの強化を國る。

o構開精・河川・池・井戸などの消防水利'P各種防m設 の 聞 を 推 進

する。

cl 住民への知識の普及及び通信相のm税

目 防火対it物の消防用設備等点検報告率向上のため、広く県取び防火対it物

の関係者へ制度の周知を国る。

? 消防団員の年額報OHや出動報OHの引き上げを行う等、処遇の改善を国るほか、

「消防団応愛の店」制度の流を配するなど、消防団の充実強化it努める。̃ m防災体制の一属のmを国るため、公益財団法人茨城県消開会を青成

強化する。

lト) 海離防止及び海上保安体制の強化を進める。

例 県立消防数について、施設改修計画や教青資前の整ill国新計画に基づき、

教育換関としての換能を損なわないよう長寿命化を國りっつ、e替えを合め、

そ の あ り 方 を 前 す る と と も i t 、 消 開 を 活 用 し 県 民 の 防 災 教 青 i t 努 め る 。

lリ) 全国的に水防団員の演少や高解化が進行し、m防災力の低下が感念されて

いることから、水防団員の確保等による水防体制の強化について一属取り組む。

に) 関係者が配した対策を実施できるよう合同運温などの換会を通じ、 f il を

Mするとともに、新たに技術的に簡便な新工法を水防団員の教青l里程に組a
込むなど新の習得を國り、水防 ifn i練 を よ り 設 的 な 内 容 に す る な ど し 、 水 防

訓 装 の 今 後 の 在 り 方 を 前 し て い く 。

4)産業保まの確保

(i) 多a化 し て い る 高 圧 ガ ' ス や 解 等 i t よ る 災 書 の 精 防 止 を 国 る た め 、  業界・

団体及び事業所における自主的な保安活動を田する。

② L Pガス一般消IR者の事故防止を國るため、消費者の設前高科に努めると

ともit、設の高度化対策を推進する。

③ 大温換シ・ツ ピ ン グ セ ン タ ーへのがソリンスタンド併設での安全確保対策とし

て 、 ガ イ ド ラ イ ン 等 の:業定に向けた検討を進める。

5) 河川の改修と治水事量の配

本県河川の改修iま、 ll改修済区間を合めても令和5年度末の改修率は58.6%と

低く、水書常a地域及び危険区域が多い。ひとたび集中・南it見舞われると、水書

常a地域及び危険区;ttに住む多くの住民の生命と財産が危険にさらされることにな

るため、関係換関と調整を國りっつ、早急な河川改修や洪水被害防止策を推進する

必要がある。排せて民間事業者による流a開 設 の 活 用 を 図 る 必 要 が あ る 。 ま た 、

河川は水書防止や利水のためだけでなく、河川空間の利活用を含めた河川m
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などを進める。 さらに、m水の考え方に基,・き、河川改修などのハード対策の

み な ら ず 、 水 位 計 や 河 川 開 カ メ ラ の 配 、 ダ ム の 事 前 放 流 な ど ソ フ ト 対 策 も 進 め

る o

〇 ヨ画川改修の配を國る。

n ヨ阿川下流部(J R 開 か ら 下 流 区 間 ) の 改 修

l' ョ阿川中流部の進水地事業(大場及び御前山進水地)

② 利制l l改修の配を國る。

利 測 l l 下 流 部 、 神 前 ( 旧 波 時 町 の 願 区 間 ) の 改 修

③ 解 川 改 修 の 田 を 国 る 。

④ 1果管理河川改修設について、社会資本m重点計画に基,・き、ll的な推進

を国る。

接川(筑波及び地工区など)、 中丸川、 女沼川など中小河川についても改修事

業を進める。

(ii) 前 の 聞 、 士 地 区 画 理 な ど に 関 連 し た 河 川 の 改 修 を 使 造 す る 。

l重) 河川空間の多様な生fill系にmする多自然川づくりを推進する。

〇 河川量aの美化、意いの場,・くりなど水辺環境のmを進める。

組沼川、前川、 測 f litついて、通間 一iく り 河 川 聞数を進める。

集 〇 県管理河川の適切な総持管理や監視体制の独化を国る。効率的な総持管理のた

め、全ての精集に二観it準点の設置を推進する。

(11) 河川の環境整備のため、;It茂・增演するmやごみ等の被設用it対する動成

な ど を 前 す る 。

【新a】 0 河川管理施設に支はが 出 な い よ う 、 ナ 対 エ ツ ル ノ ゲ イ ト ウ に 代 表 さ れ る 特 定 外

来 生 物 の 除 能 を 行 う 。

近年、 配 化 し て い る 海 岸mや海岸災書を精it防止するとともi t、  海津レク

リェ ー シ・ン利用需要の拡大に対応するため、mと利用にmし た 海 能 施 設

等のmを推進する。

(i) n ・ 高 潮 ・mi tよる災書を防止するため、海岸展施設の聞を進める。

「 )  津波・高Ia対策として、提防、消波工等のmに努める。

l可 侵食対策として、m な 解 の 維 持 ・ 回 復 を 國 る と と も に 、 9 海 岸 の

保全対策it努める。

② 海岸からのMや潮書を防止するため、海岸防災林造成事業を推進する。

- Ia ;-



7) 土砂災書防

土石流、 地滑り、 9船れ等の土砂災書から県民の生命・能を田するため、 土

砂災善防止施設整備のハード対策と、「土〇災著防止法」に基づく書減区城等の指

定等itよるソフト対策を合わせた総合的な土a'災書対策を実施し、災書防止及び被

書の9演に努める。

また、? し て い る ゲ リ ラま 雨や 能 な ど 、 狭 いmに:ti大 な 被 害 を も た ら

す局地災書の被書者への適切な文援力!行われるよう、国に対してのaきかけを行う。

lie (!) 保全人象の多い土砂災書'i成区;tt等のうち、m所やIll難経路、要a意者利

用施設を保全対象に合む管所や実意iに9舶れが発生した管所等について、能的

it土砂災書防止i般整備事業(ハード対策)を実施する。

② 解 の 影・により地形的解が変化した場合や、新たに土砂災書防止施設等

が 配 さ れ た 開 に 、 土 砂 災 善 書 成 区 域 等 の 解 除 又 ll範囲の変更について、業

歡かつ迅速it対応する。また、住民への周知・啓発it取り組む。

③ 開 や 開 す る ダ リ ラ 豪 商 でaられるように、現行のm者 生 活 再 前

法ll、個々の被 装者が甚大な被害を受けた場合であっても、一定数以上の住家の

全通l等が認められない場合は適用されないことから、適用解の選和や上限額の

引き上げ、精世帯についても支最対象となるよう、制度見直しを国に0きかけ

る 。


